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Ⅰ はじめに 

 

中央環境審議会においては、第四次環境基本計画（平成 24 年４月閣議決定）の着実な

実行を確保するため、毎年、国民各界各層の意見も聞きながら、同計画に基づく施策の進

捗状況などの点検を実施することとしている。 

 

今回の点検は、第四次環境基本計画についての第１回目の点検として行うものであり、

同計画で取り上げている９つの重点分野のうち、事象横断的な重点分野として、「経済・

社会のグリーン化とグリーン・イノベーションの推進」、「国際情勢に的確に対応した戦

略的取組の推進」及び「持続可能な社会を実現するための地域づくり・人づくり、基盤整

備の推進」の３分野、並びに事象面で分けた重点分野として、「水環境保全に関する取

組」及び「大気環境保全に関する取組」の２分野を重点点検分野とするとともに、「東日

本大震災からの復旧・復興に際して環境の面から配慮すべき事項」についても点検の対象

とした。 

 

今回の点検は、これらの分野を中心に平成 24 年４月の第四次環境基本計画の策定から

これまでに取り組まれた施策について、関係府省の自主的な点検結果を踏まえ、総合政策

部会での議論を経て行った。 

 

点検に当たっては、各重点分野等に掲げたそれぞれの指標や、環境基本計画の推進状況

について全体的な傾向を明らかにし、環境の状況、取組の状況等を総体的に表す指標（総

合的環境指標）を活用した。 

 

第四次環境基本計画の策定以降の環境保全に関する取組状況をみると、概ね進捗をして

いることを確認したが、一方で、各分野において諸課題が残存している状況であることも

踏まえ、これらの課題を解決するための今後の関係者の取組の改善の在り方についていく

つかの指摘を行った。関係者はこれらの指摘を踏まえ、さらなる取組を進めていくことを

期待する。 

 

 第四次環境基本計画では、「安全」が確保されることを前提として、「低炭素」・「循

環」・「自然共生」の各分野が、各主体の参加の下で、統合的に達成され、健全で恵み豊

かな環境が地球規模から身近な地域にわたって保全される社会の実現を目標として掲げて

いる。近年、大雨や干ばつ、熱波等の極端な自然現象と地球温暖化との関連性も指摘され

ており、関係者は、環境施策の推進が「安全の確保」にも貢献し得ることを意識しつつ、

分野や組織に捉われず、これまで以上に連携を行い、この目標に向けて取り組んでいくこ

とが重要である。 

 

この結果が社会に広く提供され、国民の環境行政への理解の一助になるとともに、関係

者の取組の改善や後押しになることを期待する。 
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Ⅱ 第四次環境基本計画の点検の具体的な進め方について 

 

（１）毎年の点検の流れ 
   

第四次環境基本計画の点検は、下記の手順で行なう。 

（初年の平成 24 年度は点検準備、最終年の平成 29 年度は計画の見直しを実施する。） 
① 点検方法等の審議 

前年 秋～冬頃※ 

          点検方法、重点点検分野、重点検討項目等の審議 

  

② 関係府省の自主的な点検等 

   翌年 １月～３月頃 

地方公共団体アンケート調査等 

４月～ 

          関係府省の自主的点検 

 

③ 中央環境審議会総合政策部会による点検 

      ７月頃までに 

総合政策部会及び各重点分野の 

関連部会による点検 

（地方ブロック別ヒアリング 

を含む。） 

      ９月頃～12 月頃 

点検報告書とりまとめ 

パブリック・コメント 

          点検報告書閣議報告 

 

 

 

 

（２）重点点検分野並びに「復旧・復興」及び「汚染回復等」 

   

効果的に点検を実施するため、９つの重点分野及び「復旧・復興」、「汚染回復等」

の分野から重点的に点検を行う分野を重点点検分野として選定し、特に焦点を当てて審

議を行う重点検討項目を設定している。 

重点分野名等 H25 H26 H27 H28 

①経済・社会のグリーン化とグリーン・イノベーションの推進 

○ ○ ○ ○ ②国際情勢に的確に対応した戦略的取組の推進 

③持続可能な社会を実現するための地域づくり・人づくり、基盤整備の推進 

④地球温暖化に関する取組  ○  ○ 

⑤生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する取組  ○  ○ 

⑥物質循環の確保と循環型社会の構築のための取組  ○  ○ 

⑦水環境保全に関する取組 ○  ○  

⑧大気環境保全に関する取組 ○  ○  

⑨包括的な化学物質対策の確立と推進のための取組  ○  ○ 

「復旧・復興」（H25）、「汚染回復等」 ○ ○ ○ ○ 

 

翌年度予算概算要求 

翌年度政府予算案 

 

翌年度白書の執筆 

 

環境保全経費の見積方針の調整 

 

翌々年度予算の概算要求 

※平成 25 年度の点検方法の審議については、平成 25 年４月に決定。 
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Ⅲ 重点点検分野等の点検 

 

１．経済・社会のグリーン化とグリーン・イノベーションの推進 

 

重点検討項目①経済・社会のグリーン化 

 

経済・社会のグリーン化に向けては、事業者の環境に取り組む能力の向上や環境金融の

拡大、環境配慮型の商品・サービスや事業者が評価・選択されることの促進等が必要とな

る。特に、事業者が物品等を製造・提供する際により高い環境性能を目指すことや、環境

対応に際しての経済的インセンティブと社会的責任が重要であるとの観点から、以下の

ａ）からｃ）の項目について、関係行政機関の取組状況を確認した。 

 

ａ）環境配慮の先進性を訴求・差別化するための開発目標となり得る、より高い環境性能に

基づく基準(プレミアム基準)に係る国の取組(国によるプレミアム基準の活用状況を含む) 

ｂ）国が事業者に対して行う、ＩＳＯ14001 やＩＳＯ26000 等を通じた環境課題への重

点的な対応の促進の取組、及び当該対応の情報開示の促進の取組、並びに当該対

応を行う事業者がＮＰＯ等に評価・選択されるための国による普及促進の取組 

ｃ）機関投資家等に対する社会的責任投資（ＳＲＩ）や環境・社会・ガバナンス（Ｅ

ＳＧ）投資等の環境投資の拡大に係る取組 

 

（１）環境基本計画における施策の基本的方向 

 

グリーン化がより一層進められた経済・社会において、各主体の活動が環境負荷を出

来る限り削減した持続可能なものとなるためには、環境配慮を実施している事業者が便

益を享受できる基盤の整備をさらに進める必要がある。そのほか、環境金融の拡大によ

り、資金の流れを持続可能な社会に寄与するものにする必要がある。 

 

（２）現状と取組状況 

 

国は、環境の価値が市場において適切に評価されるよう政策を企画立案・実施し、市

場では供給されない公共的な財やサービスを安定に供給することが必要である。具体的

には、ルールの設定、科学的知見や基礎的な技術の基盤の整備、政府調達などにおける

モデル的取組の実施、事業者としての率先実行、各主体間の調整・連携促進といった役

割を果たし、各主体の市場での取組を支援することが必要である。 

このような観点の下に、以下のような取組を行っており、これらに関連する現状は以

下の通りである。 
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ａ）環境配慮の先進性を訴求・差別化するための開発目標となり得る、より高い環境性能に

基づく基準(プレミアム基準)に係る国の取組(国によるプレミアム基準の活用状況を含む) 

 

現状 

   

製品やサービスを購入する際に環境を考慮し必要性をよく考え、環境への負荷が

できるだけ少ないものを選んで購入するグリーン購入の実施率は、地方公共団体が約

81％（平成24年度）、上場企業が約75％（平成23年度）と高い水準で推移している。

しかし、グリーン購入の推進を目的とした国等による環境物品等の調達の推進等に関

する法律（以下「グリーン購入法」という。）の特定調達品目の中には必ずしも環境

性能の観点から市場において先駆的な基準とはいえない品目もあることから、環境配

慮の先進性を訴求・差別化するための開発目標となり得る、より高い環境性能に基づ

く「プレミアム基準」に係る国の取組が実施されている。 

また、「循環型社会に関するアンケート調査」（平成23年度調査、環境省）による

と、「環境にやさしい製品の購入を心がけている」と回答した人の割合は、約82％と

なっており、国民が高い意識を持っていることが窺える。 

 

取組状況 

   

【プレミアム基準の活用による市場の更なるグリーン化】 

環境配慮の先進性を訴求・差別化するための開発目標となり得る、より高い環

境性能に基づく基準として「プレミアム基準」を設け、市場の更なるグリーン化

を図るため、平成24年度にはプレミアム基準策定ガイドラインを発行した。同ガ

イドラインの周知のため、国の各機関（地方支分部局含む）、独立行政法人、国

立大学法人、特殊法人、地方公共団体及び関係事業者等を対象に全国８カ所でグ

リーン購入法ブロック別説明会を実施した。平成25年度は、環境省において、同

ガイドラインを考慮した平成25年度調達方針を策定しており、この方針に基づい

て調達を実施している。 

 

参考．環境物品等の調達の推進を図るための方針（平成25年４月１日）【抜粋】 

Ⅲ その他環境物品等の調達の推進に関する事項 
 （１～６ 略） 

７ 環境本省においては、平成 24 年度判断基準の将来展開検討委員会において策定され、平
成 25 年３月 22 日に公表された「プレミアム基準策定ガイドライン」に基づき、品質及び機
能等、調達する物品等に期待される一般的事項及び適正な価格について確保されている場合
には、より環境性能の高い物品の調達に努める。 

本年度においては、以下のような基準や評価を満たしているものについては積極的な調
達に努めるものとする。 
（１） 基本方針に定める品目のうち、グリーン購入法と上位互換である基準（エコマー

ク等）を満たした物品。 
（２） 基本方針に定める品目のうち、統一省エネラベルなど多段階評価によりその環境

性能が評価されている品目（家電製品、蛍光灯照明機器及び自動車等）について、
より上位の評価がなされている物品。 
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ｂ）国が事業者に対して行う、ＩＳＯ14001 やＩＳＯ26000 等を通じた環境課題への重

点的な対応の促進の取組、及び当該対応の情報開示の促進の取組、並びに当該対

応を行う事業者がＮＰＯ等に評価・選択されるための国による普及促進の取組 

   

現状 

   

国際標準化機構（ＩＳＯ）が認証するＩＳＯ14001の登録事業者数は、平成18年度

以降２万件程度で横ばいの状態が続いているが、環境省が認証する中小事業者向けの

環境経営システムであるエコアクション21の登録事業者数は、平成16年の策定以降増

加傾向にあり、平成24年度には7,729社が認証を取得している（図表Ⅲ－１）。 

 

図表Ⅲ－１．エコアクション 21 の登録事業者数 

 
出典）一般財団法人 持続性推進機構 エコアクション21中央事務局 資料より作成 

 

また、事業者の環境に関する情報開示を推進することを目的として開設されたデ

ータベースサイト「環境報告書プラザ」に、平成24年度の環境報告書を掲載した企業

数は842社で、延べ約17万ページビューの閲覧があった（図表Ⅲ－２）。 
 

図表Ⅲ－２．環境報告書プラザへの掲載企業数 

 

出典）環境報告書プラザ掲載企業リスト（経済産業省）より作成 
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取組状況 

   

【中堅・中小企業による環境経営の普及促進事業、グリーン経済における情報開示

基盤の整備事業】 

幅広い事業者に対する環境マネジメントシステムの普及を図り、事業者の環境

課題への重点的な対応を促すとともに、環境配慮を実施している事業者が適切に

評価されることを促すため、事業者の環境配慮の取組に関する情報が的確に提供

されるよう、下記の取組を行った。 

○ エコアクション21 

環境省がガイドラインを策定した中小事業者向けの環境経営システムである

「エコアクション21」では、企業に二酸化炭素排出量、廃棄物排出量、総排水

量、化学物質使用量の削減を求めるとともに、環境活動レポートを作成・公表

することとなっている。地方自治体や金融機関との共同セミナー開催等を通じ

て、取得方法等について周知を図っており、平成24年度末において7,729社が認

証を取得した。 

○ 環境報告ガイドライン 

事業活動における環境負荷や環境配慮等の取組状況などの記載すべき指針を

示した「環境報告ガイドライン」について、国内外の動向を鑑み改訂を行った。 

○ 環境コミュニケーション大賞 

優れた環境報告書、環境活動レポート及びテレビ環境ＣＭを表彰することに

より、事業者の環境経営及び環境コミュニケーションへの取組を推進するとと

もに、環境情報開示の質の向上を図ることを目的とした「環境コミュニケーシ

ョン大賞」を主催している（平成24年度は合計279点の応募があった。なお、平

成23年319件、平成22年386件、平成21年419件、平成20年446件の応募があっ

た。）。 

   

【経済社会における生物多様性の主流化に向けた国内施策の調査・検討】 

経済社会における生物多様性の保全と持続可能な利用の主流化を図るべく、平

成24年度は、生物多様性分野における事業者による取組の実態調査、取組事例の

収集、生物多様性とビジネスに関連する国際的な動向の把握を行うとともに、こ

れらの結果を含め、生物多様性と経済活動に関連するウェブサイトの作成・公表

を実施した。 

平成25年度は、前年度の成果も活用した事業者による取組の促進策の検討等、

愛知目標の達成に向けた更なる施策を実施する。 
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ｃ）機関投資家等に対する社会的責任投資（ＳＲＩ）や環境・社会・ガバナンス（Ｅ

ＳＧ）投資等の環境投資の拡大に係る取組 

   

現状 

   

公募ＳＲＩ投資信託の純資産残高が平成 19 年をピークに減少傾向にあり、平成 25

年３月時点で 2,488 億円となった（図表Ⅲ－３）。 

 

図表Ⅲ－３．公募投資残高と公募ＳＲＩ残高 

 
出典）一般財団法人投資信託協会 

 

 
注１）データは平成 25 年３月末時点までのもの。 
注２）「ＳＩＦ-Japan によるＳＲＩ投信の基準」※に依拠して作成されたもの。 

 

 

 

 

 

出典）ＮＰＯ法人 社会的責任投資フォーラム（ＳＩＦ-Japan） 

 

また、国際的に見ると、世界の持続的投資市場（Sustainable Investment）にお

ける日本の投資割合は、平成 23 年度時点で 0.1％程度（100 億米ドル）（ＧＳＩＡ

（Global Sustainable Investment Alliance）の推計による）である。 
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※「ＳＩＦ-Japan によるＳＲＩ投信の基準」＜広義のＳＲＩ（Broad-ＳＲＩ）の考え方＞ 
以下の二つの原則を満たすものと考える。 
第一原則：最終的な資金の供給者※１の意思が確認できる広い意味での投資※２ 
第二原則：投資プロセスでＥＳＧ（環境・社会・企業統治）の一つ以上を考慮 
※１ 年金等を含む。 
※２ 広い意味での投資とは、通常の株式、債券、投資信託といった有価証券等への投資に加え、形式

的には出資や融資の形をとるが、実質的には資金の供給者からは投資に近いと考えられる融資等
（市民風車への出資、コミュニティ投資など）も含む。 
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取組状況 

   

【金融のグリーン化推進事業／地域低炭素投資促進ファンド創設事業】 

環境金融の普及促進のため、平成 23 年度に金融機関のイニシアティブにより策

定した「持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則」の活動を支援し、平成 24

年度末時点で「持続可能な社会の形成に向けた金融行動原則」の署名機関は 186

機関に達した。署名機関の取組については、取組事例集として、成果の収集・共

有を実施している。また、平成 25 年度より、地域低炭素投資促進ファンド創設事

業を実施し、低炭素化プロジェクトや環境に配慮した事業活動を出資や利子補給

により支援を行うことで、民間の環境投資の促進や資金調達の円滑化を図る。 

 

【環境報告書の効果的な情報開示に関する調査事業】 

ウェブサイト「環境報告書プラザ」を運営し、国民、投資家、金融機関等が、

企業、団体等の環境負荷、環境影響等に対する取組に係る情報をオープンに得ら

れる場を提供した。平成 24 年度の利用実績としては、842 社が環境報告書を掲載

し、のべ約 17 万ページビューの閲覧があった。 

企業による環境報告書の掲載が着実に推進していることに伴い閲覧数も一定数

を確保しており、企業の取組を公開する場を提供する施策として、一定の役割を

果たしている。一方で海外の企業や投資家へに向けた情報発信が不十分であり、

英語版のサイトも整備されていないため、平成 25 年度は英語版のサイト拡充を図

るべくコンテンツの見直し等を行う。 
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重点検討項目②グリーンイノベーションの進展 

 

グリーン・イノベーションを推進していくためには、その基盤となる環境研究・技術開

発を確実かつ効果的に実施し、かつその成果を社会に適用させていくことが重要である。

特に、国が実施している環境研究・技術開発については、その全体を把握し、また社会実

装状況についても確認していくことが重要であることから、以下ａ）、ｂ）の項目につい

て、関連行政機関の取組状況を確認した。 

 

ａ）国（各府省）が実施する研究・技術開発の取組 

ｂ）国が実施した研究・技術開発成果の社会実装状況（サービス化も含む） 

 

（１）環境基本計画における施策の基本的方向 
 

グリーン・イノベーションを推進していくためには、その基盤となる環境研究・技術

開発を確実かつ効果的に実施し、かつその成果を社会に適用させていかなければならな

い。これらの要請を踏まえ、以下の方向性で取組を進める。 

① 中長期の「あるべき持続可能な社会の姿」を念頭に置いた研究開発 

東日本大震災に象徴されるように、その時々の「あるべき持続可能な社会の姿」

は常に変化しうる。これに臨機応変に対応していくためには、社会の備えるべきロバ

ストネス（頑健性）やレジリエンス、効率性の整合を図る観点から、社会的、経済

的、政策的な観点を踏まえた総合的な研究の実施により、目指すべき社会像を不断に

追求するとともに、その研究の成果たる社会像を明示し、各個別領域において、それ

を目指した研究開発を推進する。 

② 技術パッケージとしての研究開発、政策手法の最適な組み合わせによるグリー

ン・イノベーションの推進 

グリーン・イノベーションの推進のために、我が国の環境技術について個別の性

能向上を目指すのみならず、技術パッケージとしての開発を促進しつつ、政策手法を

最適なかたちで組み合わせ、環境技術の一層の普及に取り組む。 

 

（２）現状と取組状況 
 

国は、中長期的なあるべき社会像を追求するため、環境と経済・社会の観点を踏まえ

た統合的政策研究を推進し、分野横断的な研究開発を推進するとともに、その成果を社

会に適用させていくことが必要である。 

このような観点の下に、以下のような取組を行っており、これらに関連する現状は以

下の通りである。 
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ａ）国（各府省）が実施する研究・技術開発の取組 

   

現状 

   

平成 24 年度の政府全体の科学技術関係予算の編成をみると、環境関連の科学技術

予算は 1,261 億円であり、グリーン・イノベーションを推進していくための基盤とな

る環境研究・技術開発について各省庁で様々な取組が実施されている（図表Ⅲ－４）。 

 

図表Ⅲ－４．科学技術関係予算（当初）の推移 

 

出典）内閣府科学技術政策ＨＰ 

 

また、環境省では、「環境研究・環境技術開発の推進戦略について」（平成 22 年

６月中央環境審議会答申）に基づき、環境分野における学術研究、技術開発を推進し

ている。また、平成 23 年度以降毎年度、環境研究・技術開発の進捗状況についての

フォローアップを行っている。 

平成 24 年度のフォローアップでは、新たな研究課題の採択状況等を全領域共通課

題（重点課題１～３）、領域横断的課題（重点課題４～６）、個別領域課題（重点課

題７～17）に分けて整理した。この個別領域課題は脱温暖化社会、循環型社会、自然

共生社会、安全が確保される社会の４つの課題からなり、平成 23～24 年度にかけて

採択された新規課題の案件数は、それぞれ脱温暖化社会 316 件、循環型社会 109 件、

自然共生社会 75 件、安全が確保される社会 140 件であった。 

全領域共通課題 22 件、領域横断的課題 68 件と比較して、特に個別領域課題にお

いて研究開発が積極的に進められていることが分かる（図表Ⅲ－５）。 
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図表Ⅲ－５．平成 24 年度環境研究・環境技術開発の推進戦略フォローアップ 重点

課題別新規課題実施状況（平成 23 年度・平成 24 年度新規件数） 

 

 
注１ データは、平成 23 年度・平成 24 年度の新規採択案件数。ただし、平成 24 年度の採択件数については、

平成 24 年３月 31 日現在で把握できた件数。 

注２ データは、環境省により実施されている研究・技術開発全てと、その他府省で実施されている公募の研

究・技術開発施策（事業）の中で環境分野に関連する課題を調査対象として集計されたもの。なお、環境

省以外の府省における事業については、イノベーション推進事業（経済産業省）や、イノベーション創出

基礎的研究推進事業（農林水産省）等、研究・開発シーズを新たな産業の創出等のイノベーションにつな

げることを目的とした事業も含まれている。 

出典）平成 24 年度環境研究･環境技術開発の推進戦略フォローアップ 重点課題別新規課題実施状況(俯瞰表)(環境省) 

 

取組状況 

＜府省横断的な計画＞ 

【科学技術重要施策アクションプラン対象施策の特定】 

我が国が直面している重要課題の達成に向け、最優先で進めるべき重点的取組

等を明示した「科学技術重要施策アクションプラン」において、グリーン・イノ

ベーションの分野で６つの重点的取組を設定した。 

また、当該アクションプランの重点的取組に該当するとして各府省から提案さ

れた施策については、「科学技術に関する予算等の資源配分方針」により、平成

42 年（2030 年）の目指すべき社会の姿の実現に向けて平成 32 年（2020 年）の目

標を明確に提示しているか、海外への普及促進によって地球規模での気候変動に

貢献するか、等の視点から施策を特定、対象施策に資源配分の最重点化を行った

（図表Ⅲ－６）。 
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図表Ⅲ－６．「グリーン・イノベーション」における重点的取組 

重点的取組 施策数 概算要求額総額 予算額 

技術革新による再生可能エネルギー利用の飛躍的拡大 10 254 億円 206 億円 

エネルギー供給のグリーン化 １ 70 億円 70 億円 

革新的なエネルギー供給・貯蔵・輸送システムの創出 ６ 203 億円 156 億円 

技術革新によるエネルギー消費量の飛躍的削減 29 578 億円 435 億円 

地球環境情報のプラットフォーム構築 ６ 322 億円 228 億円 

エネルギー・環境先進まちづくり ５ 116 億円 106 億円 

   

＜総合的な研究＞ 

【環境研究総合推進費】 

環境研究総合推進費は、地球温暖化の防止、循環型社会の実現、自然環境との

共生、環境リスク管理等による安全の確保など、環境政策の推進にとって不可欠

な科学的知見の集積及び技術開発を促進し、持続可能な社会構築のため、環境の

保全に資することを目的とする競争的研究資金であり、環境省が求める研究開発

テーマを提示して研究課題の公募を行う。公募に当たっては、中長期的視点から

重点的に取り組むべき課題と目標を示した「環境研究・環境技術開発の推進戦略

について（平成22年６月中央環境審議会答申）」の重点課題ごとに研究開発テー

マ（行政ニーズ）の設定を行い、行政ニーズに適合する研究・技術開発等を採

択・実施している。 

平成24年度には、東日本大震災復興特別会計を財源とし、被災地域の復旧・復

興及び被災者の暮らしの再生のための施策への貢献を採択要件とする採択枠（復

興枠）を新設し、除染やがれき処理等に係る研究開発に着手した。復興枠では、

継続課題を着実に実施し、平成26年度をもって全課題を終了することを予定して

いる（図表Ⅲ－７）。 

 

図表Ⅲ－７．研究開発等の実施状況 
実施年度 一般枠 復興枠 計 

平成24年度 196課題 29課題 225課題 

平成25年度 165課題 23課題 188課題 

   

【環境研究･技術開発推進事業】 

本事業では、環境研究・技術開発を効果的に推進し、その成果の社会還元を一

層進めるため、下記の３つの事項を実施することにより研究開発の評価の充実等

を図る。 

○ 「環境研究・環境技術開発の推進戦略について」のフォローアップ及び改訂

に向けた検討 

平成24年度は環境省や他省庁等で実施している61の研究開発事業を対象とし

て、採択課題の概要を確認し、同戦略の進捗状況について確認した。平成25年

度に中間フォローアップ、平成26年度に総括フォローアップを予定している。 
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○ 環境省の競争的研究資金制度を統括し評価及び管理を行うプログラムディレ

クター（ＰＤ）の配置 

平成24年度は、研究評価の実施等に係る指導・助言を行い、研究開発制度の

円滑な運営に貢献するために配置されたＰＤの助言に基づき上記のフォローア

ップ結果を次年度の課題公募の際の重点テーマ設定に活用するなど制度の改善

を行った。 

○ 環境省競争的資金の、終了後３～４年が経過した課題に係る成果の実用化・

普及等に係る追跡評価 

平成18年度から開始し、平成24年度は平成20年に終了した88課題について、

終了から４年を経過した段階での研究開発成果の活用状況等の把握を行った。 

   

【環境技術実証事業】 

本事業は、既に適用可能な段階にありながら、その環境保全効果、副次的な環

境影響、その他環境の観点から重要な性能（以下「環境保全効果等」という。）

についての客観的な評価が行われていないために普及が進んでいない先進的環境

技術について、環境保全効果等を第三者が客観的に実証することにより、環境技

術実証の手法・体制の確立を図るとともに、環境技術の利用者による技術の購入、

導入等に当たり、環境保全効果等を容易に比較・検討し、適正な選択を可能にす

ることにより、環境技術の普及を促進し、環境保全と環境産業の発展に資するこ

とを目的としている。 

平成24年度においては、自然地域トイレし尿処理技術分野、有機性排水処理技

術分野等の８つの技術分野において77の技術実証を行い、平成15年度の事業開始

から平成24年度末までに延べ520の技術実証を行った。平成25年度からは、再生可

能エネルギーへの関心等を踏まえ、新たに中小水力発電分野における実証開始を

予定している。 

   

【環境研究・技術開発の実施体制の整備】 

本事業は、研究開発の担い手となる民間企業や大学等の研究開発主体への研究

開発支援を充実させ、環境ビジネスの創出を含む環境産業や学術研究の振興を図

ることを目的としている。 

平成24年度は、「地球温暖化対策技術開発等事業（競争的資金）」により、65

件の技術開発事業を実施した。平成25年度以降は、将来的な対策強化の導入につ

ながり、ＣＯ２削減効果が大きく、産業界による自主的な技術開発では社会に導入

される見込みのない技術開発・実証事業を「ＣＯ２排出削減対策強化誘導型技術開

発・実証事業」により推進していく。このため平成25年度は、地球温暖化対策技

術開発等事業については継続事業のみを実施し、ＣＯ２排出削減対策強化誘導型技

術開発・実証事業により、技術開発事業を実施予定である。 
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【国土交通省技術基本計画（グリーンイノベーションプロジェクト）】 

技術研究開発や人材育成等の取組方針を示すことにより、産学官の関係者の共

通認識の醸成を図り、産学官が連携しつつ、それぞれが主体となり最善の努力を

果たしながら、技術政策全体を推進することを目指し、平成 24 年 12 月に国土交

通省技術基本計画を策定した。重点的に推進する優先度の高い政策課題として７

つの重点プロジェクトを設定しており、このうちの１つである「グリーンイノベ

ーションプロジェクト」は、エネルギー・資源の安定確保と気候変動問題という

重要な課題に対すると同時に、我が国の優れた技術として産業競争力の強化を図

るため、再生可能エネルギー開発や省エネ等のエネルギー・資源の有効活用、社

会インフラのグリーン化、自然共生等の総合的・横断的な政策展開に資する技術

研究開発を行い、豊かで活力のある持続可能な成長を実現するエネルギー・環境

先進社会を実現するプロジェクトとして位置づけられている。 

本計画の期間は平成 24 年度から５年間とし、適宜、計画に定めた取組状況を把

握し、必要な改善を行っていく。 

 

＜個別分野における研究＞ 

【気候変動リスク情報創生プログラム】 

「気候変動リスク情報創生プログラム」は、気候変動に関する生起確率やその

影響を評価する技術を開発し、気候変動によって生じる多様なリスクのマネジメ

ントを可能とする基盤的情報の創出することを目的にした事業として平成24年度

から開始した。平成24年度は公募により本事業の実施体制を決定し、既存の知見

の整理を行うとともに、基盤的情報の創出に必要な気候変動予測モデル等の研究

開発に着手した。 

なお、事業期間は平成24年度から５年間を予定しており、下記の５つの研究領

域テーマを、互いを連携させるかたちで進める予定である。 

ⅰ）直面する地球環境変動の予測と診断 

ⅱ）安定化目標値設定に資する気候変動予測 

ⅲ）気候変動リスク情報の基盤技術開発 

ⅳ）課題対応型の精密な影響評価 

ⅴ）気候変動研究の推進・連携体制の構築 

   

【気候変動適応戦略イニシアチブ】 

我が国が実施する地球観測と気候変動予測に関するデータを統合解析し、自治

体等が行う気候変動対策立案等に資する科学的知見として提供するための研究開

発を行った。構成される２つのプログラムの概要及び実施状況は下記の通り。 

○ 気候変動適応研究推進プログラム（平成22～26年度） 

気候変動適応に関する研究水準の大幅な底上げ、適応策立案等への科学的知

見の提供、気候変動による影響に強い社会の実現に貢献することを目的として

おり、平成24年度は、平成23年度に整備した基礎データを活用し、ダウンスケ
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ーリング手法、データ同化技術、気候変動適応シミュレーション技術に関する

モデルの試作を行った。 

○ 地球環境情報統融合プログラム（平成23～27年度） 

大気、陸域、海洋、人間圏などに関する観測や気候変動予測などによって得

られる多種多様で大容量のデータを蓄積して統合・解析を行い、科学的・社会

的に有用な情報を創出する「データ統合・解析システム（ＤＩＡＳ）」を高度

化・拡張し、それが社会的・公共的インフラとして広く利用できることを目的

としている。平成24年度は、ＤＩＡＳの高度化・拡張に向け、ストレージサー

バーを増強するとともに、利用促進を図るため、平成28年度以降の本格運用に

備え、運用体制の設計・提案作業に着手した。さらに、国内の地球観測システ

ムの統合に向け、各府省の地球観測事業のメタデータ等をＤＩＡＳに登録する

取組を開始した。 

   

【気候変動に対応した循環型食料生産等の確立のためのプロジェクト】 

農林水産分野においては、農林水産業に起因する温室効果ガスの排出削減と森

林や農地土壌の吸収機能の向上とともに、地球温暖化の進行に伴う高温障害等の

発生及び集中豪雨や干ばつなどの極端現象の増加に的確に対応するため、気候変

動の与える農林水産業への影響を高精度で評価する必要がある。このため、農林

水産分野における温室効果ガス排出削減技術及び吸収機能向上技術により、我が

国及び世界の農林水産業からの温室効果ガスの排出の削減に貢献すること、また、

地球温暖化の進行に対応した持続的な循環型食料生産体制等を実現することを目

指し、以下の６課題を実施する。 

ⅰ）気候変動及び極端現象の影響評価（新規） 

ⅱ）温暖化の進行に適応する生産安定技術の開発（拡充） 

ⅲ）森林再生・森林吸収源対策技術の開発（拡充） 

ⅳ）国際連携による気候変動適応・緩和技術の開発（新規） 

ⅴ）温室効果ガスの発生・吸収メカニズムの解明と排出削減技術の開発 

ⅵ）低投入・循環型農業の実現に向けた生産技術体系の開発 

平成24年度は、ⅱ）とⅲ）について公募を行い、平成22年度以降に採択した他

の課題を含め、着実に研究を推進した。平成25年度は、引き続き既存の課題を着

実に推進するとともに、ⅰ）−ⅳ）及びⅵ）について公募を行った。なお、事業期

間は平成22年度から平成29年度までを予定している。 

   

【戦略的創造研究推進事業 先端的低炭素化技術開発（ＡＬＣＡ）】 

戦略的創造研究推進事業においては、新たな科学的・技術的知見に基づいて温

室効果ガスの削減に大きな可能性を有する技術を創出するための挑戦的な研究開

発課題を公募する、先端的低炭素化技術開発（ＡＬＣＡ）の枠組みを設けている。 

平成24年度には、平成22～23年度に採択した課題を着実に推進し、新規課題の

追加採択を行った。 
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平成25年度は引き続き既存の採択課題の着実な推進を行うとともに、より早期

に温室効果ガスの排出削減効果を実現する研究開発成果を得るため、新規課題の

追加採択を行った。また、文部科学省及び経済産業省の合同検討会で抽出された

課題である次世代蓄電池とエネルギーキャリアについて、文部科学省と経済産業

省が連携し基礎的な段階から実用化に向かう段階まで一気通貫で取り組む特別重

点プロジェクトを開始した。 

   

【地域資源を活用した再生可能エネルギーの生産・利用のためのプロジェクト】 

バイオマス活用推進基本法（平成21年法律第52号）に基づく「バイオマス活用

推進基本計画」では、2020年（平成32年）を目標年として、炭素量換算で約2,600

万tのバイオマス利用等を掲げている。この目標等を達成するためには、農山漁村

で豊富に得られる草本、木質、微細藻類からバイオ燃料等を製造する技術の開発

が不可欠であることから、農山漁村の自立・分散型エネルギーシステムの形成に

向けて、バイオ燃料や熱エネルギーを効率的に生産・利用するための技術を開発

する。 

平成24年度は４研究グループに委託を行っており、平成25年度からは、農山漁

村において多くが未利用となっている中・低温の熱エネルギーを、施設園芸等で

効率的に利用する技術を開発するため、研究の委託先を追加公募した。 

 

ｂ）国が実施した研究・技術開発成果の社会実装状況（サービス化も含む） 

   

現状 

   

環境技術の特許（ＰＣＴ）出願状況をみると、日本国籍を有する出願人からは、平

成 19 年以降、毎年 250 件以上が出願されている（図表Ⅲ－８）。 

 

図表Ⅲ－８．環境分野全体の特許（ＰＣＴ）出願件数等 

 
注１ 調査対象は平成 17 年～平成 21 年に出願（優先権主張）され、平成 24 年２月時点でＤＷＰＩ（トムソン・ロイター・プ

ロフェッショナル株式会社）に収録されている特許。 
注２ ＰＣＴ出願とは、特許協力条約に基づいてなされた国際段階の出願。 

出典）平成 23 年度 グリーンイノベーション分野の特許出願状況調査報告書（特許庁） 
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また、平成 23 年の内訳を見ると大気汚染が約 53％、水質保全・水質汚染が約

24％となっている（図表Ⅲ－９）。 

 

図表Ⅲ－９．特許（ＰＣＴ）出願件数の各分野別割合 

 
注１ 出願人国籍は、再先の優先権主張国。 
注２ 環境分野の各技術区分の出願件数の合計値における、各技術の出願件数の割合。ここで用いている、各技

術区分の出願件数は、分野をまたいで出願されているものがあることから、一部ダブルカウントになって
いる可能性があることに留意が必要である。 

出典）平成 23 年度 グリーンイノベーション分野の特許出願状況調査報告書（特許庁） 

   

取組状況 

   

【社会還元加速プロジェクト「環境・エネルギー問題等の解決に貢献するバイオマ

ス資源の総合利活用」】 

実証実験などを通じて具体的に社会に還元できる「バイオマス利活用」と、そ

の実用化のための社会システム改革を二本柱として、平成 19 年 12 月から 16 回の

タスクフォース会合を開き、各省個別施策の共通目標に向けての誘導や各省の研

究開発の融合促進を継続的に実施してきた。本プロジェクトは、府省連携による

研究開発及び規制・ルールの見直しを含むシステム改革を推進する上で、下記の

通り一定の成果を得て平成 25 年３月に終了している。 

○ 林地残材バイオマスと石炭の混焼による発電実証事業 

経済産業省（資源エネルギー庁）と農林水産省（林野庁）の府省連携によ

り、未利用率が９割を超える国内の林地残材について収集・運搬からエネルギ

ー転換・利用までのプロセスの最適化を図るため、特に、燃料化（チップ化若

しくはペレット化）を実施し、当該木質チップ等を火力発電所において石炭と

燃焼して活用するバイオマス石炭混焼システムの構築を重点課題として取り組

み、その長期安定的な持続性について検証した。公募により民間企業５社（６

件）を選定し、平成 22 年度より実証事業を実施した。 

○ 兵庫県神戸市東灘処理場におけるバイオガス利活用の事例 

下水処理場で発生するバイオガスを精製して都市ガス導管注入するなど、エ

ネルギー供給構造の高度化を目指したバイオガス利活用の取組として、兵庫県

神戸市東灘処理場に「こうべバイオガス活用設備」を導入した。市バスや民間

運送車両などにも自動車燃料として活用している。 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H18 H19 H20 H21 H22 H23

（件）

（年）

生物多様住保存技術

低環境負荷建築・構造物

地球観測・気候変動予測

環境リスク

温室効果ガス削減技術

有害物質対策・管理技術

廃棄物処理

土壌汚染

大気汚染

水質保全･水質汚染



 

- 18 - 

 

○ ガソリン中エタノール濃度の高濃度化に向けた検討事例 

エタノール混合上限等を３％とする燃料規格について、エタノール 10％混合

ガソリン（Ｅ10）とＥ10 対応ガソリン車が市場に導入される環境を整備するこ

とを目的として、中央環境審議会大気環境部会において「今後の自動車排出ガ

ス低減対策のあり方について（第十次答申）」が答申された。環境省、経済産

業省、国土交通省の連携によって平成 24 年３月 30 日に所要の省令等を改正

し、平成 24 年４月１日に施行した。 

○ バイオマス事業化戦略 

平成 24 年２月２日の第４回バイオマス活用推進会議において、バイオマス事

業化戦略検討チームが設置され、バイオマス事業化戦略検討チーム会合が計９

回開催された。この会合における関係府省、自治体、事業者等による協議の結

果を受けて、平成 24 年９月６日の第５回バイオマス活用推進会議においてバイ

オマス事業化戦略を決定した。 

○ 固定価格買取制度（Feed-in Tariff：ＦＩＴ制度） 

平成 24 年７月から電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する

特別措置法（平成 23 年８月制定）に基づきＦＩＴが施行された。本制度は、電

力会社に対し、再生可能エネルギー発電事業者から政府が定めた購入価格・調

達期間による電気の供給契約の申込みがあった場合には応ずるよう義務づけて

おり、太陽光、風力、水力、地熱及びバイオマスを売買の対象としている。 

   

【環境研究総合推進費】 

（Ｐ12 の再掲のため、内容は省略） 

 

【環境研究･技術開発推進事業】 

（Ｐ12の再掲のため、内容は省略） 

   

【電動漁船等地球環境保全型漁船の技術開発事業】 

電動漁船等地球環境保全型漁船の技術開発事業では、二酸化炭素等の排出の大

幅な削減に資する電動漁船の開発を行っている。 

平成 24 年度は、電動船外機船の性能試験を全国２箇所で実施するとともに、新

たに電動船内外機船の実証試験を全国１箇所で実施した。平成 25 年度は、電動船

外機船の長期利用による稼動データ計測等の実施及び、船内外機船について、エ

ネルギー効率の改善の実証及び稼動データ計測等の実施を行う。 
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今後の課題 

  

○ 経済・社会のグリーン化については、各主体の個別の取組が進められていることは

評価できるが、我が国全体の取組を俯瞰しつつ効果的かつ効率的に取り組む必要があ

ることから、我が国全体における各主体の具体的な取組状況やそれに対する支援策等

の進捗を踏まえながら、我が国の経済・社会のグリーン化に向けて計画的に施策を進

めていくべきである。 

 

○ 経済・社会のグリーン化に当たっては、国内の状況のみならず、先進的な取組の動

向や国際社会での我が国の役割、位置づけ等も踏まえつつ、国際社会と協調・連携し

た形で取組を進めていくべきである。 

 

○ グリーン・イノベーションについては、研究開発から社会実装まで切れ目なくつな

がるように、各府省が緊密に連携・情報交換しつつ、研究環境の整備や研究開発支援

に努めるとともに、研究開発テーマの選定から成果の活用及びフォローアップに至る

ＰＤＣＡサイクルの強化を図り、その一環として「環境研究・環境技術開発の推進戦

略について」（平成 22 年６月中央環境審議会答申）の見直しを行うべきである。 

 

○ 近年、経済社会に大きな影響を与える「大雨や高温などの極端現象」と「地球温暖

化」の関連性が指摘されていることから、これらに関する科学的な知見を蓄積し、

「適応策」に関する研究を一層進めるとともに、平成 27 年度夏を目処とした政府全

体としての適応計画の策定に向けて検討を進めていくべきである。 

 

○ 国は、企業の環境配慮の在り方がリスク要因等として投資パフォーマンスに影響す

るとの考え方を社会に普及させるよう努め、機関投資家の積極的なＳＲＩ投資や環境

投資を促進すべきである。また、民間資金が十分に供給されていない環境分野に民間

投資を呼び込むため、公的なファンド等による支援策を拡大するなど、民間活力を引

き出しつつ、環境関連プロジェクトの推進を加速化する取組を進めていくべきであ

る。 

 

○ 国際的な市場のグリーン化の実現に向け、環境配慮型製品等を国際的に流通促進さ

せるために、アジアをはじめとする諸外国のグリーン公共調達や環境ラベルの基準の

調和・整合化を目指した取組を進めるべきである。 
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２．国際情勢に的確に対応した戦略的取組の推進 

 

重点検討項目①：「グリーン経済」を念頭に置いた国際協力等 
 

途上国における持続可能な社会の実現のためには、「グリーン経済」への移行が促進さ

れるような取組を進めることが重要である。そのためには、我が国がこれまで培ってきた

公害対策、循環型社会形成のための３Ｒ、温室効果ガスの排出削減、並びに生物多様性の

保全と持続可能な利用等の技術・取組を、途上国のニーズ・状況に適合させた上で、制度

及びその運用技術をパッケージとして、知的財産権の保護を前提に展開することが有効で

ある。このような観点から、以下のａ）、ｂ）の項目について、関係行政機関の取組状況

を確認した。 

 

ａ）より環境への負荷が少ない成長の実現のための、公害対策や温室効果ガス排出削減

や３Ｒ推進に資する技術の移転及び循環産業の振興の支援 

ｂ）環境的に持続可能な都市（ＥＳＣ：Environmentally Sustainable City）等の都市

づくり、生物多様性の保全に配慮した経済活動の推進等に向けた支援 

 

（１）環境基本計画における施策の基本的方向 

   

途上国における持続可能な社会の実現のためには、「グリーン経済」への移行が促進

されるような取組を進めることが有効である。 

グリーン経済の推進のためには、公害対策に係る取組に加え、温室効果ガスの排出削

減、化石燃料などの枯渇性天然資源の有効利用、生物多様性の保全と持続可能な利用等

の要素を開発政策にもたせることが必要である。 

我が国としては、持続可能な社会の実現に向けて自らが率先してグリーン経済への移

行のための取組を進めるとともに、各国の社会経済の発展レベルを十分に踏まえなが

ら、それぞれの国がグリーン経済へ移行していくことができるような支援を行う。 

 

（２）現状と取組状況 
   

環境分野の国際協力は、政府のみならず地方公共団体、民間企業、ＮＰＯ等の様々な

主体の協働により成果が期待できるものであるため、国は様々なステークホルダーが有

する情報を発信・共有できる体制を構築していくことが必要である。 

また、民間の協議等により定められる国際標準や国際基準について、我が国の基準が

反映されるよう支援することが必要である。 

さらに、地球観測の継続的な推進と国際的な観測連携・データ共有、学際的なデータ

利用等の支援・協力や、各国の環境情報についてデータや施策・技術情報等のデータベ

ース化と情報の共有を進めていくことも必要である。 
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地球環境保全に資する国際環境協力を、実効性と途上国の能力向上に配慮しつつ積極

的に取り組んでいく。 

このような観点の下に、以下のような取組を行っており、これらに関連する現状は以

下の通りである。 

 

ａ）より環境への負荷が少ない成長の実現のための、公害対策や温室効果ガス排出削

減や３Ｒ推進に資する技術の移転及び循環産業の振興の支援 

   

現状 

   

我が国が培ってきた公害対策等に係る環境装置の技術移転件数及び輸出額は、大

気汚染防止・水質汚濁防止装置を中心に増加傾向にあったが、世界金融危機（リーマ

ン・ショック）により大きく減少した後に横ばいの状況で推移している（図表Ⅲ－

10、11）。今後、技術とシステムを一体化したパッケージ型インフラ輸出をはじめと

する海外展開の取組により、我が国の環境技術・ノウハウ等が海外の環境負荷削減に

さらなる貢献をすることが期待される。 

 

図表Ⅲ－10．環境装置の技術移転件数 

 
注１ 環境装置に関連する技術を国外へ輸出した件数。環境装置そのものの輸出件数ではない。 
注２ 企業の規模 Ａ:資本金１億円未満、Ｂ:資本金１億円～10 億円未満、Ｃ:資本金 10 億円～100 億円未満、Ｄ:資本金 100

億円以上 
注３ 年度によってアンケート対象企業数が異なることに留意が必要。 

 
出典）「環境装置の生産実績」（2006～2011 年度、社団法人 日本産業機械工業会環境装置部会・優良環境装置協議会） 
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図表Ⅲ－11．環境装置の輸出額 

 

注 調査年度によってアンケート対象企業数が異なる 
出典）「環境装置の生産実績」（平成 19 年～平成 24 年、社団法人 日本産業機械工業会環境装置部会・優良環境装置協議会） 

   

我が国が関与したクリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）による温室効果ガス排出削

減量は、日本からの資金・技術支援により途上国において、持続可能な開発に貢献す

ることで、平成 24 年（2012 年）は約 7,527 万トンとなっている。今後は二国間クレ

ジット制度（ＪＣＭ）の活用等による着実な温室効果ガス排出削減が期待される。 

 

取組状況 

   

＜国際的な枠組みづくりに関する取組＞ 

【クリーンアジア・イニシアティブ（ＣＡＩ）の推進】 

環境と共生しつつ経済発展を図るアジアモデルの持続可能な社会の構築を目指

すため低炭素・低公害型社会、循環型社会、自然共生社会の実現を政策目標とす

るＣＡＩの幅広い普及等を図ることとしている。平成 24 年度は、東アジア首脳会

議（ＥＡＳ）環境大臣会合、東南アジア諸国連合及び日中韓（ＡＳＥＡＮ＋３）

環境大臣会合等で、ＣＡＩについて説明及びニュースレター等の配付、アジア地

域における環境分野での協力及び連携強化を主導した。また、ハノイにて、環境

的に持続可能な都市（ＥＳＣ）ハイレベルセミナーを開催し、ＥＳＣに関する取

組を共有することで今後の東アジアのＥＳＣ推進を強化した。 

今後は、ＣＡＩの基盤を活用し、二国間クレジット制度を活用した具体的プロ

ジェクトの形成・実施を推進することが重要である。 

   

【循環型社会形成に向けた国際的枠組みづくりへの貢献等】 

循環型社会構築のための国際的な枠組みづくりへの貢献、国連環境計画国際環

境技術センターによる廃棄物管理のためのグローバル・パートナーシップを支援

し、またＯＤＡを通じた循環型社会形成に向けた途上国支援を行った。 

廃棄物の最小限化、廃棄物の環境上適正な管理、廃棄物輸出に際しての事前通

報等を主な内容とする「有害廃棄物の国境を越える移動及びその処分の規制に関

する条約」（バーゼル条約）の締約国かつ最大拠出国として、バーゼル条約関連
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会合に出席し、廃棄物の環境上適正な管理のためのガイドラインの策定等、国際

的枠組みづくりの議論に積極的に貢献した。 

また、主に廃棄物分野で、途上国に対する環境上適正な技術を移転することを

目的とする国連環境計画国際環境技術センターの活動に国は継続的に拠出してい

るほか、ゴミ収集システムの改善、住民意識向上等を通じた廃棄物管理の改善、

循環型社会の形成のため、途上国に対するＯＤＡを実施している。 

引き続き、国際社会における循環型社会形成に向けた議論に積極的に貢献して

いくとともに、国連環境計画国際技術センターへの支援を通じた環境上適正な我

が国の環境技術移転や途上国支援を継続していく。 

 

＜国際協力に関する取組＞ 

【地球環境観測体制の強化】 

平成 29 年度打ち上げを目標として、「いぶき」後継機を宇宙航空研究開発機構

（ＪＡＸＡ）、国立環境研究所と協力して開発し、並行して、地上の検証・補完

体制の強化も実施することとしている。宇宙からの温室効果ガスの多点観測デー

タを提供することで、気候変動の予測の精緻化や大都市・大規模排出源単位のＣ

Ｏ２吸収排出量の推計等による地球環境の監視を推進し、平成 32 年（2020 年）以

降の次期枠組みを含む気候変動対策へ貢献するなど我が国の国際社会における役

割を継続的に果たすとともに、後継機は、途上国を含む全球の排出量を把握し、

全球的な低炭素社会開発に向けた対策推進のための情報提供を行う。 

平成 25 年度は、「いぶき」後継機に搭載する観測センサ機能向上の技術的可能

性や優先度について、衛星による地球観測や衛星開発の専門家からの意見を聴取

しつつ仕様の検討を行っていく。 

   

【気候変動分野における途上国支援】 

日本は、平成 21 年（2009 年）の国連気候変動枠組条約第 15 回締約国会議（Ｃ

ＯＰ15）で平成 24 年（2012 年）末までの約３年間の気候変動対策に関する途上国

支援について、それに取り組む途上国や気候変動の影響に脆弱な途上国を対象と

して、官民合わせて 150 億ドルの支援を実施すること表明し、平成 24 年（2012 年）

12 月末時点で約 176 億ドルを達成した。これにより、先進国全体の気候変動分野

における短期資金（過去３年間の公的資金による 300 億ドルの支援約束、実績額

は 350 億ドル）のうち、約 40％にあたる 135 億ドルを日本が実施したことになり、

コミットメント達成に大きく貢献した。今後も途上国のニーズに合わせた支援を

実施していく。 

   

【気候変動に対応した循環型食料生産等の確立のためのプロジェクト】 

（１．経済・社会のグリーン化とグリーン・イノベーションの推進の取組（Ｐ※）

の一部であるため、内容は省略） 
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【国際研究開発・実証プロジェクト】 

我が国企業が有する環境・医療分野等の高い技術力をアジアをはじめとする潜

在市場を有する国に展開するためには、相手国の個別具体的な技術ニーズを的確

に把握し、現地の実情に合わせた技術開発・実証を行うことにより、コスト面も

含めた我が国企業の技術の有効性を証明することが必要になる。これを踏まえ我

が国企業・大学等によるコンソーシアムを形成し、相手国現地において、研究開

発・実証を行うこととし、平成 24 年度は平成 23 年度からの継続案件１件のほ

か、新たに１件の実証事業を実施した。平成 25 年度は平成 24 年度からの継続案

件１件のほか、新たに１件の実証事業を実施する予定である。 

今後は、さらなる日本企業の市場獲得と３Ｒの推進を図るべく、実証事業後の事

業化に向けたフォローアップを強化していく必要がある。 

   

【アジアリサイクルビジネス展開可能性調査（インフラ・システム輸出促進調査等

委託費）】 

近年のアジアにおけるリサイクルに関する法制度や産業インフラの整備需要の

高まりは、高い技術やオペレーションノウハウの蓄積がなされている我が国企業

に大きなビジネスチャンスとなっている。こうしたことを踏まえ、アジアでのリ

サイクルビジネス展開の促進を目的として、平成 24 年度は、前年度からの継続案

件４件、新規６件の事業実施可能性調査（ＦＳ調査）を実施した。平成 25 年度は、

24 年度からの継続案件３件のほか、数件のＦＳ調査を新たに実施する。 

今後は、ＦＳ調査を継続しつつ、法整備や廃棄物回収、リサイクルの仕組み作

り等の課題への対応を検討する必要がある。 

   

【下水道分野の水ビジネス国際展開】 

世界的に優位性を有する我が国の下水道技術の海外展開を促進するために、

「政策と技術のパッケージによる形成」、「下水道システムの戦略的な国際標準

化の推進」等を図ることとし、平成 24 年度は、ベトナム、インドネシア、マレー

シア、ブルガリアにおいてセミナー及び政府間協議を実施した。また、インドネ

シアの下水道計画担当者を対象に本邦研修を実施し、本邦下水道技術に関する理

解の醸成を行ったほか、ＩＳＯ水の国際ワークショップを神戸で開催し、優先的

にＩＳＯ規格を開発すべき項目として、我が国が優位性を持つ、漏水対策や下水

再生利用等の 14 項目が決定された。ワークショップの結果を踏まえ、ＩＳＯ水の

タスクフォースが「神戸宣言」をＩＳＯ技術管理委員会へ勧告した。 

国際標準化に関し、ＩＳＯ5500ｘの発行が早ければ平成 25 年内に迫っており、

平成 25 年度は地方公共団体及び企業を対象とした試行認証を実施する予定である。 
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ｂ）環境的に持続可能な都市（ＥＳＣ：Environmentally Sustainable City）等の都

市づくり、生物多様性の保全に配慮した経済活動の推進等に向けた支援 

   

現状 

   

グリーン経済の推進のためには、生物多様性の保全と持続可能な利用等の要素も

含めた取組が重要である。これに関する民間の取組として、例えば、国際的な森林認

証であるＦＳＣ（Forest Stewardship Council®）やＰＥＦＣ（Programme for the 

Endorsement of Forest Certification Schemes ）がある。ＣｏＣ（ Chain of 

Custody）認証（認証された森林から産出された木材が、加工・流通過程において非

認証材と分別して管理されることを認証するもの）の件数は年々増加している（図表

Ⅲ－12、13）。日本独自の森林認証であるＳＧＥＣ（一般社団法人 緑の循環認証会

議）のＣｏＣ認証件数についても増加傾向にある。 

また、政府開発援助（ＯＤＡ）大綱等においては、環境問題を含む地球的規模の

問題への取組を重点課題の１つに位置付けており、その一環として実施しているＯＤ

Ａの環境分野への拠出額は、技術協力、政府貸付等、無償資金提供のいずれも、近年

増加傾向にある。 

   

図表Ⅲ－12．我が国におけるＦＳＣのＣｏＣ認証件数の推移 

 

出典）ＦＳＣ（Forest Stewardship Council
®
）公表資料「Global ＦＳＣ certificates: type and distribution」より作成  
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図表Ⅲ－13．我が国におけるＰＥＦＣのＣｏＣ認証件数の推移 

 
出典）ＰＥＦＣ（Programme for the Endorsement of Forest Certification Schemes）事務局資料より作成 

   

取組状況 

   

＜持続可能な都市づくりに関する取組＞ 

【「環境未来都市」構想の推進及び世界への拡大】 

厳選された戦略的都市・地域（「環境未来都市」）において様々な取組を集中

的に実施すること等を通じて、未来に向けた技術、社会経済システム、サービ

ス、ビジネスモデル、まちづくりで世界に類のない成功事例を創出し、国内外に

普及展開することにより、新たな経済的需要や雇用を創出することを目指すこと

としている。 

平成 23 年 12 月に国内の 11 都市を環境未来都市として選定し、翌 24 年から環

境未来都市計画を策定し、持続可能な都市の実現に向けて取組を進めた。 

平成 24 年６月にブラジルのリオデジャネイロで開催された国連持続可能な開発

会議（リオ+20）において、日本政府公式サイドイベント「Future Cities We 

Want ～環境未来都市の世界への拡大～」を開催し、我が国が進める持続可能な

まちづくりにむけた取組について、各自治体による先進的取組及び自治体間の協

力の推進、及び国際機関による取組等について紹介した。 

平成 25 年 10 月には、北九州市において、「都市づくりの将来に関する国際会

議」及び第３回環境未来都市構想推進国際フォーラムの開催を予定しており、

「環境未来都市」構想を普及啓発し、国際的なネットワークの拡大を目指す。 

 

【環境共生型都市開発の海外展開】 

環境問題等に対応する我が国の幅広い先進技術・ノウハウ等をパッケージとし

て海外に展開するため、新興国の都市開発ニーズ等を総合的に調査・分析した上

で環境共生型都市の基本構想を作成し、都市開発協力に関する二国間政策対話等

に活用するとともに、海外セミナー開催等による情報発信を行い、構想・企画と
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いった川上段階からの民間コンソーシアムによる事業拡大に向けたアプローチを

支援した。 

今後とも、関係企業や関係政府機関等とも連携しつつ、環境共生型都市開発の

海外展開を推進していく。 

 

【クリーンアジア・イニシアティブ（ＣＡＩ）の推進】 

（Ｐ22 の再掲のため、内容は省略） 

   

＜生物多様性の保全に関する取組＞ 

【ＩＴＴＯ-ＣＢＤ共同プロジェクト】 

陸域の全ての生物種の３分の２が生息していると推定され、生物多様性保全の

重要性が特に高い「熱帯林」を有する国際熱帯木材機関（ＩＴＴＯ）加盟国（生

産国 33 箇国）において、生物多様性条約（ＣＢＤ）の森林の生物多様性作業計画

実施を支援することを目的に能力構築及び技術支援を実施するため、平成 24 年度

はＩＴＴＯが実施する５つのプロジェクトに拠出を行った。 

本共同プロジェクトでは、生物多様性条約第 10 回締約国会議（ＣＯＰ10）で採

択された戦略計画 2011-2020（愛知目標）の目標の達成に資する事業を優先し、各

目標の達成に貢献している。今後も引き続き当施策を継続する必要がある。 

   

【ＳＡＴＯＹＡＭＡイニシアティブ※国際パートナーシップ実施事業】 

二次的な自然環境における自然資源の持続可能な利用と管理を推進することを

目的として、ＣＯＰ10 を契機として設立されたＳＡＴＯＹＡＭＡイニシアティブ

国際パートナーシップの運営等に必要な費用を国連大学に拠出した。具体的に

は、定例会合の開催、優良事例収集や研修の実施促進、持続可能な自然資源の利

用・管理についての情報発信等を通じて、生物多様性条約の目的のうち、特に

「生物多様性の保全」及び「その持続可能な利用」を推進するとともに、「グリ

ーン経済への移行」の推進に貢献した。 

今後も、愛知目標の達成に向けて、協働活動の促進、メンバーの拡大などによ

りＳＡＴＯＹＡＭＡイニシアティブの活動を更に充実させていく。 

 

   ※ ＳＡＴＯＹＡＭＡイニシアティブ 

     自然共生社会の実現に向けて、人々が古くから持続的に利用や管理してきた

農地や二次林など、人間活動の影響を受けて形成・維持されている二次的自然

環境の持続可能な利用・管理の推進のための取組。  
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重点点検項目②国際的な枠組みづくりにおける主導的役割 

  

環境に関する国際交渉において、各国の利害関係が複雑化している中で、我が国が国益

を確保しつつ、公平で実効的な地球環境対策につながる国際的枠組みの形成に向けて積極

的な貢献が必要であるとの観点から、以下のａ）、ｂ）の項目について、関係行政機関の

取組状況を確認した。 

 

ａ）環境保全の国際的な枠組みづくりへの関与（特に地球温暖化対策及び水銀に関する

水俣条約） 

ｂ）国連における持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）及びそのＳＤＧｓを統合した 2015

年より先の国際開発目標（ポストＭＤＧｓ）の策定に向けた国際議論への関与並び

に愛知目標の達成に向けた国際貢献 

 

（１）環境基本計画における施策の基本的方向 

   

環境に関する国際交渉においては、各国の利害関係が複雑化している中で、我が国の

国益を確保しつつ、公平で実効的な地球環境対策につながる国際枠組みの形成に向けて

積極的に貢献するとともに、特に途上国における取組の実施を支援する。 

 

（２）現状と取組状況 

   
環境問題に関する国際交渉においては、我が国の国益と国際貢献の両方の観点から戦

略的に取り組み、各国との対話、国際的な議論に引き続き積極的に参加していくことが

必要である。 

このような観点の下に、以下のような取組を行っており、これらに関連する現状は以

下の通りである。 

 

   

現状 

   

地球温暖化対策については、我が国は、国連気候変動枠組条約締約国会議におい

て、平成 32 年（2020 年）以降の新たな法的枠組みづくりに積極的に参加するととも

に、クリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）を補完する二国間クレジット制度（ＪＣＭ）

を提案している。ＪＣＭに関しては、我が国は着実に協議を進めており、平成 25 年

８月時点で、二国間文書に８箇国が署名済みとなっている。 

  

ａ）環境保全の国際的な枠組みづくりへの関与（特に地球温暖化対策及び水銀に関す

る水俣条約） 
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取組状況 

   

【気候変動問題の解決に向けた国際交渉への積極的な参画及び取組の実施】 

人類共通の課題である地球温暖化問題に対処するため、我が国は、全ての国が

参加する公平かつ実効性ある新たな国際枠組みを構築することを目指しており、

平成 23 年（2011 年）12 月に南アフリカ・ダーバンで開催された、国連気候変動

枠組条約第 17 回締約国会議（ＣＯＰ17）において、平成 32 年（2020 年）以降の

新たな国際枠組みについて平成 27 年（2015 年）までに合意し、平成 32 年（2020

年）から発効・実施することが合意されている。 

平成 24 年（2012 年）は、国連気候変動枠組条約第 18 回締約国会議（ＣＯＰ

18）で、新たな国際枠組みの構築等に向け、平成 25 年（2013 年）以降の作業計画

に合意がなされ、交渉の段取りについて各国が認識を共有し合うとの我が国の目

標が達成された。作業計画の中では、平成 26 年（2014 年）のＣＯＰ20 において

新たな枠組みの要素を議論することや、平成 27 年（2015 年）５月までに交渉テキ

ストを準備すること等が決定され、我が国の目指す、すべての国が参加する公平

かつ実効性ある新たな国際枠組み構築に向けた基礎が整った。 

平成 25 年（2013 年）は、国連気候変動枠組条約第 19 回締約国会議（ＣＯＰ

19）で、2020 年以降の国際枠組みに向けた今後の段取りについて、合意が得られ

た。具体的には、締約国会議（ＣＯＰ）は、すべての国に対し、自主的に決定す

る約束草案（intended nationally determined contributions）のための国内準

備を開始しＣＯＰ21 に十分先立ち約束草案を示すことを招請するとともに、ＡＤ

Ｐに対し、約束草案を示す際に提供する情報をＣＯＰ20 で特定することを求める

ことを決定するなど、議論の前進につながる成果が得られ、ＣＯＰ21 におけるす

べての国が参加する将来枠組みの合意に向けた準備を整えるという我が国の目標

を達成することができた。 

また、国際交通分野からの温室効果ガス削減、気候観測システムの構築等の関

連議論に参加した。 

そのほか、国際民間航空機関（ＩＣＡＯ）、国際海事機関（ＩＭＯ）におい

て、国際交通分野（航空及び海運）からの温室効果ガス削減に関する議論に参加

した。また、平成 25 年（2013 年）1 月からは、日本が議論を主導した改正海洋汚

染防止条約（ＭＡＲＰＯＬ条約）が発効し、国際海運分野からのＣＯ２排出規制が

開始された。 

国際交渉を補完する具体的取組として、短寿命気候汚染物質（ＳＬＣＰ）削減

のための気候と大気浄化の国際パートナーシップ（ＣＣＡＣ）において、途上国

における廃棄物分野からのＳＬＣＰ削減に向けた取組等に参加しているほか、

「気候変動に対する更なる行動」に関する非公式会合､東アジア低炭素成長パート

ナーシップ対話、島嶼国との気候変動政策対話等の気候変動に関する国際的な会

合を積極的に実施した。また、アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）の枠組みでのア

フリカ低炭素成長・気候変動に強靱な開発に関する戦略については横浜宣言 2013

の中で今後検討していくことに留意した。 

また、平成 25 年（2013 年）は総理指示に基づき、攻めの地球温暖化外交戦略

「Actions for Cool Earth: ＡＣＥ（エース）」を策定した。 



 

- 30 - 

 

【二国間クレジット制度（ＪＣＭ）の構築】 

途上国において、我が国の優れた温室効果ガス削減技術等の普及や緩和活動を

加速し、日本からの温室効果ガス排出削減・吸収への貢献を定量的に評価し、日

本の削減目標の達成に活用する「二国間クレジット制度」を推進している。 

平成 24 年度末時点で、30 ヶ国 177 件で実現可能性調査、９ヶ国 14 件の測定・

報告・検証（ＭＲＶ）実証調査を実施してきており、平成 25 年度からＪＣＭ活用

を前提とした排出削減効果の実証事業及び設備補助事業を実施している。 

また、平成 25 年に入ってから、同制度に関する二国間文書への署名を関係国と

交わした。（１月：モンゴル、３月：バングラデシュ、５月：エチオピア、６

月：ケニア・モルディブ、７月：ベトナム、８月ラオス・インドネシア） 

本制度の早期実現に向けて、積極的にＡＳＥＡＮ、インド等、主要国との二国

間協議を推進していくとともに、今後は、本制度を適切に運用し、国際的な理

解、プロジェクト形成を目指すことで、日本の低炭素技術・製品・システム等の

海外展開を進めていく。 

   

【水銀に関する水俣条約制定のための条約交渉】 

平成 21 年の国連環境計画（ＵＮＥＰ）管理理事会において、水銀によるリスク

削減のための法的拘束力のある文書を制定すること、そのために政府間交渉委員

会を設置して交渉を開始することが合意された。 

平成 25 年１月には、スイスのジュネーブで第５回政府間交渉委員会が開催さ

れ、世界的な水銀規制のための条約制定に向けた議論を行い、最終日に条約案が

合意されるとともに、条約の名称を「水銀に関する水俣条約」とすることが決定

された。本条約では水銀の供給、使用、排出、廃棄等の各段階における総合的な

対策を定め、地球的規模の水銀汚染の防止を定めている。 

平成 25 年 10 月に熊本市及び水俣市で，水銀に関する水俣条約の採択・署名の

ための外交会議が開催され、94 の国・地域機関が署名した（平成 25 年 12 月現

在）。ＵＮＥＰでは、平成 28 年（2016 年）までに 50 カ国の締結による条約の発

効を目指しており、我が国としても早期締結を目指し、国内担保措置の検討を行

っていく。日本政府からは、途上国への条約締結支援を通じ条約の早期発効を促

すほか、日本の公害対策技術の普及を図るため、外交会議の場において、今後３

年間で総額 20 億ドルのＯＤＡによる環境対策支援や水銀対策に特化した新規人材

育成事業を打ち出したほか、我が国の水銀対策技術や測定技術等をいかした途上

国に対する技術的・人的支援と継続的な水俣発の情報発進等を行うことを内容と

する「ＭＯＹＡＩイニシアティブ」も表明した。 

 

ｂ）国連における持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）及びそのＳＤＧｓを統合した 2015

年より先の国際開発目標（ポストＭＤＧｓ）の策定に向けた国際議論への関与並

びに愛知目標の達成に向けた国際貢献 
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現状 

   

生物多様性の保全については、我が国は、生物多様性条約の下で、第 10 回締約国

会議（ＣＯＰ10）の議長国としてＣＯＰ10 後も愛知目標達成に向けた議論を先導す

るとともに、主に途上国での取組を支援するため、生物多様性条約事務局への拠出等

を行っており、主導的役割を果たしている。  

   

取組状況 

   

【持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）に関するオープン・ワーキンググループ（ＯＷ

Ｇ）への参加】 

平成 24 年６月に開催された国連持続可能な開発会議（リオ+20）において、持

続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）に関する政府間交渉プロセスの立ち上げが合意さ

れたことを受け、平成 25 年１月、地域グループを通じて指名された 30 名の専門

家からなるオープン・ワーキンググループ（ＯＷＧ）が設置された。ＯＷＧで

は、市民社会・科学界からのインプットをベースに毎月分野ごとにテーマを決め

て議論を行い、議論のサマリーを平成 26 年９月の第 68 回国連総会に提出する予

定となっている。我が国は持続可能な開発を外交上の重要課題と位置づけてお

り、ＯＷＧの各会合に出席し、議論に積極的に貢献していく。 

ＳＤＧｓ・ＯＷＧは、平成 26 年２月までに計８回の会合が予定されている。平

成 25 年 11 月までに５回の会合が開催され、ＳＤＧｓ総論を始め、食料安全保障

と栄養・持続可能な農業、水と衛生、保健、教育等のテーマについて議論が行わ

れた。我が国は、各会合に出席し、各テーマの下で我が国が重視する取組等につ

いて発言する等、議論に貢献している。 

今後は、ＳＤＧｓが環境制約を踏まえた効果のある目標になるように検討を進

めていく。 

   

【2015 年より先の国際開発目標（ポストＭＤＧｓ）の策定に向けた国際議論への関

与】 

人間中心かつ地球の限界にも配慮した、効果的なポスト 2015 年開発アジェンダ

（ポストＭＤＧｓ）を策定するため、我が国としてリーダーシップを発揮してい

くこととしている。平成 25 年３月までに、我が国が主導する非公式な意見交換の

場である「コンタクト・グループ」が６回開催された。また、国連事務総長が立

ち上げたハイレベルパネルに我が国からパネリストのアドバイザーとして外務省

地球規模課題審議官等が議論に関与し、平成 25 年５月末にパネル報告書を発出し

た。 

同報告書においては、人間中心かつ地球にも配慮し、整合性が取れた１つの開

発枠組みを目指すとのビジョンが示され、持続可能な農業・漁業、産業・都市排

水管理、持続可能なエネルギー、天然・自然資源の適切な管理等が例示的目標体

系案に取り込まれている。 
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現時点では持続可能な開発目標に関するオープンワーキンググループが唯一の

政府間作業部会として、ポストＭＤＧｓを議論する場となっているため、ここに

市民社会や民間セクター、研究者の声も適切に反映させつつ、包括的なプロセス

を確保することが重要である。 

平成 25 年８月には国連事務総長報告書「万人に尊厳ある生活を：ミレニアム開

発目標の進捗加速化と 2015 年より先の国連開発アジェンダの進展」が公表され

た。環境問題や気候変動、都市化の課題への対応が必要と示されている。 

平成 25 年９月国連総会ではＭＤＧｓ特別イベント、ポスト 2015 年開発アジェ

ンダと保健に関するサイドイベントに我が国から総理らが出席した。 

   

【持続可能な開発のための教育協力等】 

ユネスコへの信託基金の拠出を通じて、世界平和の確立と人類の福祉への貢献

というユネスコの理念に貢献することで、日本が国際社会において主導的役割を

果たすことを目指す。 

平成 24 年度は、「持続可能な開発のための教育交流・協力信託基金」を拠出

し、「国連持続可能な開発のための教育の 10 年（ＤＥＳＤ、2005-2014）」の後

半５年の戦略の具体化事業を実施した。また、平成 26 年の「持続可能な開発のた

めの教育（ＥＳＤ）に関するユネスコ世界会議」に向けた普及・促進のための事

業（準備会合等の運営、広報活動など）を実施した。平成 25 年度も、同趣旨で、

引き続き実施している。 

   

【生物多様性日本基金による愛知目標実施支援】 

生物多様性条約第 10 回締約国会議（ＣＯＰ10）で採択された、平成 32 年

（2020 年）までの生物多様性に関する国際目標である「愛知目標」を世界的に達

成するためには、条約事務局や国際機関との連携・協力のもと、国際社会全体で

着実な取組を進めていくことが不可欠となっている。我が国は、ＣＯＰ10 議長国

として、途上国を対象に、愛知目標の達成に必要な能力を養成することを目的と

して、「生物多様性日本基金」を条約事務局に設置し、資金拠出を行った（平成

22 年度及び 23 年度に計 50 億円を拠出）。 

生物多様性国家戦略の改定支援等、途上国の能力養成に資する事業が条約事務

局により実施されており、その際、日本基金を核として他国等からの協調支援が

行われている。主要業務である生物多様性国家戦略改定ワークショップは、20 回

以上開催し、700 名以上の政府担当者が参加し、条約関連会合等で多くの国から謝

意が述べられたほか、第 11 回締約国会議（ＣＯＰ11）の決定の中でもその重要性

が強調された。 

今後も、愛知目標の目標期間である平成 32 年（2020 年）までの達成に向け、途

上国に対し効果的な支援が事務局により実施されるよう、助言等を行っていく。 

 

  



 

- 33 - 

 

今後の課題 

 

○ 第四次環境基本計画が示すグリーン経済の推進という基本的考え方を国際社会にメ

ッセージとして発信しつつ、我が国が世界全体のグリーン経済の推進に貢献できるよ

うに、国際協力及び国際的枠組みづくりを進めていくべきである。なお、経済連携協

定などのアジア太平洋における地域連携も視野に入れ、国際協力・枠組みづくりを進

めるべきである。 

 

○ 気候変動問題の解決に向けた国際交渉については、全ての国が参加する公平かつ実

効性のある新たな国際的枠組みの構築を目指して、攻めの地球温暖化外交戦略

「Actions for Cool Earth：ＡＣＥ（エース）」（平成 25 年 11 月 外務省、経済産

業省、環境省）に基づき、革新的な技術の開発、日本の誇る低炭素技術の展開、途上

国の支援等を着実に実行するなどして、我が国がリーダーシップを発揮するべきであ

る。 

 

○ 二国間クレジット制度について、どのようなルールを設定するかにより、温室効果

ガスの削減効果や参加企業のインセンティブが異なる。これらは我が国が構築する二

国間クレジット制度に対する国際的な評価にも影響することを踏まえつつ、早急にル

ールの詳細について検討・設定することが重要である。 

 

○ ＳＤＧｓの策定に向けた取組については、環境省において平成 25 年度から実施し

ている「持続可能な開発目標とガバナンスに関する総合的研究」等の国内研究の成果

を活かしつつ、我が国としてオープンワーキンググループの場を活用して、リーダー

シップを発揮しつつＳＤＧｓ設定に取り組むべきである。また、今後の我が国におけ

る総合的環境指標の改善に向けて、ＳＤＧｓの活用も考慮すべきである。 
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３．持続可能な社会を実現するための地域づくり･人づくり､基盤整備の推進 

 

重点検討項目①：環境教育等の取組及びそれらの連携の強化に向けた取組 
 

低炭素社会、循環型社会、自然共生社会づくりを統合的に進めるためには、身近なとこ

ろから意識や行動を変えていくことが重要である。そのためには、あらゆる年齢階層に対

するあらゆる場・機会を通じた環境教育等の推進が必要である。また、コーディネーター

の育成・活用等を通じた各主体間、地域間の継続的な連携促進を行うことが必要である。

このような観点から、以下のａ）、ｂ）の項目について関係行政機関の取組状況を確認し

た。 

 

ａ）学校や社会におけるＥＳＤの理念に基づいた環境教育等の取組、及び政府、企業、

ＮＰＯなどの連携促進に向けた取組 

ｂ）環境教育関係者や指導者の育成・支援 

 

（１）環境基本計画における施策の基本的方向 
  

幼児から大人まで、あらゆる年齢階層に応じた環境教育・環境学習の機会を通じて、他

者と対話し、行動できる力などの「未来を創る力」、環境についての知識、技能、マイン

ドなどの「環境保全のための力」を育て、それをいかす場を広げる。 

また、地域がその向かうべき方向性や目標を共有し、より良い環境・地域を創ろうとす

る意識・能力を高めるともに、コーディネーターによる各主体の継続的なパートナーシッ

プの形成に努め、地域全体としての環境保全に向けた活力の強化を図る。さらに、地域づ

くり・人づくりの先進的な取組を他の地域へ広げていくような地域間のネットワークも構

築する。 

 

（２）現状と取組状況 

  

国は、家庭、学校、地域、企業等の様々な場における環境教育の取組や組織・ネットワ

ークづくりを支援することが必要である。 

このような観点の下に、以下のような取組を行っており、これらに関連する現状は以下

の通りである。 
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ａ）学校や社会におけるＥＳＤの理念に基づいた環境教育等の取組、及び政府、企業、

ＮＰＯなどの連携促進に向けた取組 

   

現状 

   

学校や社会におけるＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）の理念に基づいた環

境教育等の取組状況として、ＥＳＤの推進拠点と位置付けられているユネスコスクー

ルの加盟校数は、小学校を中心に年々増加し、約半数は小学校となっている（図表Ⅲ

－14）。 

また、地域社会や地球規模の課題解決に向けた住民と地域の力の向上を目指す

「＋ＥＳＤプロジェクト」の登録数は、平成24年度末で約200件となっている。 

 

図表Ⅲ－14．ユネスコスクールの加盟校数 

 

出典）文部科学省国際統括官付作成資料 

   

取組状況 

   

＜総合的な取組＞ 

【環境教育等の取組及びそれらの連携の強化に向けた取組】 

平成 23 年に「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」（以下、

環境教育等促進法）が成立し、国は学校や地域等における環境教育の充実や環境

教育を推進する仕組みの強化等を図ることが求められている。さらに平成 24 年に

閣議決定された「第四次環境基本計画」及び、環境教育等促進法に基づく基本方
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針等を踏まえ、環境教育の強化を総合的に進めるため、平成 24 年度は以下の施策

等を行った。 

 

○ 幅広い層を対象にニーズに応じた教材やコンテンツ等を提供するデータベース

の提供 

○ ＥＳＤ活動の拡がりやつながりを推進するプロジェクトの推進（全国２箇所） 

○ 事業者や市民団体等に対して環境保全活動等に関する助言を行う環境カウンセ

ラーの活動の促進 

○ 関係省庁や地方自治体との連絡会議や環境教育に関する調査等の実施 

 

また、平成 25 年度は以下の施策等を実施する予定である。 

 

○ 幅広い層を対象にニーズに応じた教材やコンテンツ等を提供するデータベース

の提供（拡充） 

○ ＥＳＤ活動の拡がりやつながりを推進するプロジェクトの推進（継続） 

○ 事業者や市民団体等に対するカウンセリングや助言を行う環境カウンセラーの

活動の促進（継続） 

○ 関係省庁や地方自治体との連絡会議や環境教育に関する調査等の実施（継続） 

○ 家庭における環境教育の実践の推進（新規） 

○ 法改正に伴う新たな認定制度（体験の機会の場等）の促進（新規） 

    

本施策は、文部科学省等の関係省庁と連携しつつ、国民、事業者、民間団体、

地方公共団体等による環境教育やこれらの主体間の連携の促進に向け、継続して

取り組んできた。その成果として、環境教育等に関する指導者が育成され、主に

学校や地域におけるＥＳＤや環境教育等の取組が推進された。また、各主体間で

連携・協力しやすい仕組みが整備されつつある。今後は更に、あらゆる場におけ

るＥＳＤの視点を取り入れた環境教育や、各主体間の適切な協働取組を促進して

いく。 

   

【環境教育の実践普及】 

環境教育に関する優れた実践を促し、その成果の全国への普及を図るため、平

成 24 年度は、環境のための地球規模の学習及び観測プログラム（グローブ）につ

いて、全国 15 校のグローブ指定校がグローブ活動を実施した（平成 25 年度は 16

校を指定）。 

また、環境教育に関する実践発表大会（全国大会）を開催し、約 120 名の教職

員等が参加したほか、文部科学省及び環境省が連携し、環境教育・環境学習指導

者養成基礎講座を全国２箇所で実施した。今後も引き続き、持続可能な社会の構

築、低炭素社会の実現を目指した環境教育の推進のため、着実な事業の実施に努

めていく。 
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【地球環境問題に関する知識の普及啓発】 

地球環境問題に関する最新の科学的知見やその対策等に関する知識の普及を目

的として、「気候講演会」を平成元年から毎年一般向けに開催しており、平成 24

年度は東京で２回開催した。また、世界及び日本の気候変動、温室効果ガス、オ

ゾン層等の状況についての最新の情報を「気候変動監視レポート」として、平成

８年から毎年発行しており、平成 24 年の状況をとりまとめた「気候変動監視レポ

ート 2012」を平成 25 年７月に公表した。 

今後も地球環境問題に関する最新の科学的知見やその対策等に関する知識の普

及のため、引き続き年１回程度「気候講演会」の開催及び年１回「気候変動監視

レポート」の公表を行っていく。 

   

【ＮＧＯとの連携によるＯＤＡ事業】 

本施策は、防災教育、ジェンダーに配慮した人づくり等、開発途上国の「持続

可能な開発」の実現に資する開発途上国の人材の教育・育成を行うとともに、我

が国のＮＧＯを支援することにより、日本国民のＥＳＤへの意識向上に資するも

のである。 

平成24年度は、日本のＮＧＯの住民参加の就労支援事業や学校運営事業等に対

する資金協力を実施し､開発途上国・地域におけるＥＳＤの普及と活性化を促進し

た。また、かかる人づくり分野等の事業の企画等に対するＮＧＯへの支援（ＮＧ

Ｏ事業補助金）を行い、日本のＮＧＯの専門性・能力強化を支援することで､ＥＳ

Ｄを実践する日本のＮＧＯの環境整備が図られている。日本のＮＧＯ以外につい

ても、開発途上国のＮＧＯ等に対し学校教育や職業訓練に関するプロジェクトの

ための資金を供与した。これらのプロジェクトにより、開発途上国の草の根レベ

ルにおける人材育成が促進される。 

平成25年度も、引き続き開発途上国・地域で活動しているＮＧＯ等が実施する

人づくり分野等の事業に対して資金協力を実施する。 

   

【環境を考慮した学校施設（エコスクール）の整備推進に関するパイロット・モデ

ル事業】 

環境を考慮した学校施設（エコスクール）の整備を推進するため、文部科学省

が農林水産省、経済産業省及び国土交通省と連携して、内装の木質化、新エネル

ギー設備の導入、校舎等の断熱性の向上等の環境教育の教材として活用でき、地

域の環境・エネルギー教育の発信拠点となる学校施設の整備に対し国庫補助を行

うパイロット・モデル事業を平成９年から実施しており、平成 25 年５月現在まで

に 1,453 校を認定している。 

今後も引き続き、環境を考慮した学校施設の整備推進に取り組んでいく。 

   

【日本／ユネスコパートナーシップ事業】 

我が国におけるユネスコ活動の振興を図るため、平成 24 年度は、ユネスコスク

ール全国大会や地域交流会等を開催し、ユネスコスクール間の交流を図るととも
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に、世界会議へ向けた広報戦略の策定等を９団体に委託した。このような取組の

結果、平成 17 年に 15 校であった国内のユネスコスクールは平成 25 年７月現在で

615 校に達した。また、平成 25 年度は、ユネスコスクール全国大会・地域交流会

等を開催するとともに、世界会議に向け積極的な広報活動を展開するため、12 団

体に委託した。 

なお、平成 26 年 11 月に愛知県名古屋市、岡山県岡山市で開催される「持続可

能な開発のための教育（ＥＳＤ）に関するユネスコ世界会議」へ向け、ＥＳＤの

推進拠点であるユネスコスクールの質・量両面の更なる充実を図るとともに、Ｅ

ＳＤについて国民の認知度が低い現状に対して、より一層の普及・促進を図って

いく。 

   

【防災気象情報等に関する知識の普及啓発】 

気象や地震、地球環境等に関する知識の普及と防災情報の有効な利用の促進を

図ることを目的として、毎年度、全国の地方気象台等において「防災気象講演会」

を実施している。平成 24 年度は、47 回の講演会を実施し、１万人以上が聴講した。

平成 25 年度も引き続き全国で計画し実施中である。 

   

＜低炭素に関する取組＞ 

【省エネルギー設備導入等促進広報事業】 

産業部門、民生部門、運輸部門等の省エネルギーに関する情報について、省エ

ネルギーの推進主体となる国民各層の理解と協力を得るため、平成 24 年度は、広

告・イベント・ＷＥＢページ・パンフレット等による、きめ細かな情報提供及び

普及啓発活動等を 21 件実施した。平成 25 年度も前年同様に実施している。 

   

【新エネルギー等設備導入促進広報事業】 

新エネルギーの導入に係る意義及び促進のための制度に関する情報を事業者、

自治体及び国民各層に提供し、新エネルギーの加速的導入の実現を図るとともに、

平成 24 年７月に開始された固定価格買取制度の円滑な運用に貢献する。そのため

の取組として、平成 24 年度は、展示会やシンポジウムの開催、フェイスブックや

ツイッターを通じて幅広い層に周知徹底を図るとともに、関心のある層に対して

新エネルギーへの理解促進を深めるコンテンツをウェブサイトに作成した。特に、

固定価格買取制度の周知を行うため、制度説明会やシンポジウムの開催（全国 55

回）、交通やネット、ラジオ・新聞広告を行った。また、新エネルギーを実感し

てもらうため、エネママカフェやエネルギーパークツアー等の新たな取組も開始

した。平成 25 年度も継続的に実施し、普及啓発を展開している。 

固定価格買取制度施行に伴う賦課金の認知度、必要性の理解については、国民

負担を伴うことから、さらなる周知が必要との指摘があり、今後は賦課金の理解

につながる広報についてより一層の推進を図るべく改善を検討している。 
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＜循環に関する取組＞ 

【資源循環政策普及広報事業】 

資源の確保・再資源化、循環型社会の推進への要請等、３Ｒ（リデュース、リ

ユース、リサイクル）推進の国民への普及啓発の重要性は一層増しており、循環

型社会形成推進基本計画にも、３Ｒに関する情報発信と普及啓発の重要性が記載

されていることから、循環型社会形成に関する法制度の概要と個別分野の３Ｒ動

向について、平成 24 年度は、ハンドブックを 3,000 部印刷し、３Ｒ・環境に関心

のある個人やリサイクル関係団体、都道府県、希望者等に配布し、電子データを

インターネット上で公開した。３Ｒの関心の高さから、ハンドブック入手希望の

問い合わせが多数あり、半年間で 3,000 部配布した。平成 25 年度は前年度より増

刷し、６月に発刊した。 

今後とも更なる情報発信と普及啓発を充実させていく。また、外国への情報発

信について、制度の紹介のために利用したいとの要望があることから、今後、英

語版の作成を検討していく。 

   

＜自然共生に関する取組＞ 

【青少年の体験活動の推進】 

青少年の体験活動の推進を図るため、農山漁村における農業体験や自然体験活

動等の教育効果を高めるとともに、青少年が安心・安全に体験活動を実施できる

ための自然体験活動指導者の養成について、平成 20 年度からの５年間で２万人を

目標として実施し、平成 24 年度末で目標を達成した。また、青少年の体験活動の

理解を求める普及啓発として、毎年 10 月を「体験の風をおこそう推進月間」に設

定し、青少年関係団体間の連携を図りつつ、全国的な事業展開を図っている。 

引き続き、青少年の体験活動の必要性・重要性を広く家庭や社会に発信し､青少

年の体験活動の推進に寄与する団体間の連携を図っていく。平成 25 年度から新た

に、青年期の体験活動の推進に関する調査研究や企業の社会貢献活動を通じた青

少年の体験活動の推進を実施する。なお、自然体験活動指導者養成事業について

は、初期の目標を達成したため、平成 24 年度をもって終了した。 

   

【（独）国立青少年教育振興機構を中心とした自然体験活動等の機会と場の提供】 

国立青少年教育振興機構では、青少年及び青少年教育指導者等の利用団体に対

して学習目的に応じた主体的・効果的な様々な体験活動の場と機会及び情報を提

供するとともに、教育効果の高い活動プログラムの提案など積極的な相談及び学

習支援を行っており、平成 24 年度は約 395 万人の利用があった。これまでの成果

を踏まえ、地域や利用団体のニーズや課題をとらえ、自然体験や集団宿泊体験な

どの様々な体験活動の教育効果の普及に努め、新規利用団体の増加を図るととも

に、学校の利用促進にも積極的に取り組んでいく。 

また、国立青少年教育振興機構に設置している「子どもゆめ基金」から民間団

体への助成により、平成 24 年度は 3,433 件（採択件数）の様々な体験活動等を支
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援した。今後とも、幅広く「子どもゆめ基金」の普及啓発を図るとともに、助成

活動の成果等を分析しつつ、子どもの体験活動や読書活動の充実に努めていく。 

   

【子ども農山漁村交流プロジェクトの推進】 

学ぶ意欲や自立心、思いやりの心、規範意識などを育み、力強い子どもの成長

を支える教育活動として、小学校における農山漁村での宿泊体験活動を推進する

「子ども農山漁村交流プロジェクト」を実施するための取組のモデル的支援とし

て、平成 20 年度から平成 24 年度までに、全国 141 の受入モデル地域において、

約 12 万４千人の小学生が宿泊体験を行った。 

引き続き、小学校における農山漁村での宿泊体験活動を推進する取組をモデル

的に支援していく。 

   

【遊々の森】 

豊かな森林環境を有する国有林野において、協定の締結により継続的に多様な

体験活動が展開できる場を積極的に提供し、学校等による森林環境教育の推進に

寄与するものとして、平成 14 年度から実施している「遊々の森」に、平成 24 年

度末時点で 173 箇所が設定されている。今後も活動フィールドを積極的に提供し

ていく。 

   

【海辺の自然学校】 

港湾の良好な自然環境を活かし、児童や親子を対象とした自然体験プログラム

である「海辺の自然学校」について、地域の自治体、教育機関、ＮＰＯ等と連携

し、平成 24 年度は全国 13 箇所で 16 件開催し、環境教育を進めた。 

引き続き、「海辺の自然学校」を開催し、地域の自治体等が開催ノウハウを蓄

積することで、自ら実施できる体制整備を進める。それにより、地域の自治体等

が港湾・海洋における環境保全の大切さを理解し、良好な環境作りに積極的に取

り組み、主体的に参画できる体制づくりを進めていく。 

   

【里地里山保全活動支援業務】 

ＮＰＯやボランティア等の活動団体等を主たる対象とし、里地里山の保全活動

における課題や技術的方策を整理し情報発信等を行うことを目的に、実践的な保

全再生計画づくりや作業技術の向上等の技術研修会として、平成 24 年度は、里な

び研修会を全国５箇所で実施した。また、里地里山保全活用に関するホームペー

ジにて、研修会の結果及び保全活動に係る課題や解決のための手法、効果的かつ

持続的な取組のための方策等の情報発信を行った。 

保全活動への参加者数の増加、自治体や大学・研究機関等の新たな連携・協力

の開始、取組の認知度アップなどが図られるよう、より効率的・効果的な事業の

実施に努めていく。 

 

   



 

- 41 - 

 

【「国連生物多様性の 10 年」推進事業】 

平成 23 年に設立された「国連生物多様性の 10 年日本委員会（ＵＮＤＢ－Ｊ）」

の活動等を通じた各セクター間の連携促進及び国内外への発信により、愛知目標

の実現を推進するため、平成 24 年度は、生物多様性全国ミーティング、生物多様

性地域セミナー、委員会が推奨する連携事業の認定、推薦図書等の選定、ウェブ

サイトやパンフレット等による情報発信等を実施した。平成 25 年度は、引き続き

取組を実施するほか、生物多様性の主流化、国民運動への足掛かりを構築すべく、

個人・団体がメンバーとして参画することができる「Iki・Tomo パートナーズ」を

立ち上げる。 

今後、愛知目標の実現に向け、引き続きＵＮＤＢ－Ｊの活動等を通じ各セクタ

ー間の連携促進や普及啓発を進めていく。 

   

【地域連携保全活動の推進】 

地域における多様な主体が連携した生物多様性の保全のための活動を促進する

ため、平成 24 年度は、生物多様性地域連携促進セミナーを全国３箇所で実施した

ほか、生物多様性及び生物多様性地域連携促進法に関するウェブサイトを作成し

た。 

本施策は、平成 23 年に生物多様性地域連携促進法が施行されたことに伴い、平

成 24 年度から実施したが、平成 25 年度からはＵＮＤＢ－Ｊによる生物多様性地

域セミナーとあわせて実施するなど効率化を図る。 

生物多様性地域連携促進法に関しては、活用方法が分からないという自治体の

意見が多いため、地域生物多様性保全活動支援事業による自治体の取組をモデル

として示すなど、全国各地で取組が進むよう情報提供に努める。 

 

ｂ）環境教育関係者や指導者の育成・支援 

   

現状 

   

「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」において、地方公共団

体の努力義務とされている環境教育、協働取組等の推進に関する行動計画を策定して

いる地方公共団体は、平成25年４月末時点で13件となっている。 

   

取組状況 

   

＜総合的な取組＞ 

【環境教育等の取組及びそれらの連携の強化に向けた取組】（一部再掲） 

平成23年に「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」（以下、

環境教育等促進法）が成立し、国は学校や地域等における環境教育の充実や環境

教育を推進する仕組みの強化等を図ることが求められている。さらに平成24年に
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閣議決定された「第四次環境基本計画」及び、環境教育等促進法に基づく基本方

針等を踏まえ、環境教育の強化を総合的に進めるため、平成24年度は以下の施策

等を行った。 

 

○ 教職員や地域の環境活動リーダーを対象にＥＳＤや環境教育に関する研修の実

施（全国２箇所） 

○ 産学官民により設立されたコンソーシアムによる環境人材育成のための教材作

成やプログラムの実施 

○ 環境教育等促進法による人材認定等事業等、各認定・登録制度の着実な実施 

 

また、平成25年度は以下の施策等を実施する予定である。 

 

○ 教職員や地域の環境活動リーダーを対象にＥＳＤや環境教育に関する研修の実

施（継続） 

○ 産学官民により設立されたコンソーシアムによる環境人材育成のための教材作

成やプログラムの実施、表彰の検討（拡充） 

○ 環境教育等促進法による人材認定等事業等、各登録制度の着実な実施（継続） 

    

本施策は、文部科学省等の関係省庁と連携しつつ、国民、事業者、民間団体、

地方公共団体等による環境教育やこれらの主体間の連携の促進に向け、継続して

取り組んできた。その成果として、環境教育等に関する指導者が育成され、主に

学校や地域におけるＥＳＤや環境教育等の取組が推進された。また、各主体間で

連携・協力しやすい仕組みが整備されつつある。今後は更に、あらゆる場におけ

るＥＳＤの視点を取り入れた環境教育や、各主体間の適切な協働取組を促進して

いく。 

   

【環境教育の実践普及】（一部再掲） 

環境教育に関する優れた実践を促し、その成果の全国への普及を図るため、平

成24年度は、文部科学省及び環境省が連携し、環境教育・環境学習指導者養成基

礎講座を全国２箇所で実施した。 

今後も引き続き、持続可能な社会の構築、低炭素社会の実現を目指した環境教

育の推進のため、着実な事業の実施に努めていく。 

   

【地球環境問題に関する知識の普及啓発】 

（Ｐ37の再掲のため、内容は省略） 

   

【防災気象情報等に関する知識の普及啓発】 

（Ｐ38の再掲のため、内容は省略） 
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＜低炭素に関する取組＞ 

【省エネルギー設備導入等促進広報事業】 

（Ｐ38の再掲のため、内容は省略） 

   

【新エネルギー等設備導入促進広報事業】 

（Ｐ38の再掲のため、内容は省略） 

   

＜循環に関する取組＞ 

【資源循環政策普及広報事業】 

（Ｐ39の再掲のため、内容は省略） 

   

＜自然共生に関する取組＞ 

【青少年の体験活動の推進】 

（Ｐ39の再掲のため、内容は省略） 

   

【子ども農山漁村交流プロジェクトの推進】 

（Ｐ40の再掲のため、内容は省略） 

   

【遊々の森】 

（Ｐ40の再掲のため、内容は省略） 

   

【海辺の自然学校】 

（Ｐ40の再掲のため、内容は省略）  
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重点検討項目②：持続可能な地域づくりのための地域資源の活用及び地域

間の交流等の促進 

 

持続可能な地域づくりに向けては、地域に存在する資源を発見し、それらを適性かつ最

大限に活用するとともに、地域特性を踏まえた環境負荷の少ない社会資本の整備、維持管

理などを進めることが重要である。特に、東日本大震災に伴う自立・分散型エネルギーシ

ステムの構築への期待の高まりや、地域の活性化等が重要であることから、以下のａ）、

ｂ）の項目について関係行政機関の取組状況を確認した。 

 

ａ）持続可能な地域づくりのための、地域に賦存する再生可能エネルギーの活用促進

の取組 

ｂ）エコツーリズムや地域おこし等の、地域の文化、自然とふれあい、保全・活用す

る機会を増やすことを念頭に置いた、地域間での交流や広域的なネットワークづ

くりの促進の取組 

 

（１）環境基本計画における施策の基本的方向 

  

地域に存在する資源を発見し、それらを適正かつ最大限に活用するとともに、地域特

性を踏まえた環境負荷の少ない社会資本の整備、維持管理などを進めることにより、地

域の環境負荷の低減、自立・分散型エネルギーシステムの形成、地域社会の活性化を図

る。 

同時に、あらゆる階層、世代においてこれらの取組の担い手を育成し、知見や技術の

将来世代への継承を推進する。 

 

（２）現状と取組状況 

  

国は、地域資源の利活用の推進、環境負荷の少ないライフスタイルの実現に向けた制

度の構築や支援・誘導施策の実施を進めていくことが必要である。 

このような観点の下に、以下のような取組を行っており、これらに関連する現状は以

下の通りである。 

 

ａ）持続可能な地域づくりのための、地域に賦存する再生可能エネルギーの活用促進の

取組 

   

現状 

   

「環境を考慮した学校施設（エコスクール）の整備推進に関するパイロット・モ

デル事業」は、環境負荷の低減への貢献、児童生徒の環境教育の教材としての活用、

地域の環境・エネルギー教育の発信拠点として、学校施設が先導的な役割を果たすよ

うに支援しているものである。文部科学省、農林水産省、経済産業省及び国土交通省
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と連携し、平成９年から事業を開始し、平成25年５月時点で1,453校が認定されてい

る。 

本事業では、太陽光発電型、太陽熱利用型、その他新エネルギー活用型（風力発

電、地中熱利用等）の新エネルギー利用に関する事業タイプのほか、屋上緑化等を行

う自然共生型、リサイクル建材の利用等を行う資源リサイクル型などの様々な事業タ

イプがあり、そのうち新エネルギー利用に関する事業タイプとして認定された認定校

数は、年度により差はあるが、平成21年度以降は80校以上で推移しており、累積の認

定校数は平成25年５月時点で1,055校となっている（図表Ⅲ－15）。 

 

図表Ⅲ－15．エコスクールパイロット・モデル事業の認定実績 

 

注 太陽光発電型、太陽熱利用型、その他新エネルギー活用型のいずれかで認定された認定校数を累積で示したもの 

 

出典）文部科学省 環境を考慮した学校施設（エコスクール）の整備推進「エコスクールパイロット・モデル

事業の認定実績 認定実績（平成９年度～平成25年度）」より作成 

   

取組状況 

   

＜総合的な地域づくりのための取組＞ 

【「都市の低炭素化の促進に関する法律」に基づく低炭素まちづくりの推進】 

東日本大震災を契機としたエネルギー需給の変化等に対応し、低炭素・循環型

社会の構築を図り、持続可能で活力ある国土づくりを推進する観点から、平成24

年度に制定された｢都市の低炭素化の促進に関する法律｣に基づき、都市機能の集

約化とこれと連携した公共交通機関の利用促進、再生可能エネルギーの利用など

に取り組む低炭素まちづくりを推進している。 

平成25年３月末現在で、北海道下川町、長野県小諸市及び兵庫県川西市の３都

市において低炭素まちづくり計画が作成された。なお、平成25年度予算・税制改
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正大綱において集約都市形成支援事業等の必要な支援措置等を行い、市町村にお

ける低炭素まちづくり計画に基づく取組を推進していくこととしている。 

   

【チャレンジ25地域づくり事業※】 

温室効果ガスの削減には、地域の幅広い関係者の協力や先進的な対策の実証等

が有効であることから、効果検証がなされていない先進的対策の事業性等の地域

における実証事業や、地域特性を踏まえて複数技術を組み合わせた集中導入等の

低炭素地域づくりを集中的に支援する事業を実施し、全国的展開を目指すことと

し、平成24年度は、全国19箇所において事業を実施した。平成25年度も引き続き

全国19箇所において事業を実施する。 

※平成25年度より、「低炭素地域づくり集中支援モデル事業」へ名称変更 

   

【農山漁村再生可能エネルギー供給モデル早期確立事業】 

農山漁村において、太陽光、風力、地熱、バイオマス、小水力発電の事業を円

滑に開始・運営するため、平成24年度に地域協議会の開催や地域での合意形成の

ための取組等への支援を全国10箇所で実施した。また、農林漁業者等の参画を得

た再生可能エネルギー電気の供給モデルの構築への支援を全国２箇所で実施した。

なお、本施策は、平成24年度で事業終了した。 

本事業の活用等により、農林漁業者等による農山漁村の資源を活用した再生可

能エネルギー発電事業に係る取組が行われているところ。しかしながら、その事

業者間の連携はほとんど見られず、様々な課題を抱えながら、各々がその取組の

開始に向けた検討を行っている状況であった。 

今後は、更に再生可能エネルギーを活用して農林漁業の発展を図る取組が行われ

ていくよう、各地域での課題や克服方法等を共有化し、取組を拡大していくための

枠組みを構築していく必要がある。 

   

【地域還元型再生可能エネルギーモデル早期確立事業】 

農林漁業者等が参画し、農山漁村の資源を活用して行う再生可能エネルギー発

電事業で得られた収入を地域の農林漁業の発展に活用するモデル的な取組の構築

への支援として、平成25年３月に基金を造成し、基金管理団体からの公募により

助成事業者を３地区選定した。 

   

【低炭素化に向けた事業者連携型モデル事業】 

温室効果ガスの削減対策の推進には、事業者間の創意工夫による相互連携した

取組が効果的であることから、削減効果が確認されている対策の共同導入、既存

設備の能力の最大限活用、相互連携システム構築の組合せにより、温室効果ガス

25％削減を検証するため、平成24年度は、全国１箇所において事業を実施した

（平成25年度に繰り越し、既に事業終了）。 
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【地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業】 

再生可能エネルギー等の導入を飛躍的に高め、かつ災害時においても地域ごと

に住民の安全や都市機能を最低限保持できる地域づくりを全国に展開させるため、

自立・分散型エネルギーシステムを導入した災害に強く低炭素な地域づくりの先

進的なモデルを具体的に形成することとし、平成24年度は、全国５箇所において

事業を実施した。平成25年度は、平成24年度の実績を踏まえ、民間事業者のみで

あった公募の対象を地方公共団体に広げ、採択件数を増やすこととしている。 

   

【地域資源の活用と環境負荷の少ない社会資本の整備・維持管理】 

○ 自立・分散型エネルギー社会の構築に向けた再生可能エネルギ－の導入促進 

東日本大震災を経て自立・分散型エネルギー社会の構築への期待が高まって

いることを踏まえ、モデル事業の実施等を通じて、地域に賦存する再生可能エ

ネルギーの活用、資源の循環利用を進めることとしている。平成24年度は、長

崎県五島市椛島沖で浮体式洋上風力発電実証事業を実施し、我が国初となるパ

イロットスケール（100kW）の小規模試験機の設置・運転を行った。また、地域

主導で再生可能エネルギーを供給する取組を推進するため、地域調和型エネル

ギーシステム推進事業（農林水産省連携事業）６件、地域主導による再生可能

エネルギー事業のための緊急検討事業15件等を実施した。平成25年度は、これ

らに加えて浮体式洋上風力発電実証事業において、商用スケール（２MW）の実

証機の設置・運転、地域特性を考慮した再生可能エネルギー事業形成推進モデ

ル事業で新たに10件を実施している。 

引き続き、浮体式洋上風力発電の実証の実施による民間ベースでの早期実用

化や、地熱やバイオマス等の加速的導入に向けた体系的な施策の戦略的な展開

による自立・分散型のエネルギー社会の構築を目指す。 

○ 耐震・環境性能を有する良質な不動産の形成のための官民ファンドの創設 

資金調達等が課題となって低炭素化が進まない老朽不動産等について、国が

リスクマネーを供給することにより、民間の資金やノウハウを活用して、耐

震・環境性能を有する良質な不動産の形成を促進するため、平成24年度は、官

民ファンドの創設に向け、基金設置法人の公募を行い、耐震・環境不動産支援

基金の造成を実施した。平成25年度は、基金設置法人が投資ガイドライン等を

作成したところであり、 

今後は、投資事業有限責任組合契約（ＬＰＳ契約）を締結し、民間投資の呼

び水となるリスクマネーを供給していく。 

   

【小水力等再生可能エネルギー導入推進事業】 

小水力等発電施設の計画的整備を促進するため、都道府県単位でポテンシャル

の高い地点を明らかにした基本整備計画の策定、小水力等発電施設の整備に係る

概略設計、各種法令に基づく協議の取組等への支援を実施することとし、平成24

年度は、小水力等発電施設の導入可能性を全国で81件検討した。 

引き続き、小水力等発電施設の計画的整備を促進していく。 
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【木質バイオマス利用施設等整備（森林整備加速化・林業再生基金）】 

木質バイオマスの供給・利用を促進するため、木質バイオマスによる熱供給の

取組については、木質バイオマスボイラー等の施設整備に対する補助、木質バイ

オマス発電の取組については、地域協議会への支援、発電施設整備に係る資金融

通を行う。 

平成24年度の補正予算で措置された森林整備加速化・林業再生基金について、

同年度末までに都道府県に対し全額交付済みとした。また、各都道府県は、平成

21年度に設置した基金を活用し、平成25年度までの事業として実施する。 

今後は、年間2,000万m3発生している未利用間伐材等の木質バイオマスの利活用

を促進するため、木質バイオマスの安定的な供給体制の構築、利用の拡大が必要

である。 

   

＜特定分野の取組＞ 

【河川等における小水力発電の推進】 

再生可能エネルギーの導入拡大に資するため、小水力発電に係る規制緩和、小

水力発電設備の設置等に取り組んでいる。 

具体的には、小水力発電（1,000kW未満）の水利使用について、特定水利使用か

ら除外するなどの水利使用区分の見直しを行う政令改正を実施し、水利使用手続

を簡素化した（平成25年４月１日施行）。また、河川法改正により農業用水等を

利用した従属発電について登録制度を創設し（平成25年６月12日公布。公布の日

から６月以内施行）、水利使用手続を簡素化・円滑化した。そのほか、地方整備

局等への相談窓口の設置による小水力発電のプロジェクト形成の支援、国土交通

省直轄管理ダム等でダム管理用発電の導入可能性の総点検の実施及び積極的導入、

「既設砂防堰堤を活用した小水力発電ガイドライン（案）」による砂防堰堤を活

用した小水力発電の導入の支援を行った。引き続き、河川等における小水力発電

を推進していく。 

   

【下水道における再生可能エネルギーの導入促進】 

下水道における再生可能エネルギーの導入を促進するため、社会資本整備総合

交付金による支援とともに、平成24年度は、下水道革新的技術実証事業（Ｂ－Ｄ

ＡＳＨプロジェクト）として、下水汚泥の固形燃料化技術や下水熱利用技術に係

る実証事業を採択した。 

今後も、下水道における再生可能エネルギーの導入を引き続き推進していく。 

   

【災害等非常時にも効果的な港湾地域低炭素化推進事業】 

港湾地域において、温室効果ガスの効果的な削減を図るとともに、災害等非常

時における必要な機能の維持等を図るため、低炭素化を推進する設備等を導入す

る取り組みを支援する事業を国土交通省と環境省が連携して実施している。港湾

地域において再生可能エネルギーの利活用を推進するための取り組みに関しては、

平成24年度は、公募により選定した５事業者へ委託を行った。 
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引き続き実証事業を行い、得られた実証結果を基に、再生可能エネルギーを利

活用した港湾地域の低炭素化を推進していく。 

   

【港湾における洋上風力発電の導入円滑化】 

民間事業者による洋上風力発電事業について、港湾への参入円滑化を図るため

の環境整備を行うこととし、平成24年度は、港湾において着床式洋上風力発電の

導入円滑化を図るため、港湾区域内での導入可能な区域の設定から事業者の公

募・選定まで、統一的な手順を示したマニュアルを関係省庁の協力のもと策定し

た。 

今後、港湾エリアにおいて円滑な導入が図られるためには、航行船舶の安全性

が確保されるなど、港湾本来の機能との調和が図られることが不可欠である。 

そのため、港湾への導入の円滑化を図るためのガイドラインの検討を行うこと

としている。 

 

ｂ）エコツーリズムや地域おこし等の、地域の文化、自然とふれあい、保全・活用す

る機会を増やすことを念頭に置いた、地域間での交流や広域的なネットワークづ

くりの促進の取組 

   

現状 

   

持続可能な地域づくりのための地域資源の活用（農産物の地産地消、エコツーリ

ズム・地域の文化・自然とのふれあい等の機会の提供等）を一部でも行っている地方

公共団体（都道府県、政令指定都市、東京都特別区及び市区町村）の割合は、平成24

年度の環境基本計画に係る地方公共団体アンケート調査（環境省）によると約56％、

都道府県のみでは約91％となっている。また、「持続可能な地域づくりのための地域

資源の活用」を行っている地方公共団体のうち、事業者、住民又は住民団体、民間団

体（環境ＮＰＯ等）のいずれかと連携していると答えた割合は約61％で、都道府県の

みでは約78％となっている。 

   

取組状況 

   

【エコツーリズムの推進】 

エコツーリズムの普及・定着のため地域協議会等へ技術的な助言や指導等を行

うとともに、自然観光資源の発掘、魅力あるプログラムの開発、ガイド等の人材

育成等を通じて、エコツーリズムを推進することにより、国民の自然体験の機会

を広げ、地域の再生・活性化に貢献することとしている。平成24年度は、エコツ

ーリズム推進全体構想※を新たに２件認定し、地域コーディネーター活用事業交付

金により24のエコツーリズム推進協議会を支援した。さらに、アドバイザー派遣

事業で全国20地域への技術的な助言や指導等を行い、エコツーリズムガイド育成
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事業で79名のガイド育成等を行った。平成25年度も各事業を実施しており、エコ

ツーリズムに取り組む地域協議会の支援を行っている。エコツーリズム推進基本

方針に基づく、重点的に取り組むべき当面の課題は、地域への支援、人材育成、

戦略的広報、科学的評価方法に関する調査研究、他施策との連携強化である。 

※「エコツーリズム推進全体構想」 

エコツーリズム推進法に基づき市町村が、エコツーリズムを推進する地域、

エコツーリズムの対象となる主たる自然観光資源の名称及び所在地、エコツー

リズムの実施の方法等を定め、主務大臣（環境大臣、国土交通大臣、農林水産

大臣、文部科学大臣）の認定を受けたもの。 

   

【グリーン・ツーリズムの推進】 

農山村地域において自然、文化、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動であ

る「グリーン・ツーリズム」を推進し、都市と農村、漁村を多方向で行き交う新

たなライフスタイルの実現を目指し、平成24年度は、「食と地域の交流促進対策

交付金」により、集落ぐるみのグリーン・ツーリズム等多様な都市農村交流の促

進に取り組む229地域を支援した。平成25年度は、グリーン・ツーリズム等の都市

と農山漁村の共生・対流を促進する地域の手づくり活動について、外部人材の活

用や活動拠点施設の整備を含めた、総合的な取組を支援する。 

今後も引き続き、農山漁村における受入地域の体制整備や活動拠点施設の整備

などを推進していく。 

   

【川の魅力をいかした地域づくりの推進】 

地域の文化、自然とのふれあい、保全・活用する機会を増やすため、地域と連

携を図りながら、川の魅力をいかした地域づくりを推進するため、まちづくりと

一体となった水辺空間の整備等のハード面と規制緩和等のソフト面の両面からの

支援・推進、河川の水質浄化を実施した。引き続き、川の魅力をいかした都市・

地域づくりを推進していく。 

   

【森林・林業体験交流促進対策】 

国有林野を利用した森林環境教育の一層の推進を図るため、農山漁村における

体験活動とも連携し、平成24年度末時点で20箇所において、フィールドの整備や

学習・体験プログラムの作成を実施した（平成21年度から実施）。 

引き続き「子ども農山漁村交流プロジェクト」における受入モデル地域との連

携を図りつつ、森林・林業体験活動の機会を提供していく。 

   

【ナショナル・トラスト運動の促進】 

生物多様性の保全を目的としてＮＰＯ等が活動を行う生物の多様性の保全上重

要な土地の取得（ナショナル・トラスト運動等）が促進されるよう、情報の提供

や助言等の必要な援助を実施することとし、平成24年度は、ナショナル・トラス

ト運動に伴う税制上の優遇措置が受けられる自然環境保全法人を１件認定した。
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また、環境省ウェブサイトにおいて、「ナショナル・トラスト活動に係る税制上

の優遇措置（通知）」、「ナショナル・トラストの手引き」、「各種パンフレッ

ト」等について情報提供を実施しており、引き続き、ナショナル・トラスト運動

の促進に向けた取組を推進していく。 

   

【地産地消の推進】 

地域の農林水産物を生産者が直接消費者に販売することにより、地域の活性化、

生産者と消費者の交流を促進し、農林水産物の輸送距離の短縮による環境負荷の

低減などにつながる地産地消の取組を推進するため、取組に必要な新商品開発や

販路開拓、農林水産物の加工・販売施設等の整備を支援することとし、平成24年

度は６次産業総合推進事業として新商品開発や販路開拓等を208箇所、６次産業化

推進整備事業として農林水産物の加工･販売施設等の整備を55箇所支援した。 

引き続き、地産地消の取組に必要な新商品開発や販路開拓、農林水産物の加工･

販売施設等の整備を支援していく。 
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（参考 持続可能な地域づくりのための地域資源の活用及び地域間の交流の好事例） 

 

中央環境審議会総合政策部会では、第四次環境基本計画の進捗に係る点検の一環とし

て、平成25年８月に、北海道、関東、中部の３箇所において地域づくりに関する以下の

ような取組を把握した。 

 

北海道ブロック 

○ 家畜ふん尿を利用したバイオガス発電、液肥の還元の取組（鹿追町） 

○ 林地残材を原料とする木質バイオマス利活用による雇用創出の取組（㈱ＮＥＲＣ） 

○ 市民出資による風力発電の取組（ＮＰＯ法人北海道グリーンファンド） 

関東ブロック 

（静岡県の長い日照時間を利用した取組） 

○ 市民が出資するコミュニティソーラーを教育文化、スポーツ施設等に設置する取

組（ＮＰＯ法人アースライフネットワーク） 

○ 低炭素分譲住宅によるエネルギーの「地産地消」の取組（静岡瓦斯㈱） 

○ 地方自治体と金融機関が協定を締結し、太陽光発電システム導入拡大に向けた

様々な事業を協力して行う取組（浜松信用金庫） 

○ 地域住民の資源回収による収益金を利用して小中学校に太陽光発電施設を設置し、

環境教育にも活用する取組（掛川市、ＮＰＯ法人ＷＡＫＵＷＡＫＵ西郷） 

中部ブロック 

○ 林地残材を「木の駅」に手軽に出荷できる仕組みを構築し、地域通貨と併用する

ことにより地域を活性化する取組（ＮＰＯ法人地域再生機構） 

○ 鳥獣被害の当事者の鳥獣捕獲を支援し、猪肉・鹿肉を販売することによって地域

の活性化を図るとともに、都市と農山村地域との交流を促進する取組（ＮＰＯ法人

メタセコイアの森の仲間たち） 

○ 小水力発電を利用したエネルギー地産地消の取組（富山国際大学） 

○ 地域住民からの出資を募り、社会性の高い事業に取り組むＮＰＯやコミュニティ

ビジネスに融資を行う仕組みづくりの取組（コミュニティー・ユース・バンクｍｏ

ｍｏ） 
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今後の課題 

 

○ 持続可能な社会を実現するための地域づくりを進めるに当たっては、地域の自発的

かつ先進的な取組を進める様々な主体に対しての支援に努めるとともに、各地での取

組の状況を検証しつつ、地域資源を活用する上での制約要因を明らかにし、その解消

に向けた検討に努めるなど、地域づくりを促進するための環境の構築を進めるべきで

ある。特に自立分散型エネルギーの導入は、災害時などにも影響されない頑健性・自

立性のある地域エネルギーの確保等、地域の自律性の向上等に効果があることに留意

すべきである。 

  また、地域づくり・人づくりの取組を進めるに当たっては、関係省庁の行う様々な

観点からの取組相互の連携を行うことと併せて、様々な専門知識を有するアドバイザ

ー等との連携の重要性に留意して支援等を行っていくべきである。 

 

○ 持続可能な地域づくり・人づくりに関する地域での取組については、国全体として

取組の実態の把握が十分にできていないことから、地域での取組の状況を把握するこ

とに努めるとともに、各地の先進事例について、多様な主体が共有・活用できるよう

な基盤整備に努めるべきである。 

 

○ 平成 26 年 11 月に名古屋市、岡山市で開催される「持続可能な開発のための教育

（ＥＳＤ）に関するユネスコ世界会議」に向け、ＥＳＤの視点を重視した環境教育に

関する様々な取組を加速させるべきである。例えば、環境教育については、関係省庁

において多くの取組が進められているが、これらに加えて地域や企業等の様々な主体

による取組もあることから、関係省庁のさらなる連携に加え、全国の各地域におい

て、教育関係者、民間団体、地元企業等からなるネットワークを構築、維持できる体

制の整備を通して、地域の特色を生かした持続可能な社会づくりの担い手を育む環境

教育が広く根付き、継続されるよう工夫していくことが必要である。 
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４．水環境保全に関する取組 

 

重点検討項目①：健全な水循環構築のための取組 

 

流域全体を捉え、地域の特性に応じた課題を取り込みつつ、取組を推進する観点から、

以下のａ）からｄ）の項目について点検を実施した。 

 

ａ）流域に共通する施策の取組の状況 

（効率的・持続な水利用、生活排水処理、地下水汚染対策、生物の多様性の確保・

気候変動対応、住民参加の推進 等） 

ｂ）森林の水源涵養、生物多様性を目的とする山間部での取組の状況 

ｃ）川の流れの保全・回復や貯留浸透・涵養能力の保全・向上、面源からの負荷の削

減を目的とする農村部及び都市郊外部での取組の状況 

ｄ）河川流量の低下、親水性の低下、ヒートアイランド問題等への対策を中心とする

都市部での取組の状況 

 

（１）環境基本計画における施策の基本的方向 

   

○ 近年の国民のニーズの多様化や社会情勢の変化を踏まえると、環境保全上健全な

水循環の確保を含め、より望ましいかたちで、水環境の改善・保全を進めていく

取組が求められている。 

○ 良好な水環境が保全され、持続的な利用が図られるよう、国、地方公共団体、流

域住民等関係者の連携を図りつつ、流域全体を視野に入れ、水循環の健全化に向

けた取組を推進していく必要がある。 

 

（２）主な取組状況等 
 

ａ）流域に共通する施策の取組の状況 

（効率的・持続な水利用、生活排水処理、地下水汚染対策、生物の多様性の確保・

気候変動対応、住民参加の推進 等） 

 

１．流域全体を総合的に捉え、効率的かつ持続的な水利用等を今後とも推進していくた

め、水の再利用等による効率的利用、水利用の合理化、雨水の利用等を進めるととも

に、必要に応じて、未活用水の有効活用、環境用水の導入、ダムの弾力的管理を図

り、水質や水生生物等の保全等の観点から、流量変動も考慮しつつ、流量確保のため

の様々な施策を行う。 

以上を推進するため、以下の取組を行っている。 
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図表Ⅲ－16． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
１）自治体（都道府県及び市町村）の回答数 

平成 21 年：1371、平成 22 年：1358、平成 24 年：1194 

  

 

① 下水処理水の再利用等による水循環系の        図表Ⅲ－17． 

健全化  

地域の水循環系の健全化貢献の観点か

ら、下水高度処理等による再生水を修景・

河川維持用水等として供給することで、地

域の水循環系の健全化を図り、平成 22 年

度は、修景用水・河川維持用水・融雪用水

等として再利用された水量は年間約 1.92

億 m3供給している。 

 

② 雨水貯留浸透施設の整備及び雨水利用の促進 

集中豪雨時における都市水害等の軽減を図るとともに、健全な水循環の再生を図

るため、雨水貯留浸透施設等の設置を行っている。平成 23 年度末で、全国で約

1,800 の建築物に雨水利用施設が導入され、雨水利用量は約 800 万 m3である。 

 

③ 環境用水の導入 

環境用水の導入を円滑に行えるように、水利使用の基準を明確にし、関係行政機

関等の調整による地域合意の下、水質、親水空間、修景等生活環境又は自然環境の維

持、改善等を図っている。 

環境省では、「環境用水の導入」事例集として全国の 47 事例をホームページで公

表している。 
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④ ダムの弾力的管理による流況改善                      図表Ⅲ－18． 

ダム下流の河川環境を保全・改善す

るため、洪水調節に支障を及ぼさない

範囲で洪水調節容量の一部を有効に活

用するダムの弾力的管理及び弾力的管

理試験を実施しており、平成 24 年度

は、ダムの弾力的管理及び弾力的管理

試験を全国の 18 ダムで実施した。 

  

⑤ 第二期水環境改善緊急行動計画（清流ルネッサンスⅡ） 

特に水環境の悪化が著しい河川・湖沼等における水質改善や水量確保の観点か

ら、全国の 32 箇所において、地元市町村、河川管理者、下水道管理者等が一体とな

って「第二期水環境改善緊急行動計画（清流ルネッサンスⅡ）」を策定し、平成 13

年度から総合的な水環境改善事業を重点的に実施してきている。 

※ 綾瀬川（ＢＯＤ75％値） 昭和 61 年 26.7ml/l → 平成 22 年 3.5mg/l 

 

２．関係機関が連携して水環境の保全を進めるとの考えの下、生活排水処理を進めるに

当たっては、人口減少等社会構造の変化等を踏まえつつ、地域の実情に応じて、より

効率的な汚水処理施設の整備や既存施設の計画的な更新や再構築を進めるとともに、

河川水を取水、利用した後の排水については、地域の特性に応じて見直しを含めた取

排水系統の検討を行う。 

以上を推進するため、以下の取組を行っている。 

 

① 汚水処理施設整備の推進、連携 

効率的な汚水処理施設整備を進めるため、地域の特性を踏まえた下水道、農業集

落排水施設、合併処理浄化槽等の適切な役割分担の下、汚水処理施設の整備を連携し

て推進するとともに、人口減少等の社会情勢の変化を踏まえた都道府県構想の見直し

の推進を、国交省、農水省、環境省の３省で連携して実施している。 

※汚水処理人口普及率：全体 88％（下水道 76％、浄化槽９％、農業集落排水施設

３％：Ｈ23 末時点） 

 

② 健全な水循環構築のための水道事業者等の取組の推進 

水道広域化、漏水対策、用途間転用等による水資源の有効利用、流域関係者と連

携した取排水系統の再編等良好な水道水源の確保、所要の施設整備による安心・快適

な水道水の供給を推進する。 

水道法に基づく水道事業の認可を通して、また水道施設整備に対する効果的な国

庫補助を実施するなどにより、安全・快適な水道水の供給が確保されるよう、技術的

支援・財政的支援を行っている。 

■（指標；有効率(％)（＝年間有効水量／年間給水量）） 

目標値 ⇒95％ 
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実績値 ⇒平成 22 年度末；92.9％、平成 21 年度末；92.8％、 

平成 20 年度末；92.9％ 

■（指標；原水良好度（有機物(ＴＯＣ)の水道原水における水道水質基準達成率

(％)）） 

目標値 ⇒前年度以上 

実績値 ⇒平成 22 年度末；96.8％、平成 21 年度末；96.5％、 

平成 20 年度末；96.1％ 

■（指標；水道普及率(％)） 

目標値 ⇒前年度以上 

実績値 ⇒平成 22 年度末；97.5％、平成 21 年度末；97.5％、 

平成 20 年度末；97.5％ 

 

③ 取排水系統の検討 

河川からの取水、利用した後の河川への排水については、取排水施設の設置時、

取排水施設の見直しを行う時において、流域関係者での調整が図られている。 

 

３．流域全体を通じて、貯留浸透・涵養能力の保全・向上を図り、湧水の保全・復活に

取り組むほか、降雨時等も含め、地下水を含む流域全体の水循環や栄養塩類などの物

質循環の把握を進め、地域の特性を踏まえた適切な管理方策の検討を行う。その際、

地下水については、共有資源としての性格にも留意し、地下水流域の観点に立って検

討を行う。また、非意図的な地下水汚染の未然防止の取組を進めること等により、有

害物質による地下水汚染対策を推進する。さらに、流水は、土砂の移動にも役割を果

たしていることから、流域の源頭部から海岸までの総合的な土砂管理の観点から、土

砂移動の調査研究や下流への土砂還元対策、関係機関との事業連携のための方針の策

定に取り組む。 

以上を推進するため、以下の取組を行っている。 

 

① 地下水の保全と利用の適正化 

平成 19 年の「今後の地下水利用のあり方に関する懇談会」の提言を踏まえ、非常

時における地下水の活用方策の公表や観測データの電子化等を促進してきており、引

き続き「地盤沈下防止等対策要綱地区」の総合的な地盤沈下対策や地下水の保全と利

用の適正化についての検討等を進めている。 

 

② 地下浸透の防止による地下水汚染対策の推進 

平成 23 年の水濁法改正により、有害物質を使用、貯蔵等する施設の設置者に対し

て、漏洩防止のための構造基準等の遵守義務や定期点検・記録の保存の義務などが追

加された。これを受け、構造基準適合のための参考となる事例集を作成するなど、こ

の新たな制度のフォローアップや施策の充実を図ることにより、自治体・事業者によ

る地下水汚染対策を推進している。 
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図表Ⅲ－19． 図表Ⅲ－20． 

  

  

 

③ 流域視点からの硝酸性窒素対策の推進 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素は、地下水環境基準項目の中で、最も超過率が高

く、対策の推進が急務である。このため、代表的な地域において、地下水の流量や硝

酸性窒素の動態把握のためのシミュレーションモデルを作成し、対策を実施した際の

削減効果及び地下水の窒素濃度の将来予測を行い、効果的な対策と削減目標値等を検

討してきた。なお、硝酸性窒素による汚染は広範囲で、原因も多岐かつ面的（施肥、

家畜排せつ物、生活排水等）であることから、流域内の地域が一体となり、重点的に

対策を推進するための包括的な制度を検討・構築する必要がある。 

 

図表Ⅲ－21． 

 
1）数値は概況調査の調査結果における、地下水の水質汚濁に係る環境基準

の超過率。 

2）超過率とは、調査数に対する超過数（測定当時の基準を超過した井戸の

数）の割合である。 

3）塩化ビニルモノマー、1,2-ジクロロエチレン、1,4-ジオキサンは、平成

21 年 11 月に環境基準に追加。 

4）年度によって調査対象の井戸が異なるため、単純比較できないことに留

意する必要がある。 

 

④ 総合的な土砂管理の取組の推進 

土砂の流れの変化に起因する問題が起きている流砂系において、土砂移動の調査

研究や下流への土砂還元対策、関係機関との事業連携のための方針の策定に取り組ん

でおり、平成 24 年度は矢作川、那賀川にて策定した。 

 

⑤ 雨水貯留浸透施設の整備及び雨水利用の促進  再掲 Ｐ55 １．② 

  

 
 

1）数値は概況調査の調査結果における地下水の水質汚濁に係る環境基準の超過率。 
2）超過率は全調査井戸数のうち何らかの項目で環境基準を超過した井戸数の割合。 
3）年度によって調査対象の井戸が異なるため、単純比較できないことに留意する必

要がある。 

１）定期モニタリング調査は平成 21 年度より継続監視調査へ調査区分が変更と

なった。 
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４．より一層の生物多様性の確保を図るため、水辺地を含む流域の生態系を視野に入れ

た水辺地の保全・再生に取り組み、多様な水生生物の種や個体群などの保全を図る。

また、底層における水生生物の生息、水生植物の生育への影響、新たな衛生微生物指

標などに着目した環境基準等の目標について調査検討を行い、指標の充実を図る。さ

らに、多種多様な化学物質による水環境への影響を低減するため、生物を用いてこれ

らの水環境への影響を把握する排水管理手法の検討を行う。 

以上を推進するため、以下の取組を行っている。 

 

① 生物多様性国家戦略の改定及び推進 

愛知目標達成のためのロードマップの提示及び東日本大震災の経験を踏まえ人と

自然との豊かな関係を再構築するための今後の自然共生社会のあり方の提示を目的と

して、平成 24 年９月に「生物多様性国家戦略 2012-2020」を閣議決定し、「森・

里・川・海のつながりを確保する」を基本戦略の一つに位置付け、流域全体の生態系

の保全とネットワークの形成を効果的に進めるための方策を検討し、取組を推進する

ことを記載した。 

 

② 多自然川づくりの推進 

河川が本来有している生物の生息・生育・繁殖環境及び多様な河川景観を保全・

創出する「多自然川づくり」を全ての川づくりの基本として推進している。 

 

③ 新規環境基準項目の検討 

有機汚濁の代表的な水質指標である生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）又は化学的

酸素要求量（ＣＯＤ）の平成 23 年度の環境基準達成率は 88.2%となっている。水域

別では、河川 93.0%、湖沼 53.7%、海域 78.4%となっており、河川における達成率は

高く、年々上昇傾向にある。海域では、達成率は近年横ばいであるが、湖沼では依然

として達成率が低い状況である（湖沼、海域の全窒素・全燐の達成率は図表Ⅲ－23

及び 24 の通り）。 

海域及び湖沼において、下層における水生生物の生息域を確保する観点から下層

の溶存酸素（下層ＤＯ）、水生植物の生育に必要な環境を確保する観点から透明度の

環境基準化について検討を進めている。海域（特に閉鎖性海域）や湖沼の水環境を改

善するため、より国民の実感にあった分かりやすい指標について、具現化を図る必要

がある。 

また、新たな衛生微生物指標として大腸菌数に着目し、大腸菌群数に代わる環境

基準として検討を進めている。 
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図表Ⅲ－22． 図表Ⅲ－23． 

  

 
 

 

図表Ⅲ－24． 図表Ⅲ－25． 

  

 

 

④ 生物応答を利用した水環境管理手法の推進 

水環境中に排出された化学物質による環境リスクについては、低濃度で存在し毒

性自体が未知の多様な化学物質の人の健康や水生生物への影響が懸念されている。こ

のため、排水中の多様な化学物質の影響を総体的に管理する手法として、生物応答を

利用した水環境管理手法の検討を行っている。これまでに、生物応答手法を用いた排

水試験法の検討、生物応答手法の適用事例・データの文献収集等を行っている。 

 

５．気候変動に伴う気温の上昇や降雨量の変動幅の増大等により、水温上昇、水質や生

態系の変化などの水環境への影響が予想されることから、これらの影響の把握と知見

の蓄積を行い、想定される影響への適応策について検討を行う。 

また、地震等災害時等においても、国民生活上最低限求められる水循環を確保でき

るよう、災害に強くエネルギー効率の高い適切な規模の水処理システムや水利用シス

テムの構築や災害時の水環境管理の方策の確立など様々な施策を推進する。 

以上を推進するため、以下の取組を行っている。 

 

  

1）河川はＢＯＤ、湖沼及び海域はＣＯＤである。 
2）達成率（％）＝（達成水域数／類型指定水域数）×１００ 

1）数値は全窒素及び全燐それぞれについて、環境基準を満足してい

る水域の割合 
2）対象水域数は全窒素と全燐で異なる。  

1）数値は全窒素及び全燐それぞれについて、環境基準を満足している水域の割合。

2）海域については、全窒素のみ又は全燐のみ環境基準を適用する水域はない。 
１）生活環境項目は、BOD 等７項目、全窒素及び全燐、全亜鉛（水生生物）につい

て測定した地点数の合計値。 
２）BOD 等 7 項目について測定した地点数と全窒素及び全燐について測定した地点

数には重複がある。ここで示している生活環境項目の地点数は、各項目について

測定した地点数の単純合計（のべ地点数）ではない。 



 

- 61 - 

 

① 気候変動による水質等への影響解明、水循環への影響評価・適応策検討 

気候変動が公共用水域の水質及び生態系に与える影響把握や将来の気候変動に伴

う水環境の変化の予測、想定される影響に対する適応策の検討に向け平成 21 年度か

ら平成 24 年度まで「気候変動による水質等への影響解明調査」を実施してきた。 

その結果、1980 年代～2000 年代の約 30 年間で公共用水域の過去の水温上昇が確

認され、モデル湖沼として選定した琵琶湖では、気温上昇と水温上昇の間には一定の

相関性があり、冬季気温の上昇が全循環開始時期の遅れに影響を及ぼすとの試算結果

が得られた。  

 

② 地震等災害対策の推進 

水道については、水道施設の耐震化を推進するとともに、被災した場合も、早期

復旧や応急給水体制の整備、水供給のバックアップ体制の構築により、水道施設全体

として水供給が途絶えることのないよう対応している。 

下水道については、防災拠点と処理場を結ぶ管きょ、災害時においても機能を確

保すべき処理場施設等の下水道施設の耐震化を図る「防災」、下水道ＢＣＰの策定等

被災を想定して被害の最小化を図る「減災」を組み合わせた総合的な地震対策を推進

している。 

 

③ 水道水質事故への対応 

平成 24 年５月に利根川水系の浄水場で水道水質基準を上回るホルムアルデヒドが

検出され広範囲で取水障害が発生したことを踏まえ、厚生労働省では、同年７月に

「水道水源における消毒副生成物前駆物質汚染対応方策検討会」を設置し、以下につ

いてとりまとめ、平成 25 年３月に都道府県等へ、「水道水源における水質事故への

対応の強化について」として通知した。 

○ 排出側での管理を促すため、浄水施設での対応が困難な物質についてリストアッ

プ。 

○ 水道事業者等による水質事故への対応能力の向上に向けた方策として、水質事故

発生時に備えた体制整備、水源のリスク把握の強化、水源の監視体制の強化、高

度浄水処理施設等の整備による対応能力の強化及び影響緩和措置による対応能力

の強化について提示。 

環境省では、平成 24 年６月に「利根川水系における取水障害に関する今後の措置

に係る検討会」を設置し、対応すべき事項についてとりまとめた。 

これを受け、同年９月に水質汚濁防止法施行令の改正を行い、原因物質であるヘ

キサメチレンテトラミンを事故時の措置対象物質（指定物質）へ追加し、工場・事業

場におけるヘキサメチレンテトラミンの排出に係る適正な管理を推進するため、排出

水のホルムアルデヒド生成能の目安等留意点について都道府県及び水濁法政令市に通

知した。 
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６．水環境に精通した人材育成が欠かせない。分かりやすい指標等の検討と併せて、人

と水とのふれあい活動を促進するとともに、環境教育等を通じて、国民の水環境への

関心を高めていく。また、水循環の機構の解明等良好な水環境の形成に資する調査研

究や科学技術の進歩をいかした技術開発を推進する。 

以上を推進するため、以下の取組を行っている。 

 

① 全国水生生物調査                                        図表Ⅲ－26． 

水生生物の生息状況は水質汚濁の影響を反映

することから、水生生物を指標として河川の水

質を総合的に評価するため、また、環境問題へ

の関心を高めるため、一般市民等の参加を得て

調査を行っている。 

なお、調査に用いる指標生物については、平

成 23 年度に川の水のよごれ（水質ランク）を

より判別しやすくすることを目的として見直し

を行った。 

 

② 水辺のすこやかさ指標 

学校での総合学習や住民・ＮＰＯ等の環境学習において、地域に根ざした環境学

習を行う際のツールとして活用することを目的に、多様な視点から川を取り巻く環境

を調べる際に活用できる指標として策定した「水辺のすこやかさ指標（みずしる

べ）」について、学習教材用テキストの周知など、普及啓発を進めている。 

 

③ こどもホタレンジャー事業                                図表Ⅲ－27． 

水環境保全活動を促進するとともに、直接水

環境とふれあうことを通じて環境保全に対する

理解と活動の推進を図ることを目的とし、活動

の報告を募集し、優れた取組の表彰等を行って

いる。平成 24 年度は 32 団体からの応募があ

り、そのうち６団体に対して環境大臣賞等の表

彰を行った。 

 

④ 海洋環境保全思想の普及・啓発活動 

具体的には、海事・漁業関係者を対象とした海洋環境保全講習会、訪船指導、訪

問指導及び若年齢層を含む一般市民を対象とした海洋環境保全教室を実施している。 

平成 24 年における海洋環境保全に関する活動の実施状況は以下のとおり。 

海洋環境保全講習会 138 回（参加人数 4,481 名） 

訪船指導 1,655 隻 

訪問指導 1,221 か所 

海洋環境保全教室 408 回（参加人数 55,944 人） 
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⑤ 環境研究・環境技術開発の推進 

「環境研究・環境技術開発の推進戦略について」（平成 22 年６月中間審答申）及

び原課の要望を踏まえ、環境省が必要とする研究開発テーマ（行政ニーズ）を提示し

て公募を行い、広く産学民官の研究機関の研究者から提案を募り、外部専門家・有識

者等からなる評価委員会による事前評価を経て採択された課題を研究している。 

水環境保全に関しては、「健全な水循環システムの構築」、「環境計測・分析・

汚染対策技術の強化・最適化」等に資する研究開発を公募対象としており、「湖沼水

質形成における沿岸帯の機能とその影響因子の評価に関する研究」、「湖沼のブラッ

クボックス負荷『底泥溶出』の定量評価に関する研究」、「持続可能な沿岸海域実現

を目指した沿岸海域管理手法の開発」等に取り組んでいる。 

 

⑥ 環境調和型水循環技術開発 

水質規制の強化や水循環利用（再利用等）のニーズに対応すべく使用される膜や

有害物質除去等の高度な水処理技術は、膨大なエネルギーの消費が問題となっている

ため、省エネ性や環境性能に優れた水処理に係る要素技術の開発を行い、実用化を目

指すことを目的とし、①革新的膜分離技術の開発、②省エネ型膜分離活性汚泥法（Ｍ

ＢＲ）の開発、③産業排水等からの汚泥を削減し省エネ化を実現する有用金属回収技

術の開発、④難分解性の化学物質等の分解を省エネ化する高効率難分解性物質分解技

術の開発の４テーマを実施し、現時点で、膜分離処理のエネルギー削減率 50％の目

標に対し、削減率 50％を達成、ＭＢＲ処理のエネルギー削減率 30％の目標に対し、

削減率 42％を達成、汚泥処理・処分のエネルギー削減率 80％の目標に対し、削減率

55％、窒素除去のエネルギー削減率 50％の目標に対し、削減率 40％であった。 

 

⑦ 環境・エネルギー対策資金（公害防止関連） 

事業者の公害防止対策に対する取組を促進し、我が国の環境対策の推進及び良好

な生活環境保全を図るために、中小企業等が水質汚濁関連を含む設備を導入するため

に必要な設備資金の低利融資を実施し、過去５年の水質汚濁関連の貸付実績額は

60.6 億円（137 件）であり、中小企業等に非収益設備である水質汚濁関連等の公害防

止設備の導入に広く活用されている。 

 

⑧ 公害防止用設備に対する固定資産税の課税標準の特例措置（汚水・廃液処理施設） 

汚水又は廃液処理施設を導入した際に、固定資産税の課税標準の特例（特例率：

1/3）を認めることとし、優遇措置の対象となる装置の取得価額、取得件数、これに

伴う減税額はそれぞれ以下のとおり。 

平成 23 年度：取得価額 835 億円、取得件数 7794 件、減税額 7.8 億円 

平成 24 年度：取得価額 270 億円、取得件数 2474 件、減税額 2.5 億円 
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ｂ）森林の水源涵養、生物多様性を目的とする山間部での取組の状況 

 

７．森林は水源涵養機能、生物多様性保全機能など水環境の保全に資する多様な公益的

機能を有しており、それらの機能を今後とも維持、向上させるよう、その保全、育成

や適切な管理を図る必要がある。このため、水源地対策を進めながら、保安林等の法

制度の活用や治山施設の整備により、森林を保全する。また、流域全体を通じて森林

所有者等による森林の適正な整備を推進するとともに、水源涵養機能等の発揮を図る

ための適正な整備を必要とするものについては、治山事業など公的主体による森林の

整備の推進を図る。さらに、渓畔林など水辺森林の保全・管理に際して水環境の保全

により一層配慮するとともに、森林の公益的機能に着目した基金を地域の特性を踏ま

えて活用することやボランティア活動など流域の住民や事業者が参加した森林の保

全・整備の取組を推進する。なお、森林整備に当たっては、地域の特性に応じた伐期

の多様化や、複層状態の森林の整備等､多様な森林整備を通じて保水能力の高い森林

の育成に努める。 

以上を推進するため、以下の取組を行っている。 

 
① 治山事業（公共） 

地震、集中豪雨等により発生した荒廃地の復旧整備や、水源地域において、機能

の低下した保安林の整備等を実施することにより、国土の保全、水源かん養等森林の

公益的機能を維持増進し、地域の安全・安心の確保、環境の保全を図る。周辺の森林

の山地災害防止機能等が確保されている集落数は、平成 23 年度は 53,569 集落、平成

24 年度は 54,113 集落となっている（目標値：56,000 集落（平成 25 年度））。 

 

② 森林整備事業（公共） 

国土の保全や水源の涵養といった水土保全機能、生物の生息・生育の場としての

生態系を保全する機能及び林産物を供給する機能等国民のニーズに応じた森林の有す

る多面的機能を持続的に発揮させるため、多様で健全な森林づくりを推進する。育成

途中にある水土保全林（土壌の保持や保水機能を重視する森林）のうち、機能が良好

に保たれている森林の割合は、平成 25 年度までの目標値 78.68％に対し、平成 23 年

度は 73.70%、平成 24 年度は 73.77％である。 

 

③ 多様な主体による森林づくり活動の促進 

森林の保全・整備については、森林所有者だけでなく、流域住民や事業者など多

様な主体が参加することが重要であり、こうした活動を促進するための施策を講じ、

平成 24 年度はＮＰＯ等の７団体、平成 25 年度はＮＰＯ等の３団体に支援を実施して

いる。 
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図表Ⅲ－28.                           図表Ⅲ－29. 

  

 

ｃ）川の流れの保全・回復や貯留浸透・涵養能力の保全・向上、面源からの負荷の削減

を目的とする農村部及び都市郊外部での取組の状況 

 

８．農村・都市郊外部においては、川の流れの保全や回復と、流域の貯留浸透・涵養能

力の保全・向上や面源からの負荷の削減を今後とも図る必要がある。このため、里地

里山の保全、緑地の保全、緑化、適正な施肥の実施、家畜排せつ物の適正な管理を推

進する。水源涵養機能等の農業の多面的機能は、農業の持続的な営みを通じて発揮さ

れることから、水田や畑地の保全を推進し、耕作放棄地の発生を防止する。また、地

域住民を含め多様な主体の参画を得て、水田や水路、ため池など農地周りの水環境の

保全活動を進めるとともに、環境との調和に配慮しつつ基盤整備を推進する。あわせ

て、地盤沈下などが発生するおそれのある地域では、継続して監視を行うとともに、

地下水利用の適正化や表流水への転換を含めた代替水対策を進める。 

以上を推進するため、以下の取組を行っている。 

 

① 雨水貯留浸透施設の整備及び雨水利用の促進  再掲 Ｐ55 １．② 

 

② 里地里山の保全 

里地里山の保全活動を効率的かつ持続可能な取組とするため、技術研修会の開

催、先進的な事例に関する情報共有、対象地域の選定方法や取組に関する評価手法の

提供などを実施した。また、多様な主体の参画を図るため、都市と地域を結んだ里地

里山の保全管理を進めるための「新たな共同管理のための手引書」を平成 24 年度に

作成・公表した。 

 

③ 治山事業（公共）  再掲 Ｐ64 ７．① 
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④ 家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律 

家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進を図り、畜産業の健全な発展に資す

ることを目的に、家畜排せつ物の処理・保管施設の構造基準等を内容とする管理基準

の策定し、法施行状況調査(平成 23 年 12 月１日時点)については、管理基準対象農家

53,160 戸の約 99.9％が管理基準に適合との結果である。 

 

⑤ 持続的な農業生産方式の導入の促進 

環境と調和のとれた持続的な農業生産の確保を図るため、土づくりと化学肥料、

化学合成農薬の使用低減に一体的に取り組む農業者（エコファーマー）を認定し、支

援措置を講じることにより持続性の高い農業生産方式の導入を促進。平成 24 年度末

現在のエコファーマー累積新規認定件数は 278,540 件であり、平成 26 年度までに 34

万件とすることを政策目標としている。 

 

⑥ 環境保全型農業直接支援対策の推進 

平成 23 年度から、化学肥料・化学合成農薬の５割低減の取組とセットで、地球温

暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動に取り組む農業者等を支援。平成

23 年度の実施面積は 17 千 ha、平成 24 年度の実施面積は 41 千 ha（前年比約 2.5

倍）（H24 耕地面積 4,549 千 ha）と大幅に増加しており全国的に取り組まれている。 

 

⑦ 農業環境規範の普及・定着 

土づくりの励行や、適切で効果的な施肥等、農業者が農業生産活動において実行

されるべき基本的な取組として取りまとめた「環境と調和の取れた農業生産活動規範

（農業環境規範）」を平成 17 年に策定し、その普及・定着を推進。取組の普及・定

着を図るため、補助事業等の要件等について、農業環境規範を関連づけることを実施

しており、平成 25 年度は 38 事業において実施している（平成 24 年度：38 事業）。 

 

⑧ 有機農業の推進 

有機農業への参入支援、栽培技術の体系化や有機農産物の理解促進等の地域段階

だけでは対応困難な取組の推進とともに、有機農業に取り組む産地の供給力拡大のた

めの安定供給力強化等の取組を支援。平成 24 年度において、有機農業の参入希望者

を対象とした相談活動、栽培技術の体系化を推進するためのマニュアルの作成、実需

者に対する有機ＪＡＳ認定農産物の取扱促進のための講習会、地域ブロック毎のマッ

チングフェアの開催及び有機農業に取り組む産地 50 地区の収益力を向上させるため

の取組に対して支援している。平成 25 年度においては、有機農業が地域に定着する

ことによる経済的波及効果等についても収集・分析等の取組、有機農業に取り組む産

地の供給力拡大のための安定供給力強化等の取組も支援している。 

 

⑨ 耕作放棄地対策の推進 

最も基礎的な生産基盤である農地が減少する中、耕作放棄地の面積が増大してい

る状況であり、耕作放棄地の再生・利用を図り、農地を確保し、我が国の食料供給力
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の強化を図るため、基盤整備を通じた耕作放棄地の有効活用、中山間地域等直接支払

や農地・水保全管理支払による耕作放棄地の発生防止、放牧利用や市民農園としての

利用促進、農業委員会が農地の利用状況調査や遊休農地の農業上の増進を図るために

必要な指導等の活動支援、耕作放棄地再生利用緊急対策交付金による荒廃した耕作放

棄地の再生利用に対する支援等、各般の施策を講じてきている。農用地区域における

荒廃した耕作放棄地の解消面積は、平成 22 年度が 7.2 千 ha、平成 23 年度が 8.8 千

ha（平成 22～26 年度の解消目標面積は６千 ha/年）である。 

 

⑩ 農地・水保全管理支払交付金の推進 

地域共同で行う、水路の草刈り、泥上げ、農道の砂利補充などの農地、水路等の

資源の日常の管理と、水質保全、生態系保全などの農村環境の保全のための活動への

支援（共同活動支援）、集落の手による農業用用排水路等の長寿命化の取組、水質や

土壌等の高度な保全活動を行う集落への支援等（向上活動支援）を実施している。共

同活動支援については、全国約 146 万 ha（平成 24 年度）において取組を行っている。

中山間地域等直接支払交付金と併せ、平成 28 年度において約 200 万 ha の農地におい

て農地・農業用水等の保全管理に係る協定に基づく地域共同活動により適切な保全管

理を実施することとしている。 

 
図表Ⅲ－30． 図表Ⅲ－31． 

  
１）取組面積は、道府県別面積の小数点以下を四捨五入し、合計した

もの。 

２）平成 23 年度取組状況は、平成 24 年５月 31 日現在で取りまとめた

数値。 

３）取組面積は、水環境の整備に限ったものではなく、農道等の整備

も含む何らかの整備を行った農地エリア全体の面積であるという

点に留意が必要。 

１）平成 24 年度は、「農業生産基盤の整備において農村環境の創造に着手した地域

の数」という項目で集計を行っている。 

２）地域数は、水環境の整備に限ったものではなく、景観に配慮した整備等何らか

の整備を行った全体の地域数であるという点に留意が必要。 

 

⑪ 多自然川づくりの推進  再掲 Ｐ59 ４．② 
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⑫ 地盤沈下等水管理の推進 

地下水・地盤環境の保全を図ることを目的に、地下水質測定（平成 24 年度 1,267

市区町村）、地盤沈下測量（平成 24 年度 21 都道県 31 地域）の取りまとめを行って

いる。また、地下水流域全体の地下水・地盤環境情報を統合的に捉えて「地下水の保

全と利用のガイドライン（仮称）」を策定することを目標とし、平成 24 年度から検

討会を開催している。 

図表Ⅲ－32． 図表Ⅲ－33． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑬ 地下水の保全と利用の適正化 再掲 Ｐ57 ３．① 

 

⑭ 流域視点からの硝酸性窒素対策の推進 再掲 Ｐ58 ３．③ 

 

ｄ）河川流量の低下、親水性の低下、ヒートアイランド問題等への対策を中心とする

都市部での取組の状況 

 

９．都市部においては、水循環の変化による問題が現れやすく、河川流量の減少、親水

性の低下、ヒートアイランド現象等が依然として問題となっており、貯留浸透・涵養

機能の回復など、可能な限り自然の水循環の恩恵を増加させる方向で関連施策の展開

を図る必要がある。このため、地下水涵養機能の増進や都市における貴重な貯留・涵

養能力を持つ空間である緑地の保全と緑化を推進するとともに、都市内の水路等の創

出・保全を図る。また、地下水涵養を促進するため、雨水浸透施設の整備、流出抑制

型下水道の整備、透水性舗装の促進等を進める。さらに、雨水や下水処理水等の生活

用水としての利用等を進めるとともに、貯水池の弾力的な運用や下水の高度処理水等

の河川還元等による流量の確保等の取組を進める。河川護岸の整備に際しては、多自

然川づくり等自然に配慮した河川整備を進めること等により水辺の自然環境を改善

し、生物の良好な生息・生育の場の確保に努める。この他、親水性の向上、ヒートア

イランド対策等への活用が有効な地域では、都市内河川、下水の高度処理水等の利用

や地中熱、下水熱の利用を環境影響に配慮しつつ進める。地下水使用の抑制が必要な

地域においては、表流水への転換を含めた代替水対策や地下水採取規制が行われてい

ない地域での地下水使用の合理化等を進める。 
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以上を推進するため、以下の取組を行っている。 

 

① 都市公園の整備、緑地保全等の推進                       図表Ⅲ－34． 

都市における緑とオープンスペースの確保

を図るため、都市公園の整備、緑地保全等を

推進する。（都市域における水と緑の公的空

間確保量：12.0 ㎡/人（Ｈ18 年度）→12.7

㎡/人（Ｈ23 年度）、目標値→13.5 ㎡/人

（Ｈ28 年度）） 

 

 

② 雨水貯留浸透施設の整備及び雨水利用の促進 再掲 Ｐ55 １．② 

 

③ 下水処理水の再利用等による水循環系の健全化 再掲 Ｐ55 １．① 

 

④ 多自然川づくりの推進 再掲 Ｐ59 ４．② 

 

⑤ 先進的地中熱利用ヒートポンプシ         図表Ⅲ－35． 

ステム導入促進事業               

二酸化炭素排出削減効果やヒ

ートアイランド緩和効果が期待

される地中熱利用ヒートポンプ

の普及促進を図ると同時に地中

熱利用が地下水・地盤環境へ影

響を及ぼすことを防止するた

め、モニタリング機器を備えた

先進的地中熱利用ヒートポンプ

システムを導入する事業への補助事業を平成 25 年度から実施し、30～50 件の応募を

見込んでいる。また、「地中熱利用にあたってのガイドライン」を改訂することを目

標とし、平成 24 年度から検討会を開催している。 

 

⑥ 下水熱利用の促進 

下水熱は都市に豊富に存在する温度差エネルギーであり、冷暖房や給湯等に活用

することで、省エネ・省ＣＯ2 効果が発揮されるとともに、大気への廃熱の削減によ

るヒートアイランド抑制効果があることから、制度面・技術面等から下水熱利用を推

進するため、社会資本整備総合交付金等による下水熱利用設備の導入支援、平成 24

年度からは低コスト型下水熱利用システムの実証事業を実施、また産官学による下水

熱利用促進協議会を設置したところであり、さらには平成 23 年度、24 年度には、民

間事業者による下水熱利用に係る規制緩和を実施している。（地域冷暖房への活用事

例３件、下水道管理者による場外利用事例７件（Ｈ22 年度）） 
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⑦ 地盤沈下等水管理の推進  再掲 Ｐ68 ８．⑫ 

 

⑧ 地下水の保全と利用の適正化 再掲 Ｐ57 ３．① 
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今後の課題 

 

○ 水資源の確保や環境の保全の観点から、水の適正な利用を通じた健全な水循環を確保

することが重要である。関係各省をはじめ、関係者が十分に連携し、健全な水循環の形

成のための施策を総合的に推進していく必要がある。 
 
○ 海域（特に閉鎖性海域）及び湖沼の水環境改善のため、国民の実感にあった分かりや

すい目標設定を行うことが肝要である。このため、下層における水生生物の生息への影

響に着目した下層の溶存酸素（下層ＤＯ）、水生植物の生育への影響に着目した透明度

について、関係者の意見も聞きつつ、環境基準化に向けた具体的な検討を進める必要が

ある。 
 
○ 地下水環境基準超過率の高い硝酸性窒素・亜硝酸性窒素について、対策を一層推進す

る必要がある。その際、その発生源が多岐にわたりまた面的であり、排水規制等の一律

規制・点源対策では限界があることから、各地域における面的発生源（生活排水・農畜

産業等）等の状況に合わせた、地域的・総合的な施策を推進する制度の構築が必要であ

る。また、このような面的発生源等の対策の検討においては、湖沼等を含む流域全体に

おける健全な窒素循環の確保や、資源としての窒素の有効活用といった視点も考慮すべ

きである。 
 
○ 国民の生活に欠くことのできない水道水の原水水質の保全の観点から、平成 24 年５

月に利根川水系で発生したヘキサメチレンテトラミン流出事故による大規模な断水事案

の経験を踏まえ、水質事故等により公共用水域に大量に流出した場合に給水に支障を及

ぼすような物質（水質事故の原因物質）についての知見を収集し、排出側での適切な管

理を促進するとともに、水道側の水質事故への対応能力の向上を図る必要がある。 
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重点検討項目②：水環境改善のための取組 

 

水質の改善がなかなか見られず、水環境を改善する観点から、以下のａ）からｄ）の

項目について点検を実施した。 

 

ａ）湖沼における水質改善、湖辺の植生や水生生物の保全等湖辺環境の保全に向けた

取組の状況 

ｂ）閉鎖性海域における水質改善、干潟、海浜、藻場等の保全・再生、底質環境の改

善、里海の創生に向けた取組の状況 

ｃ）海洋汚染の防止を図るための取組の状況 

ｄ）国際協力・連携の取組の状況 

 

（１）環境基本計画における施策の基本的方向 

 

○ 環域全体を視野に入れ、水循環の健全化に向けた取組を推進し、特に水質改善が

進んでいない閉鎖性水域の対策を進める。 

○ 水質、水量、水生生物等、水辺地を総合的に捉えて様々な水環境保全施策を展開

するとともに、環境への負荷が自然浄化能力を超えないようにするため、水利用

の各段階における負荷の低減と汚染の未然防止が図られるよう必要な対策を講じ

る。 

○ さらに、海岸漂着物等の対策を引き続き実施するとともに、我が国における水環

境保全に関する技術と経験をいかし、国際協力・連携の取組を推進する。 

 

（２）主な取組状況等 
 

ａ）湖沼における水質改善、湖辺の植生や水生生物の保全等湖辺環境の保全に向けた

取組の状況 

 

10．湖沼等の閉鎖性水域については、それぞれの地域の特性を踏まえ、流域全体を視野

に入れて、山間部、農村部・都市郊外部、都市部における施策の総合的、重点的な推

進を図る。また、流域からの負荷削減の取組が進んでいるものの、底質に蓄積された

汚濁物質の溶出や内部生産の影響により水質改善が未だ十分でないことから、底質環

境を含む水環境中における汚濁物質などの状況の把握を進める。 

浄化の機能及び生物多様性の保全及び回復の観点から、湖沼においては、湖辺の植

生や水生生物の保全等湖辺環境の保全を図る。 

以上を推進するため、以下の取組を行っている。 
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① 土地利用調整 

公害の防止、水源である湖沼の保全を含めた自然環境及び農林地の保全、歴史的

風土の保存、治山、治水等に配慮しつつ、土地利用の規制に関する措置を図るための

土地利用調整会議等の運用が図られている。 

 

② 水質保全対策事業（水質保全施設整備） 

農地等から閉鎖性水域など公共用水域へ排出される汚濁負荷量の削減を推進し、

水資源の総合的な保全に資するため、浄化水路や曝気施設等の浄化施設整備等を推

進。平成６年度の事業開始から、全国で 37 地区（うち閉鎖性水域関係 15 地区）を完

了して水環境保全に貢献している。 

 

③ 持続的な農業生産方式の導入の促進 再掲 Ｐ66 ８．⑤ 

 

④ 環境保全型農業直接支援対策の推進 再掲 Ｐ66 ８．⑥ 

 

⑤ 農業環境規範の普及・定着 再掲 Ｐ66 ８．⑦ 

 

⑥ 有機農業の推進 再掲 Ｐ66 ８．⑧ 

 

⑦ 下水の高度処理等による水環境の保全  

汚濁負荷を削減するため、流域別下水道整備総合計画の策定・見直しを進め、こ

れに基づく下水処理施設における高度処理を推進するとともに、合流式下水道の改善

対策等を推進している。 

○ 高度処理実施率 実績：約 33％（平成 23 年度）目標：約 43％（平成 28 年度）

（高度処理実施率＝高度処理実施済みの人口／高度処理が必要な区域の人口） 

○ 合流式下水道改善率 実績：約 51％（平成 23 年度）目標：約 100％（平成 35 年

度）（合流式下水道改善率＝雨天時において公共用水域に放流される汚濁負荷量

が分流式下水道並以下までに改善されている区域の面積／合流式下水道により整

備されている区域の面積） 

 

⑧ 非特定汚染源対策の推進 

平成 17 年の湖沼法改正を受け、全国 11 の全ての指定湖沼にて流出水対策推進地

区が指定され、各自治体において非特定汚染源対策が進められている。さらなる対策

推進に向け、対策効果把握等の検討を行い、「非特定汚染源の推進に係るガイドライ

ン」の改訂を進めている。 

 

⑨ 底質環境を含む水環境中における汚濁物質などの状況把握 

湖沼への流入負荷量は主に生活系の負荷の削減で経年的に減少してきているが、

ＣＯＤ（化学的酸素要求量）は改善の傾向がみられない。その原因として底泥溶出、

内部生産、難分解性有機物（微生物に分解されにくい有機物）の存在等の影響が考え
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られることから、これら要因の水質に及ぼす影響の実態把握に努めている。平成 24

年度は、難分解性有機物の実態把握のため全国 19 湖沼において調査を実施した。 

 

図表Ⅲ－36. 

湖沼における汚濁負荷量の推移 

  

   

 

⑩ 自然浄化機能を活用した有効な水質保全対策の推進 

平成 23 年度及び平成 24 年度に公募により選定した６湖沼において、植生等によ

る自然浄化機能を活用した実証事業を実施している。本事業により自然浄化機能を活

用した効果的な水質や生物生息場等の保全対策の確立を目指すとともに、湖辺環境保

全の取組の促進を図っている。 

 

⑪ 健全な内水面生態系復元等推進事業 

内水面漁場環境の保全、カワウ･外来魚駆除等に係る漁業関係者の取組を促進する

ことで、在来魚漁獲量・生産量を維持・回復し、淡水魚介類の安定供給を図る。平成

24 年度は、特にカワウ対策として、追払い・駆除数：12 万羽を目標に全国内水面漁

業協同組合連合会及び全国６ブロックにおいて事業を実施し、当該目標を達成したと

ころ（追払い・駆除数：36 万羽）。 

一方で、カワウ被害は広域・増加傾向にあることから、目標を見直しつつ、更な

る事業実施が必要。 

 

⑫ 環境技術実証事業（湖沼等水質浄化技術分野） 

既に適用可能な段階にありながら、普及が進んでいない先進的環境技術につい

て、第三者が客観的に実証する事業を実施することにより、普及を促進する。当分野

では、汚濁物質及び藻類の除去、透明度の向上等の技術について、平成 17 年度から

平成 24 年度までに 21 技術について実証している。 

  

 
 

出典）関係県による算出値 
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ｂ）閉鎖性海域における水質改善、干潟、海浜、藻場等の保全・再生、底質環境の改

善、里海の創生に向けた取組の状況 

 

11．内湾等の閉鎖性水域については、それぞれの地域の特性を踏まえ、流域全体を視野

に入れて、山間部、農村部・都市郊外部、都市部における施策の総合的、重点的な推

進を図る。また、流域からの負荷削減の取組が進んでいるものの、底質に蓄積された

汚濁物質の溶出や内部生産の影響により水質改善が未だ十分でないことから、底質環

境を含む水環境中における汚濁物質などの状況の把握を進める。 

浄化の機能及び生物多様性の保全及び回復の観点から、閉鎖性海域においては、失

われつつある自然海岸、干潟、藻場等浅海域について、適切な保全を図り、干潟・海

浜、藻場等の再生、底質環境の改善に向けた取組を推進する。また、自然生態系と調

和しつつ、栄養塩類の管理などを通じ、人の手を適切に加えることにより、高い生産

性と生物多様性の保全・向上が図られる「里海」の創生を進める。 

以上を推進するため、以下の取組を行っている。 

 

① 海の再生等閉鎖性水域における総合的な取組の推進 

東京湾等の閉鎖性海域の水質改善に向けて、関係省庁及び関係地方公共団体等が

連携して、水質環境改善のための行動計画を策定し、総合的な施策を推進している。 

東京湾においては、平成 15 年に策定した「東京湾再生のための行動計画（第一期

計画）」から 10 年が経過し、東京湾全体の底層の溶存酸素量（ＤＯ）に明らかな改

善傾向は認められないものの、流域からの汚濁負荷である化学的酸素要求量（ＣＯ

Ｄ） 窒素リンの発生汚濁負荷量は着実に減少し再生された干潟や浅場で生物の生息

が確認されるなど、取組に対する一定の成果が認められた。これを受け、平成 25 年

５月に第二期計画（計画期間平成 25 年～34 年度）を策定し、「快適に水遊びがで

き、「江戸前」をはじめ多くの生物が生息する、親しみやすく美しい「海」を取り戻

し、首都圏にふさわしい「東京湾」を創出する。」との全体目標を設定した。 

 

② 今後の総量削減制度の在り方の検討に向けた総合調査 

各指定水域の現状と課題を踏まえた水環境状況の評価及び将来水質の予測等を実

施することにより、次期水質総量削減の制度の在り方の検討に向けた調査を行ってい

る。特に、瀬戸内海においては、湾・灘ごとの海域の特性を把握し、季節性も含めた

きめ細やかな水質管理方策が課題となっており、その調査を行っている。 

 

③ 窒素、りんの排水規制に係る全国閉鎖性海域一斉点検 

水質汚濁防止法等により、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれ

のある海域として、日本全国 88 箇所の閉鎖性海域が定められており、窒素及びりん

の含有量について排水規制が行われている。これらの海域における水環境データを収

集・分析した。また、平成 25 年９月に期限を迎える窒素、りんの暫定排水基準が適

用されている５業種について、一般排水基準への移行に向けた検討のため、排出水の



 

- 76 - 

 

水質や排水処理の技術動向等の実態を調査し、暫定排水基準について９月４日に省令

を改訂した。 

 

④ モニタリング（汚濁物質などの状況把握）        図表Ⅲ－37． 

環境省では、東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海に

流入する河川の流域について、発生負荷量及び

海域への流入負荷量の状況を経年的に把握する

とともに、各海域の水質等について統一的な手

法による調査を通じて汚濁状況を的確に把握す

ることにより、水質総量削減の効果の評価に資

するための総量削減状況等のモニタリングを実

施している。汚濁負荷量は各指定水域において

順次削減が進んでいる状況である。 

国土交通省では、閉鎖性水域の海洋環境保全

のため、各種環境モニタリングを実施してい

る。 

○ 千葉灯標に設置したモニタリングポストに

おける水質の常時観測 

○ 地球観測衛星による観測データを利用した

東京湾内の広域にわたる赤潮等の発生、挙

動、消滅等を把握 

○ 海上保安庁の測量船による瀬戸内海におけ

る貧酸素水の実態把握調査 

 

⑤ 瀬戸内海環境保全基本計画の変更 

瀬戸内海における水質管理、底質環境の改善、沿岸域における良好な環境の保全･

再生・創出、自然景観及び文化的景観の保全、地域における里海づくりに向けて、瀬

戸内海環境保全特別措置法に基づく瀬戸内海環境保全基本計画について点検及び見直

しを行っている。 

 

⑥ 有明海・八代海等の再生 

有明海及び八代海等を再生するための特別措置に関する法律に基づく、有明海・

八代海等総合調査評価委員会(以下、「評価委員会」という。）に報告された解決す

べき諸問題について調査し、当該海域の環境保全及び改善を図る。平成 24 年度は、

評価委員会に小委員会を設置し、生物・水産資源・水環境を巡る諸問題や再生の評価

にかかる情報の収集・整理・分析を行った。 

 

⑦ 第二期水環境改善緊急行動計画（清流ルネッサンスⅡ） 再掲 Ｐ56 １．⑤ 

 

⑧ 下水の高度処理等による水環境の保全 再掲 Ｐ73 10．⑦ 

東京湾、伊勢湾、瀬戸内海における汚濁負荷量の推移 

出典）発生負荷量管理等調査（環境省）及び関係都府県による推計結果 

備考）窒素・りんの S54～H06（点線の棒グラフ）は関係都府県による推

計値、グラフ右端の H21、H26 は目標値。 
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⑨ 持続的な農業生産方式の導入の促進  再掲 Ｐ66 ８．⑤ 

 

⑩ 環境保全型農業直接支援対策の推進  再掲 Ｐ66 ８．⑥ 

 

⑪ 農業環境規範の普及・定着  再掲 Ｐ66 ８．⑦ 

 

⑫ 有機農業の推進  再掲 Ｐ66 ８．⑧ 

 

⑬ 水産環境整備事業 

水産生物の動態、生活史に対応した良好な生息環境空間を創出し、もって、水産

資源の持続的利用と水産物の安定供給を図ることを目的に、より広域的・俯瞰的な視

点をもって漁場の整備と水域の環境保全対策を総合的かつ一体的に実施している。平

成 24 年度は全国の閉鎖性水域のうち 14 地区において堆積物の除去や覆砂、藻場・干

潟の整備等の水域環境保全のための事業を実施した。 

 

⑭ 干潟の再生 

閉鎖性海域において環境の保全・再生を図るため、港湾整備等により発生する浚

渫土砂を有効活用し、干潟の再生の取り組みを行った。 

 

⑮ 底質環境の改善に向けた取組 

赤潮・青潮の発生原因と考えられている、海水交換の悪化、富栄養化に対して、

港湾整備等により発生する浚渫土砂を有効活用し、覆砂・深掘り跡の埋め戻しを行い

底質環境の改善を図った。 

 

⑯ 海域の物質循環健全化計画（ヘルシープラン）の策定 

栄養塩類負荷発生状況、水質・底質の状況、漁獲量の状況等を把握するととも

に、海域バイオマスの増殖・回収機能強化に関する調査、物質収支モデルを用いた要

因分析及び循環量の評価、新たな技術開発動向も踏まえた対策の抽出等を行い、具体

的な行動計画を当該海域の「ヘルシープラン」として策定することを目的に、平成

24 年度に、兵庫県播磨灘北東部及び愛知県三河湾をモデル地域として、それぞれの

海域のヘルシープランを策定するとともに、「海域のヘルシープラン策定の手引き」

を作成した。 

 

⑰ 里海の創生 

人間の手で管理がなされることにより生産性が高く豊かな生態系を持つ「里海」

の創生を推進し、人間と海が共生する豊かな沿岸環境の実現を目指す。当該施策は、

平成 20 年度から平成 22 年度まで「里海創生支援事業」を実施し、モデル地域におけ

る里海づくりの取組を支援するとともに「里海づくりの手引書」を策定し、全国 123

の里海の取組を紹介した。平成 24 年度からは「里海復興プラン策定事業」を実施し、

岩手県宮古湾をモデル地域として現地調査や情報収集を行い、アマモ場の復興を核と
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した「宮古湾里海復興プラン」を策定した。里海については、今後どのように推進す

るかが、課題である。 

 

図表Ⅲ－38． 

主要な閉鎖性海域の干潟・藻場面積 

 
 

⑱ 環境技術実証事業（閉鎖性海域における水環境改善技術分野） 

既に適用可能な段階にありながら、普及が進んでいない先進的環境技術について、

第三者が客観的に実証する事業を実施することにより、普及を促進する。当分野では、

水質及び底質の直接浄化、または生物生息環境の改善技術などについて、平成 19 年

度から平成 24 年度までに 14 技術を実証した。 

  

 
  1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 出典等 

千葉県 

干潟面積（ha） 1686.0            1805.2                                    

藻場面積（ha） 954.0              1194.3                                    

東京都 

干潟面積（ha） 16.0             16.0                                    

藻場面積（ha） 1074.0              794.0                                    

神奈川県 

干潟面積（ha） 59.0              59.0                                    

藻場面積（ha） 3987.0              3987.0                                   

藻場造成面積

(ha) 
              0.1  0.2  0.3  0.5  0.7  0.8  0.8  0.9  0.9  0.9  2003 以降：神奈川県水産課調べ 

愛知県 

干潟面積（ha） 2083.0              2061.5              1783.0                    
2003：藻場・干潟環境保全調査結果（H15・社団法人海と渚環境美

化推進機構） 
藻場面積（ha） 956.0              859.0              991.0                    

三重県 

干潟面積（ha）    962  
 

          934.2        1100.0                  1268.0        2000：三重水研報 第 17 号 平成 21 年 10 月 

三重県における伊勢湾のアサリ漁業の変遷と展望（総説） 

1990/2009：藻場・干潟等分布状況マップ作成委託業務 報告書,平

成２２年３月 三重県 藻場面積（ha） 8279.0  3612.0            6748.1        235.0                  2548.0        

大阪府 

干潟面積（ha） 2.0              78.9                      72.9            
 

藻場面積（ha） 287.0              36.8       289.0  290.0    336.0  338.0  345.0  345.0  349.0  354.0  356.0  360.0  361.0  362.0  
2000 以降：環境省調査データ値（1989 年）に、事業面積を加えた推

定値（大阪府水産課データ） 

兵庫県 

干潟面積（ha） 69.0 135.0            
未調

査 

              135.0      126.4            1990/2004：県水産技術センター（播磨灘のみ） 

藻場面積（ha） 1654.0  1202.0                          1267.0      1372.0            1990/2004/2007：藻場干潟造成指針（Ｈ19.3 兵庫県） 

和歌山県 

干潟面積（ha） 87.0             94.0      約 72         118.3      
   1999～2002：わかやま海域研究機関、平成１１～１４年度干潟調査

報告書 

藻場面積（ha） 1224.0              1205.0                                    

岡山県 

干潟面積（ha） 566.0              566.0                      527.4              

藻場面積（ha） 934.0              883.0                      1397.0             2007：岡山県調査 

広島県 

干潟面積（ha） 1024.0              1067.5                      1185.5            
 

  
藻場面積（ha） 2059.0              1841.7                                 

山口県 

干潟面積（ha） 2361.0             2814.6                      2986.9              

藻場面積（ha） 7681.0              5421.4                                    

徳島県 

干潟面積（ha） 124.0             

未調

査 

                    192.1            

  

1989 以降：県の水産部署における独自調査 
藻場面積（ha） 

45.0                          64.0                    

476.0                                233.0              

香川県 

干潟面積（ha） 977.0              900.5                      697.7            

2010：平成 22 年度香川県海域藻場分布実態調査委託業務報告書 

藻場面積（ha） 1767.0              1194.5                            2398.0      

愛媛県 

干潟面積（ha）   706.0             827.2                    
 

781.0            
  

  
藻場面積（ha） 6208.0              1698.2                                  

福岡県 

干潟面積（ha）  4,156.0             4323.9                      1665.4              

藻場面積（ha） 5236.0              3909.0                                    

大分県 

干潟面積（ha）  4,046             3728.9                      3637.7              

藻場面積（ha） 3990.0              3990.0                                   

                          

 各都府県共通出典資料 

1989：第 4 回自然環境保全基礎調査（H6・環境庁） 

1996：第 5 回自然環境保全基礎調査（H10・環境庁） 

2007：平成 18 年度瀬戸内海干潟実態調査報告書(H19・環境省） 
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ｃ）海洋汚染の防止を図るための取組の状況 

 

12．海洋汚染の防止を図るため、陸域からの負荷の削減などの適切な対策を進めるとと

もに、陸域からの負荷とその影響について調査研究を進める。また、海洋環境の保全

に当たっては、海域を共有する関係各国間の協力が重要であり、海洋環境に係るデー

タの集積、国際的なルールに基づく国内対応の着実な推進、国際協力体制の構築の推

進を図る。さらに、海岸漂着物等については、その円滑な処理と効果的な発生抑制を

図るとともに、漂流ごみ及び海底ごみについても実態の把握に努める。 

以上を推進するため、以下の取組を行っている。 

 

① 下水の高度処理等による水環境の保全 再掲 Ｐ73 10．⑦ 

 

② 海の再生等閉鎖性水域における総合的な取組の推進  再掲 Ｐ75 11．① 

 

③ 第二期水環境改善緊急行動計画（清流ルネッサンスⅡ） 再掲 Ｐ56 １．⑤ 

 

④ 海洋環境モニタリング                            図表Ⅲ－39． 

廃棄物の海洋投入処分に係る規制

の適切な実施及び我が国周辺海域に

おける海洋環境保全対策を効果的に

実施するため、環境省では、我が国

周辺海域における陸上・海上起因の

汚染物質による影響の経年的変化を

適切に把握している。 

 

 

⑤ 海洋汚染調査 

外洋に面した 12 の内湾域から外洋域にかけての汚染物質の拡がりの状態を把握す

るため、採水、採泥を実施し、海水及び海底堆積物中の油分、ＰＣＢ、重金属、有機

スズ化合物、ＣＯＤを分析し、報告書をインターネットにより公開している。（昭和

47 年度より継続実施） 

 

⑥ 廃棄物その他の物の投棄による海洋汚染の防止に関する条約及び同条約の議定書

（以下｢ロンドン条約・議定書」という｣を通じた取組 

船舶等に積み込んだ廃棄物を海洋において投棄することを規制するための国際条

約であるロンドン条約・議定書に加盟し、その着実な実施に貢献することで、海洋投

棄による海洋環境の汚染防止に取り組んでいる。 

我が国では「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律」において、廃棄物の

海洋投入処分は原則禁止となり、一部の廃棄物の海洋投入処分や二酸化炭素の海底下

１）一般廃棄物の海洋投入処分は、平成 19 年４月１日より禁止され

ている。 
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廃棄は環境大臣の許可制となっている。産業廃棄物の海洋投入処分量については年々

減少傾向にあるが、他の締約国と比較すると多い状況にある。 

 

⑦ マルポール条約に基づく国内対応（海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律）

の着実な推進 

平成 24 年度は、船舶の通常の運行中に生じた廃棄物の海洋への排出を原則禁止と

したマルポール条約附属書Ｖの改正に伴い、これを国内担保するため、同法施行令及

び施行規則について所要の改正を行った。 

 

⑧ 北西太平洋地域海行動計画（ＮＯＷＰＡＰ）を通じた取組 

北西太平洋地域海行動計画（ＮＯＷＰＡＰ）は、国連環境計画（ＵＮＥＰ）の提

唱する閉鎖性水域の海洋汚染の管理と海洋及び沿岸域の資源の管理を目的とした地域

海計画（Regional Sea Programme）のひとつである。ＮＯＷＰＡＰには、中国、韓

国、ロシアとともに参加し、北西太平洋地域（日本海及び黄海）における海洋環境の

状況調査、データベース構築、緊急時行動計画の策定、漂流・漂着ごみ対策等の取組

を行っている。 

外務省、環境省及び国交省は、平成 24 年 11 月に韓国済州島で開催された第 17 回

ＮＯＷＰＡＰ政府間会合に参加し、日本の海洋ごみへの取組紹介やＮＯＷＰＡＰ運営

に関する議論を行った。 

また、環境省においては、人工衛星からの海洋環境データを受信、解析し、デー

タベース化する環日本海海洋環境ウォッチシステムを平成 14 年度より運用してい

る。アクセス件数が年々増加しており、2007 年には約 12,000 件/月であったもの

が、2012 年度実績では約 15,000 件/月に増加している。 

 

⑨ 船舶バラスト水及び沈殿物の制御及び管理のための国際条約（仮訳）に規定される

バラスト水処理装置に係る承認 

船舶のバラスト水※を介した水生生物等の移動による生態系への被害を防止するた

め、バラスト水排出基準等が定められた「バラスト水管理条約」が採択されており、

本条約を我が国が締結し、発効した際には、我が国船舶は当該基準を満たす必要があ

る。これを受け、当該基準を満たすことができる日本国籍船舶用バラスト水処理装置

の承認を進めている。平成 24 年度末時点で、８機種に承認を与えている。 

※船舶の復原性を保つため、「おもし」としてバラスト水タンクに注水される水のこ

と 

 

⑩ 漂流・漂着・海底ごみに係る削減方策総合検討事業 

環境省では、我が国における海岸漂着物の現存量の把握、海岸漂着物発生源対策

の事例収集を行い、効果的な施策の検討に役立てている。同事業は平成 19 年度より

実施しているが、地域グリーンニューディール基金事業の成果等（同事業で回収した

ごみの総量は約６万トン）を含む漂流・漂着・海底ごみの状況把握や、海岸清掃事業

マニュアル、海岸漂着物流出防止ガイドラインの策定等の取組が着実に進んでいると
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ころである。平成 24 年度は、漂流・漂着・海底ごみに係る現地調査を全国 16 箇所に

おいて実施した。この調査により、全国における平均的な海岸漂着ごみの総量は、平

成 23 年度において、重量ベースで約８万トンと推計された。海岸漂着物について

は、単に景観の問題だけでなく、微細化したプラスチックごみの自然環境への影響等

も懸念されているところ、単に海岸に漂着したごみを回収・処理するだけではなく、

海岸漂着物の発生を根本から抑制していく視点が重要である。 

 

⑪ 災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業 

洪水、台風等により海岸に漂着した流木及びゴミ等並びに外国から海岸に漂着し

たものと思われる流木及びゴミ等が異常に堆積し、これを放置することにより、海岸

保全施設の機能を阻害することとなる場合に、海岸管理者が緊急的に流木等の処理を

実施。平成 24 年度は、災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業を８県において

実施した。 

 

ｄ）国際協力・連携の取組の状況 

 

13．我が国の水環境と世界の水環境が密接につながっていることを踏まえ、国際的な視

野にたって、諸外国における水環境の保全・改善に貢献することが重要である。 

このため、我が国における水環境保全に関する技術と経験をいかし、官民を含む多

様な主体の連携を深めながら、制度移転や技術的支援、インフラ整備支援を推進する

など国際協力・連携の取組を推進する。 

また、水利用による環境影響の評価であるウォーターフットプリントの算出プロセ

スが、節水・省水・排水処理等の我が国の水資源の確保・水環境の改善に関する高い

意識や技術をより適切に評価するものとなるよう、積極的な役割を果たしていく。 

さらに、将来的に大きな水需要の拡大が見込まれているアジア・中東等の地域にお

いて、「量」と「質」の両面から顕在化している水問題に対処するため、官民一体と

なった積極的な取組を通じ、我が国の水関連産業の国際競争力強化を通じた海外の水

環境の改善を図る。 

以上を推進するため、以下の取組を行っている。 

 

① 廃棄物その他の物の投棄による海洋汚染の防止に関する条約及び同条約の議定書

（以下｢ロンドン条約・議定書」という）を通じた取組 再掲 Ｐ79 12．⑥ 

 

② 北西太平洋地域海行動計画（ＮＯＷＰＡＰ)を通じた取組  再掲 Ｐ80 12．⑧ 

 

③ ＯＤＡを通じた国際的な水環境保全への対応 

我が国の水環境保全に関する技術・経験を生かし、海外の水環境問題の解決を図

ることを目的に、技術協力、有償資金協力及び無償資金協力をアジア、中東・北アフ

リカ、中南米地域にて実施。 
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また、我が国の優れた科学技術とＯＤＡとの連携により、アジア・アフリカ等の

開発途上国と環境分野等における共同研究を実施する、地球規模課題対応国際科学技

術協力プロジェクト（ＳＡＴＲＥＰＳ）を推進。 

 

④ アジアモンスーン地域連携水田・水環境評価検討事業 

アジアモンスーン地域における水田農業の有する多面的機能の重要性について、

ＩＮＷＥＰＦ（International Network for Water and Ecosystem in Paddy Field：

アジア地域を中心とした水田農業を営む 17 ヶ国及び国際機関から成る組織）が実施

する多面的機能の貨幣価値換算評価やその結果の国際社会への情報発信等の活動の支

援により、多面的機能に関する国際社会の理解の醸成を図るとともに、これらの活動

を通じてそれら機能を増進する取組を推進する。 

平成 24 年 11 月にミャンマーで開催されたＩＮＷＥＰＦ運営会議で、今後３年間

水田の地下水涵養機能の貨幣価値換算評価について活動することの承認を得た。 

 

⑤ アジア水環境パートナーシップ(ＷＥＰＡ) 

ＷＥＰＡは、アジアの 13 のパートナー国の協力のもと、人的ネットワークの構築

や情報の収集・共有、関連ステークホルダーの能力構築等を通じて、アジア水環境ガ

バナンスを強化することを目指す取組である。 

平成 16 年より取り組んでおり、各国において必要な課題（例えば法的枠組みや遵

守の強化、インベントリ情報の把握、生活排水処理率の向上など）が明らかになって

きているが、各国の段階に応じて求められる課題や必要な支援が異なっている状況で

ある。 

 

⑥ 中国農村地域等におけるアンモニア性窒素等総量削減協力事業 

日中両国がアンモニア性窒素等の水質汚染物質総量削減分野に係る政策・技術交

流を強化し、分散型排水処理技術導入モデル事業等の実施及び当該技術の中国国内で

の普及促進により中国国内における水環境改善を図ることを目的として、平成 24 年

度は、山東省威海市において、１箇所目の分散型生活排水処理モデル施設の建設、モ

ニタリングを実施し、四川省徳陽市において、２箇所目の分散型生活排水処理モデル

施設の設計を行った。 

 

⑦ 水環境保全におけるフットプリント導入 

生活活動を通して世界の水資源・水環境に与える影響を定量的に評価し、定量化

した指標を示すことで国民の節水・水環境保全意識の高揚を図ることを目的とし、具

体的な算定方法の検討を進めている。平成 24 年度は算定方法の事例収集及び具体的

事例を用いた算定の検討を行った。 
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⑧ 下水道分野の水ビジネス国際展開 

世界的に優位性を有する我が国の下水道技術の海外展開を促進するために、「政

策と技術のパッケージによるプロジェクト形成」、「下水道システムの戦略的な国際

標準化の推進」等を図っている。 

プロジェクト形成に関しては、平成 24 年度は、ベトナム、インドネシア、マレー

シア、ブルガリアにおいてセミナー及び政府間協議を、またインドネシアを対象に本

邦研修をそれぞれ実施した。 

国際標準化の推進に関しては、平成 24 年７月に、ＩＳＯ国際水ワークショップを

神戸で開催し、優先的にＩＳＯ規格を開発すべき項目として、我が国が優位性を持つ

下水再生利用等の 14 項目が決定され、「神戸宣言」としてＩＳＯ技術管理評議会へ

勧告。「水の再利用」に関するＩＳＯ専門委員会（ＩＳＯ/ＴＣ282）の設置が決ま

り、日本が幹事国を獲得した。 

 

⑨ アジア水環境改善モデル事業 

我が国水関連企業の有する優れた水処理技術の海外展開を促進・支援するため、

実現可能性調査（ＦＳ）や現地実証試験等を支援することで、具体的なビジネスモデ

ルを構築することを目的に事業に取り組んでいる。 

平成 24 年度は、２件のモデル事業（インドネシアでの浄化槽整備、マレーシアで

の養豚場廃水処理）の実証試験の実施及び新たに３件のモデル事業（ベトナム有機性

産業排水処理、中国農村地域における面源汚染浄化、中国下水処理場からのリン資源

回収）の実現可能性調査（ＦＳ）の実施への支援を行っているが、我が国水関連企業

からの支援のニーズが高く、より充実した内容の支援が求められている。 

 

⑩ し尿処理システムの国際普及の推進 

浄化槽やし尿処理施設など、日本発の優れたし尿処理技術の国際普及を図るた

め、分散型汚水処理に関する国内基準の整理・取りまとめ（技術仕様書案）や諸外国

の規格との比較等を実施している。 

 

⑪ 日本モデル環境対策技術等の国際展開 

我が国の公害克服経験に基づき、「環境対策・測定技術」を「環境保全の規制体

系の整備」及び「人材育成」とパッケージにして普及・展開することにより、アジア

の環境問題の解決を図るとともに、我が国の環境産業の国際競争力の強化を図ること

等を目的に、共同政策研究等の事業を実施している。 

インドネシアとの間において、平成 23 年３月、両国環境省局長級会合を実施し、

北スマトラ州にある粗パーム油工場の排水管理をモデルとした協力事業を実施してい

る。 

 

⑫ 途上国におけるコベネフィット効果検証・実証事業 

地域環境改善と同時に温室効果ガス削減効果が見込めるコベネフィット技術につ

いて、新たな市場メカニズムを念頭におきつつ、現地での環境条件下における実証実
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験を平成 24 年度より、インドネシアとの政府間合意のもと、同国の水産加工場にお

ける排水処理対策技術を対象に着手した。 
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今後の課題 

 

○ 湖沼へ流入する汚濁負荷量の削減を目指し、都道府県が設置する土地利用調整会議の

活用を図る等関係者間の連携を図りつつ、湖沼の保全、富栄養化防止のための取組を進

める必要がある。 

 

○ 閉鎖性海域の環境保全のため、自然生態系と調和しつつ、人の手を適切に加えること

により、高い生産性と生物多様性の保全・向上が図られる里海づくりの取組を今後一層

推進する必要がある。また、水質総量削減について、湾・灘ごとの海域の特性を踏ま

え、季節性も含めたきめ細やかな水質管理を行う観点からの検討を進める必要がある。 

 

○ 産業廃棄物の海洋投入処分量のさらなる削減をし、海洋汚染の防止を推進する必要が

ある。 

海岸漂着物対策に関しては、より一層の発生抑制対策の推進を図り、回収・処理事業

との相乗効果を高めていく必要がある。 

 

○ 我が国の民間企業が有する優れた水処理技術の海外展開の促進・支援を一層強化する

ことにより、海外における水環境改善を図る必要がある。 

また、アジア各国の水環境ガバナンスを強化する取組については、各国の水環境管理

の進展度合いや課題に応じた支援を行う必要がある。 
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５．大気環境保全に関する取組 

 

重点検討項目①：広域的な取組を重視した大気汚染対策の取組 
 

平成 25 年１月頃から中国においてＰＭ2.5 による深刻な大気汚染が発生し、我が国で

も一時的にＰＭ2.5 濃度の上昇が観測された。ＰＭ2.5 の環境基準達成率は３割程度と低

い上に、国民の関心が高まってきたことも踏まえ、ＰＭ2.5 対策の更なる強化が必要であ

る。また、光化学オキシダントの平均濃度は漸増傾向にあり、環境基準達成率は１％に満

たない。 

ＰＭ2.5 対策や光化学オキシダント対策、東アジア地域における広域大気汚染対策につ

いては、都道府県単位又は国単位を越えた広域的な取組が重要であり、このような観点か

ら、以下のａ）からｃ）の項目について関係行政機関の取組状況を確認した。 

 

ａ）ＰＭ2.5 に係る取組 

ｂ）光化学オキシダントに係る取組 

ｃ）東アジア地域における広域大気汚染に係る国際的な取組 

 

（１）環境基本計画における施策の基本的方向 
   

○ 広域大気汚染シミュレーションを活用し、大気汚染物質濃度の動向等の把握や生

成機構の解明を行うとともに、排出インベントリの整備・改善、常時監視の体制整

備及び測定精度向上等を図る。また、広域大気汚染による影響を踏まえつつ、対策

コストに対する効果の評価も含めた有効な対策のあり方を検討し確立する。特に、

光化学オキシダントについては、広域大気汚染や気象条件の変化などの影響を大き

く受けやすい注意報等とは別に、環境改善効果を適切に示す指標について検討を行

い、結論を得ることを目指す。 

○ 科学的知見に基づく大気環境管理の枠組みの構築に向けた、東アジア地域での大

気汚染物質の排出量、大気中濃度の把握や汚染機構解明の推進と、これらの政策へ

の反映を行う。また、二国間協力に加え、東アジア酸性雨モニタリングネットワー

ク（ＥＡＮＥＴ）や日中韓三カ国環境大臣会合（ＴＥＭＭ）など、既存の国際協力

の枠組みを踏まえつつ、東アジア地域規模での広域的な大気環境管理を目指し、国

際協力を進める。 
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（２）現状分析 

 

＜ＰＭ2.5＞ 

これまで取り組んできた大気汚染防止法や自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状

物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（以下「自動車ＮＯx･ＰＭ法」

という。）等に基づく工場・事業場等のばい煙発生施設の規制や自動車排出ガス規制など

により、ＰＭ2.5 の年間の平均的な濃度は減少傾向にある。 

ＰＭ2.5 については、地域によって程度は異なるものの、大陸からの越境汚染と都市型

汚染の影響を受けていると考えられる。平成 23 年度の環境基準達成率は 27.6％（一般

局）、29.4％（自排局）であり、特に西日本と関東地方で環境基準達成率が低い。 

 

図表Ⅲ－40．ＰＭ2.5 質量濃度の年平均値の推移 

 

 

図表Ⅲ－41．平成 23 年度常時監視 
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（出典 環境省微小粒子状物質等曝露影響実測調査）※継続測定局のデータである。 
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＜光化学オキシダント＞ 

平成 23 年度の環境基準達成率(一般局)は 0.5％（6局／1,152 局）と著しく低い。 

光化学オキシダントの前駆物質である窒素酸化物や揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の排出

量は経年的に減少しており、光化学オキシダントについても高濃度域については改善傾向

が見られるものの、昼間の日最高１時間値の年平均値については漸増傾向にある。 

 

図表Ⅲ－42．光化学オキシダントの昼間の日最高１時間値の年平均値の経年変化 

 

図表Ⅲ－43． 注意報発令延日数の推移 

 

図表Ⅲ－44．昼間の最高値の年間 98 パーセンタイル値の域内最高値の経年変化 
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図表Ⅲ－45．窒素酸化物排出量(ばい煙発生施設)の推移 

 

図表Ⅲ－46．主要な固定発生源からのＶＯＣ排出量の推移 

 

出典元：平成 23 年度揮発性有機化合物（ＶＯＣ）排出インベントリ作成等に関する調査業務報告書 
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＜東アジアの大気汚染物質排出量＞ 

二酸化硫黄については増加傾向に歯止めがかかったものの、窒素酸化物や揮発性有機化

合物については平成 20（2008）年時点では増加傾向が続いている。 

 

図表Ⅲ－47．アジアの大気汚染物質排出量の推移 

 

 

（３）主な取組状況等 

 

ａ）ＰＭ2.5 に係る取組 

 

【常時監視体制の充実】 

○ 常時監視は、大気汚染防止法に基づき法定受託事務として地方自治体が実施してお

り、その結果は地方自治体から報告されるとともに、速報値は大気汚染物質広域監

視システム（そらまめ君）により、リアルタイムで公表されている。 

測定局の整備については、多くの自治体で未だ目標数に到達していないため、今

後も引き続き早急な整備を要請していく。国としては、地方交付税交付金や地域の元

気づくりのための臨時交付金等による財政措置を講じている。 

 

平成 24 年度末測定局数：645 局 

測 定 局 の 整 備 目 標：約 1,300 局（平成 24 年度末まで） 

そ ら ま め 君 接 続 局 数：582 局（平成 25 年６月 12 日時点） 

 

（資料）Kurokawa et al., Atmos. Chem. Phys. Discuss. (2013) 
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成分分析についても、平成 23 年度 58 地点、平成 24 年度 94 地点に対し、平成 25

年度は 153 地点（うち 11 地点は国）で実施予定であり着実に増加している。国とし

ても成分分析に必要なマニュアルの充実や成分分析結果の評価に取り組んでいる。 

 

【現象解明と対策検討に向けた取組】 

○ 現象解明や対策検討を行うためには、越境大気汚染の影響や排出抑制対策の効果を

定量的に評価する必要があるが、人為起源のほか自然起源も含めた排出インベント

リの整備等の発生源情報の把握や二次粒子の生成機構の解明が不十分である。また、

シミュレーションモデルの精度についても、現状では十分とはいえない。そのため、

発生源情報の把握や二次粒子の生成機構の解明に努め、それら結果を用いてシミュ

レーションモデルの高度化を図り、対策効果の検証や濃度予測の精度向上に取り組

んでいくこととしている。 

 

【国民への情報提供及び注意喚起のための暫定的な指針】 

○ 平成 25 年１月の中国での深刻な大気汚染により国民の間でＰＭ2.5 に対する関心

が高まったことを受けて、２月に専門家会合を開催し、「ＰＭ2.5 による大気汚染の

状況」、「ＰＭ2.5 濃度が上昇した場合に懸念される健康影響」、「注意喚起のため

の暫定的な指針の設定」等についてとりまとめた。 

現在、46 道府県で注意喚起の体制が整備されている。 

また、環境省ＷＥＢサイトにＰＭ2.5 に関するページを開設するとともに、ＰＭ

2.5 等の大気汚染物質濃度のリアルタイムデータを確認できる大気汚染物質広域監視

システム（そらまめ君）のアクセス改善を図り、科学的知見に基づく情報を分かりや

すく提供するよう努めた。 

今後とも、きめ細かな情報提供に努めるとともに、注意喚起のための暫定的な指

針については、運用実績等を評価し、必要に応じて改善を図っていくこととしている。 

 

 

 

【常時監視の精度管理】 

○ 各測定機が、国際的に精度が保証された標準器とトレーサブルとなる精度管理の体

制を平成 23 年度に構築し、以降その維持に取り組み、正確性の高い測定データの確

保を図っている。 

 

【光化学オキシダント調査検討会による現象解明等の取組】 

○ 平成 24 年３月に学識経験者等からなる「光化学オキシダント調査検討会」におい

て、今後必要とされる対策を見据えた調査研究のあり方について報告書が取りまと

められた。報告書では、「モニタリングの充実・データの多角的解析」、「排出イ

ンベントリの精緻化」、「シミュレーションモデルの高度化」を通じて現象解明を

進めていくことが必要とされている。 

ｂ）光化学オキシダントに係る取組 
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そのため、平成 24 年度以降も引き続き光化学オキシダント調査検討会を開催し、

現象解明に向けたモニタリングデータ等の多角的な解析等に取り組むとともに、環境

改善効果を適切に示す指標についての検討も行っている。 

また、平成 25 年度は、対策検討に向けたシミュレーションに関するフレームの検

討に着手することとしている。 

 

【ＶＯＣモニタリングの実施】 

○ 平成 24 年 12 月 26 日の中央環境審議会答申「今後の揮発性有機化合物（ＶＯＣ）

の排出抑制対策の在り方について」を受けて、平成 25 年度から、光化学オキシダン

ト濃度が高くなる時期に、光化学反応性等を踏まえて物質を選定し、ＶＯＣモニタ

リングを実施している。 

 

【ＶＯＣ排出抑制の取組】 

○ ＶＯＣの排出抑制の取組は、塗装や化学製品製造等のうち大規模な施設におけるＶ

ＯＣ排出規制と事業者による自主的な取組を組み合わせて行っている。ＶＯＣ排出

規制は、対象事業者に対して、規制施設の設置前に自治体への事前届出及びＶＯＣ

の排出濃度基準の遵守等の義務化、光化学スモッグ注意報等発令時におけるＶＯＣ

排出抑制の協力要請等を行っている。事業者によるＶＯＣの排出抑制の自主的取組

については、平成 17 年に「事業者等による揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の自主的取

組促進のための指針」を策定し、毎年度、自主的取組参加団体等（平成 23 年度時点

41 団体 8,257 社）による自主的行動計画に基づくＶＯＣ排出削減の取組について、

産業構造審議会内のワーキンググループで評価を行っている。その結果、平成 22 年

度においてＶＯＣ排出量が平成 12 年度比約 44%削減となるなど、排出抑制が進んで

おり、中央環境審議会意見具申で掲げた平成 22 年度のＶＯＣ排出量を平成 12 年度

に対して３割程度削減する目標を達成した。 

 

【大気汚染に関する気象情報の提供】 

○ 都道府県の実施している大気汚染防止対策を支援するため、大気汚染に関連する気

象予報等を都道府県に通報している。また、光化学スモッグの発生しやすい気象状

況が予想される場合に、都道府県を対象とした「スモッグ気象情報」や全国を対象

とした「全般スモッグ気象情報」を発表している。 

 

ｃ）東アジア地域における広域大気汚染に係る国際的な取組 

 

【東アジア地域における大気汚染対策の推進】 

○ 中国でのＰＭ2.5 による大気汚染問題をはじめとして、東アジア地域における協力

ニーズが高まっていることを踏まえ、「日中省エネルギー・環境総合フォーラム」

（経済産業省）などを通じた二国間協力に加え、東アジア酸性雨モニタリングネッ

トワーク（ＥＡＮＥＴ）（環境省・外務省）や日中韓三カ国環境大臣会合（ＴＥＭ

Ｍ）（環境省）等の既存の協力枠組みを活用した協力を推進している。特にＥＡＮ
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ＥＴについては、人健康影響や気候影響の観点からも重要なＰＭ2.5、オゾン、粒子

状物質等のモニタリングのアジア地域ネットワークとしての活用、及び今後の大気

環境管理の主要な枠組みとしての維持・政府間会合における議論を通じた発展を図

っている。 

 

【短寿命気候汚染物質（ＳＬＣＰｓ）対策】 

○ 短寿命気候汚染物質としてのブラックカーボン等について、短寿命気候汚染物質削

減のための気候と大気浄化のコアリション（ＣＣＡＣ）等の国際的な協力枠組みと

協調しつつ、アジア地域での削減対策・戦略作成に貢献している。 
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今後の課題 

 

○ ＰＭ2.5 について、発生源情報の把握や二次粒子の生成機構の解明を進めるとともに、

シミュレーションモデルの高度化を図り、現象解明や対策検討に繋げていく必要がある。

また、リスクコミュニケーションを的確に行っていく必要がある。 

 

○ 光化学オキシダントについて、排出インベントリの精緻化やシミュレーションモデル

の高度化を通じて現象解明を進めるとともに、対策の検討や的確な注意報の発令に向け

た検証を行っていく必要がある。 

 

○ ＰＭ2.5 及び光化学オキシダントについて、我が国における健康影響に関する知見の

集積が必要である。 

 

○ 既存の協力枠組みや我が国の経験や技術の活用を通じて、国際的な取組の強化に我が

国がリーダーシップを発揮するとともに、アジア各国に我が国の技術を戦略的に展開す

ることが必要である。 

 

○ 短寿命気候汚染物質（ＳＬＣＰｓ）対策が世界的に注目されていることを踏まえ、ア

ジア地域の主要都市を対象に、大気汚染対策と気候変動対策の両方を見据えた人材・組

織の能力構築や政策立案支援等の協力活動を強化・促進する必要がある。 
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重点検討項目②：排出ガス、騒音などの自動車に起因する環境負荷の低減

に向けた取組 

 

自動車排出ガスによる大気汚染については、自動車の単体規制や自動車ＮＯx･ＰＭ法、

低公害車の普及促進により、全体としては改善傾向にあるが、二酸化窒素（ＮＯ２）につ

いては、環境基準を達成していない地点が引き続き残存している。自動車騒音については、

発生源対策等の実施により、環境基準の達成状況は全体として改善の傾向にあるが、依然

として環境基準が達成されていない状況にある。 

環境的に持続可能な都市・交通システムの実現を目指しつつ、自動車に起因する環境負

荷の低減に取り組むことが重要であることから、以下のａ）からｃ）の項目について関係

行政機関の取組状況を確認した。 

 

ａ）環境性能に優れた自動車の普及促進の取組 

ｂ）自動車単体規制の取組 

ｃ）エコドライブや公共交通機関利用の促進等交通の環境負荷低減対策や未然防止対

策などの総合的な取組 

 

（１）環境基本計画における施策の基本的方向 

   

○ 全体として、大気環境が改善しつつあることを踏まえ、規制的手法だけではな

く、経済的手法や、情報提供による自主的取組の推進も重視する。 

燃料消費等により排出される大気汚染の原因となる物質を減らす施策は同時に

温室効果低減にも資するものもあり、大気汚染防止の施策が同時に地球温暖化防

止にも資する場合があるという視点が重要である。 

○ 今後、大幅な人口減少と高齢化が進展すると予測される中で、コンパクトなまち

づくりが必要となっている。そして、人にも自然にも配慮した、大気汚染や騒

音、熱ストレスの低減を可能にする環境的に持続可能な都市・交通システムの実

現が求められている。その際には、環境分野の技術革新等による経済発展を目指

すグリーン・イノベーションの観点と、都市と交通システムが低炭素社会づくり

に係る重要な要素であるという観点が重要である。 

大気汚染や騒音による環境負荷の低減のため、個々の工場や交通機関に対する

発生源対策、緑地帯や遮音壁等のばく露側の対策に加え、工場や交通施設による

大気汚染や騒音の影響が大きい地域の周辺は緩衝帯として機能する土地利用を行

う等の未然防止対策をバランスよく実施することが必要である。 

○ 事業活動や日常生活において、低公害車の利用のほか、エコドライブの実施や不

要不急の自動車利用の自粛、公共交通機関や自転車の安全な利用といった利用面

での低公害化・低炭素化を含め、できるだけ燃料を消費しない移動行動を呼びか

ける。 
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また、情報共有による関係者の自発的な協力を促進するため、高度道路交通シ

ステム（ＩＴＳ）技術の積極的な活用や、騒音マップによる情報提供などを含め

た効果的な情報発信の手法を検討していく。 

 

（２）現状分析 

 

＜大気汚染＞ 

経年的に見ると、ＮＯ2 や浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）に係る大気汚染の状況については、

自動車の単体規制や、自動車ＮＯx･ＰＭ法、低公害車の普及促進等により、全体としては

改善傾向にあり、環境基準をおおむね達成している。しかしながら、都市部を中心として

ＮＯ2については環境基準を達成していない地点が引き続き残存している。 

平成 23 年度の環境基準の達成状況ついて、ＮＯ2は、一般環境大気測定局（以下「一般

局」という。）ではすべての測定局で環境基準を達成しており、自動車排出ガス測定局

（以下「自排局」という。）では平成 22 年度（97.8%）と比較すると、やや改善（99.5%）

した（図表Ⅲ－48）。 

ＳＰＭについては、平成 22 年度と比較して一般局、自排局ともに達成率が大きく低下

した（図表Ⅲ－49）。ＳＰＭ非達成の理由は、環境基準を超える日が２日以上連続したこ

とによるものであり、原因として黄砂の影響が考えられる。 

 

図表Ⅲ－48．二酸化窒素の環境基準達成率の推移 

 

    Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 

一 

般 

局 

測定局数 1,460 1,454 1,444 1,424 1,397 1,379 1,366 1,351 1,332 1,308 

達成局数 1,447 1,453 1,444 1,423 1,397 1,379 1,366 1,351 1,332 1,308 

達成率 99.1% 99.9% 100.0% 99.9% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

自 

排 

局 

測定局数 413 426 434 437 441 431 421 423 416 411 

達成局数 345 365 387 399 400 407 402 405 407 409 

達成率 83.5% 85.7% 89.2% 91.3% 90.7% 94.4% 95.5% 95.7% 97.8% 99.5% 
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図表Ⅲ－49．浮遊粒子状物質の環境基準達成率の推移 

  

  Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 

一 

般 

局 

測定局数 1,538  1,520  1,508  1,480  1,465  1,447  1,422  1,386  1,374  1,340 

達成局数 807  1,410  1,486  1,426  1,363  1,295  1,416  1,370  1,278  927 

達成率 52.5% 92.8% 98.5% 96.4% 93.0% 89.5% 99.6% 98.8% 93.0% 69.2% 

自 

排 

局 

測定局数 359  390  409  411  418  412  403  406  399  395 

達成局数 123  301  393  385  388  365  400  404  371  288 

達成率 34.3% 77.2% 96.1% 93.7% 92.8% 88.6% 99.3% 99.5% 93.0% 72.9% 

 

＜道路に面する地域における騒音＞ 

騒音に係る環境基準は、地域の類型及び時間の区分ごとに設定されており、類型指定は、

平成 23 年度末現在、47 都道府県の 756 市、419 町、39 村、23 特別区において行われてい

る。また環境基準達成状況の評価は、「個別の住居等が影響を受ける騒音レベルによるこ

とを基本」とされ、一般地域（地点）と道路に面する地域（住居等）別に行うこととされ

ている。 

 

経年的に見ると、発生源対策等の実施により、自動車騒音に係る環境基準の達成状況は、

全体として緩やかな改善の傾向にあるものの、依然として環境基準が達成されていない状

況にある。 

平成 23 年度の道路に面する地域における騒音の環境基準の達成状況は、全国 6,116.1

千戸の住居等を対象に行った評価では、環境基準を超過したのは 504.5 千戸（8.2％）で

あり、このうち、幹線交通を担う道路に近接する空間にある 2,545.3 千戸のうち環境基準

を超過した住居等は 334.9 千戸（13.2％）であった。 
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図表Ⅲ－50．道路に面する地域の騒音環境基準の達成状況の評価結果（全国・経年変化） 

 

 
図表Ⅲ－51．道路に面する地域の騒音環境基準の達成状況の評価結果（全体） 
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（３）主な取組状況等 

 

国は全国的観点から必要な枠組みを構築するとともに、事業者、地方公共団体等の各

主体との連携強化により、取り組むべき対策を効果的に実施する。なお、国自身が大き

な事業者、消費者であることから、率先して環境負荷の低減に努める。 

また、それぞれの主体の大気環境改善のための取組状況の把握、検証に努めるととも

に、環境目標値の順次設定及び必要に応じた改定を行う。 

上記の事項が国の果たすべき役割として重要であり、この考えをもとに以下のような

取組を行った。 

 

 

共通事項 

 

【自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量削減基本方針】 

○ 自動車ＮＯx･ＰＭ法では、国は総量削減基本方針を定め、関係８都府県は総量削減

計画を策定することとされている。具体的な取組は以下の通り。 

・ 前総量削減基本方針において目標としていた「平成 22 年度までに環境基準のお

おむね達成」は達成されたと評価。（今後の自動車排出ガス総合対策の在り方に

ついて（答申）平成 24 年 11 月 30 日） 

・ 自動車排出ガス総合対策小委員会での審議を経て、平成 23 年３月に総量削減基

本方針を変更し、「平成 32 年度までに対策地域において二酸化窒素及び浮遊粒子

状物質に係る大気環境基準を確保する。ただし、平成 27 年度までに監視測定局に

おける環境基準を達成するよう最善を尽くす。」ことを新たに目標とした。また

関係８都府県においては、平成 25 年８月までに総量削減計画を変更した。 

・ 総量削減基本方針及び総量削減計画に基づき、国と関係都府県とが連携し、目標

達成に向けて総合的な自動車排ガス対策を推進しているところである。 

自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質の総量の削減に関する基本方針(抜粋) 

平成 23 年３月 25 日 閣議決定 

２ 対策地域における自動車排出窒素酸化物等の総量の削減のための施策に関する基

本的事項 

(1) 自動車単体対策の強化等 

(2) 車種規制の実施及び流入車の排出基準の適合車への転換の促進 

(3) 低公害車の普及促進 

(4) エコドライブの普及促進 

(5) 交通需要の調整・低減 

(6) 交通流対策の推進 

(7) 局地汚染対策の推進 

(8) 普及啓発活動の推進 
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ａ）環境性能に優れた自動車の普及促進の取組 

 

【自動車ＮＯx･ＰＭ法の排出基準適合車への転換促進】 

○ 事業者の公害防止対策に対する取組を促進し、我が国の環境対策の推進及び良好な

生活環境保全を図るため、環境・エネルギー対策資金（公害防止関連）の中で、中小

企業等が自動車ＮＯx・ＰＭ法の排出基準に適合している自動車への買い換えや、Ｎ

Ｏx・ＰＭ低減装置を購入する際に必要となる資金に対する低利融資を実施している。

過去５年間の自動車ＮＯx・ＰＭ法関連の貸付実績は 86.5 億円（722 件）であり、今

後とも、中小企業等の取組に対し、当該資金を活用した支援を行う。 

 

【次世代自動車等の普及促進】 

○ 自動車分野の環境対策においては、新車の環境性能の向上対策が主要な対策である。

このため、環境性能に応じた税制優遇措置や補助制度等を通じて、環境性能に優れた

自動車の普及促進を図っている。具体的な取組は以下の通り。 

（税制優遇措置） 

・ 環境性能に優れた自動車に対するエコカー減税（自動車重量税及び自動車取

得税）やグリーン化特例（自動車税）を実施。エコカー減税対象車の販売台数

は、平成 24 年度は約 365 万台（販売台数全体の約 73％）であった。 

・ 自動車取得税及び自動車重量税については、経済情勢に配慮する観点から、

消費税率引上げの前後における駆け込み需要及び反動減の緩和も視野に入れ、

税制抜本改革法第７条第１号カに基づき、国及び地方を通じた関連税制の在り

方の見直しを行い、安定的な財源を確保した上で、地方財政にも配慮しつつ、

簡素化、負担の軽減、グリーン化を図る観点から見直しを行う（民間投資活性

化等のための税制改正大綱）。 

（補助制度等） 

・ 電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、クリーンディーゼル自動車の

購入者に対して、クリーンエネルギー自動車等導入促進対策（導入補助）を実

施。平成 24 年度は約 62,000 台に補助を行った。電気自動車等の次世代自動車

については価格が従来車と比べて依然高価であることから、今後も量産効果に

よる価格低減に向けてより一層普及を促進していくこととしている。 

・ バス・トラック事業者等によるＣＮＧバス・トラック等の次世代自動車の導

入に対して、環境対応車普及促進対策（導入補助）を実施。平成 24 年度は

2,657 台に補助を行った。 

・ 電気自動車を導入する自動車運送事業者等への支援（導入補助）を実施。平

成 24 年度は 48 件の事業を採択した。 

・ 超小型モビリティを導入する地方公共団体等への支援（導入補助）を実施。

平成 24 年度は 15 箇所において実施した。超小型モビリティに関しては、新た

なカテゴリーの乗り物であることから、普及に向けて成功事例を創出し、国民

理解の醸成を図ることとしている。 
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○ 次世代自動車（低炭素社会づくり行動計画（平成 20 年閣議決定）に基づき、「ハ

イブリッド自動車、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車、

クリーンディーゼル車、ＣＮＧ自動車等」と定義されている。）の普及促進・性能向

上に関する技術開発・実証実験を通じて、次世代自動車の普及を促進するとともに、

温室効果ガス削減にも貢献している。 

 
 

ｂ）自動車単体規制の取組 

 

【自動車排出ガス・騒音規制強化等の推進】 

○ 中央環境審議会において、自動車排出ガス・騒音低減技術の進展、走行実態や使用

実態を考慮した自動車単体規制手法の見直しとともに、大気汚染防止法に基づく「自

動車排出ガスの量の許容限度」及び「特定特殊自動車排出ガスの量の許容限度」並び

に騒音規制法に基づく「自動車騒音の大きさの許容限度」の強化を検討した。具体的

な検討状況は以下の通り。 

・ 「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について(第十一次答申)」(平成 24 年

８月 10 日) 

（内容） 

二輪自動車等の排出ガス対策として、国連で策定された世界統一試験法を導

入することとし、同時に規制値も強化することとした。また、使用過程での排

出ガス増大を防ぐため、車載の故障診断装置の義務付けを行うこととした。 

ディーゼル重量車の排出ガス後処理装置について、使用過程で触媒の性能劣

化という問題が生じたため、当該装置を定期的に昇温する対策を講じることと

した。また、燃費を改善するために実走行下において排出ガスを悪化させるエ

ンジン制御（ディフィートストラテジー）が行われる可能性があることから、

当該行為を禁止することとし、認証時における検証を追加することとした。 

ディーゼル特殊自動車について、使用過程での検査の高度化のため黒煙検査

からオパシメーターによる測定を行うこととした。 

・ 平成 25 年３月に同第九次及び第十一次答申を受けて、ディーゼル特殊自動車に

ついて、「自動車排出ガスの量の許容限度」及び「特定特殊自動車排出ガスの量

の許容限度」を改正した。 

・ 「今後の自動車単体騒音低減対策のあり方について(第二次答申)」(平成 24 年４

月 19 日) 

（内容） 

二輪自動車等の騒音低減対策として、実際の市街地を加速走行する際に発生

する騒音をより正確に再現できる試験法が国際基準として策定されたことから、

国内にも導入することとした。 

定常走行時の騒音の寄与率が高いタイヤ騒音の低減対策として新たに四輪車

タイヤ騒音規制を導入することとした。 
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・ 平成 25 年１月に同第二次答申を受けて、「自動車騒音の大きさの許容限度」を

改正した。 

○ 国土交通省では、上記の許容限度を確保するため、道路運送車両法に基づく新規検

査及び使用過程車の継続検査（いわゆる「車検」）等による規制措置を適正に実施し

ている。また、上記の許容限度の改正を踏まえた所要の手続きを進めている。具体的

な取組は以下の通り。 

・ ディーゼル特殊自動車の排出ガス規制を強化するため、平成 24 年度は道路運送

車両の保安基準等の改正作業を進め、パブリックコメントやＷＴＯのＴＢＴ協定

（貿易の技術的障害に関する協定）に基づく他の締結国への通報等の手続きを進

めた。改正省令等は平成 25 年中に公布し、車種により平成 26 年 10 月以降、逐次

施行を予定している。 

・ 今後も引き続き、平成 28 年に予定している二輪自動車及びディーゼル重量車に

対する規制強化に向けた作業を進めていくこととしている。 

 

ｃ）エコドライブや公共交通機関利用の促進等交通の環境負荷低減対策や未然防止対

策などの総合的な取組 

 

【エコドライブの普及促進】 

○ 警察庁、経済産業省、国土交通省及び環境省で構成するエコドライブ普及連絡会を

中心とした広報啓発活動等により国民の意識向上を図り、エコドライブ普及推進を図

っている。平成 24 年度の具体的な取組は以下の通り。 

・ 11 月に「エコドライブ推進月間」を実施（平成 18 年度から継続実施）したほか、

エコドライブの重点項目の見直しを行い、新たな「エコドライブ１０のすすめ」

を策定した。 

・ 環境省では、新たな「エコドライブ１０のすすめ」の内容を分かりやすく説明し

たＤＶＤを作成したほか、エコ＆セーフティ神戸カーライフ・フェスタ 2012 等に

おいて、関係団体等の協力を得て、エコドライブの普及推進を図った。 

・ 公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団が主催する「エコドライブ活動コ

ンクール」を後援した（平成 23 年度から継続）。 

・ エコドライブの普及推進は、運送事業者による組織的な取組を通じて、多くの事

業者の自発的な取組へと拡がりつつある。また、運送事業者以外の民間企業・団

体や一般ドライバー等に対してエコドライブの普及を図るための各種取組を実施

していく予定である。 

 

【公共交通機関の利用促進】 

（公共車両優先システム（ＰＴＰＳ）の推進） 

○ 公共性の高い路線バスの利用性を高め、交通渋滞の原因になっているマイカーの利

用者をバス利用に転換させることによって、都市における自動車交通量を抑制するた

め、バス専用・優先レーン等の設定の交通規制を行うとともに、バス優先の信号制御



 

- 103 - 

 

等を行う公共車両優先システム（ＰＴＰＳ)の整備を図っている。具体的な取組は以

下のとおり。 

・ 平成 24 年度末現在、40 都道府県（総延長 803.2km）で運用されており、引き続

き交通実態に応じて必要な整備を推進する。 

（マイカーから公共交通機関への転移促進） 

○ 既存の鉄道・バスの利用促進、通勤交通マネジメントなどの手段により、マイカー

から公共交通機関への転移を促進している。具体的な取組は以下の通り。 

・ 鉄道利用について、鉄道新線整備、ＩＣカードの導入等情報化の推進、乗り継ぎ

改善、鉄道駅のバリアフリー化等に係る施策によるサービス・利便性の向上を通

じ、引き続き促進を図る。 

・ バス利用についても、ノンステップバスの普及、共通ＩＣカードの導入及びバス

ロケーションシステムの整備等のバス利便性向上を通じ、引き続き促進を図る。 

・ 通勤交通マネジメントについては、エコ通勤優良事業所認証制度の拡充を図ると

ともに、地域独自のエコ通勤推進施策との連携を強化しながら、通勤交通グリー

ン化を推進する。 

 

【自転車の安全な利用環境の整備】 

○ 自転車はクリーンかつエネルギー効率の高い交通手段として認識され、健康志向や

東日本大震災後の節電意識の高まり等を背景にその利用ニーズが高まっている。一方、

安全面での課題もあり、自転車通行空間の整備と併せ、全ての道路利用者に自転車の

通行ルールを徹底するなど、ハード、ソフトの両面から取組を行い、自転車が安全で

快適に通行できるとともに、歩行者の安全性が高まるような自転車の利用環境を創出

することが喫緊の課題とされている。主な取組は以下の通り。 

・ 国土交通省と警察庁にて、平成 24 年 11 月に「安全で快適な自転車利用環境創出

ガイドライン」を策定し、自転車ネットワーク計画の作成やその整備等を推進。 

 

【環境的に持続可能な都市・交通システムへの転換】 

○ 東日本大震災を契機としたエネルギー需給の変化等に対応し、低炭素・循環型社会

の構築を図り、持続可能で活力ある国土づくりを推進する観点から、平成 24 年度に

制定された｢都市の低炭素化の促進に関する法律｣に基づき、都市機能の集約化とこれ

と連携した公共交通機関の利用促進、再生可能エネルギーの利用などに取り組む低炭

素まちづくりを推進している。 

平成 25 年３月末現在で、北海道下川町、長野県小諸市及び兵庫県川西市の３都市

において低炭素まちづくり計画が作成された。なお、平成 25 年度予算・税制改正大

綱において集約都市形成支援事業等の必要な支援措置等を行い、市町村における低炭

素まちづくり計画に基づく取組を推進していくこととしている。 

 

【監視・観測結果の情報提供】 

○ 都道府県等が自動車公害対策を計画的に行うために地域の状況を経年的に監視する

ことが必要であるとして、騒音規制法及び大気汚染防止法に基づき、地方公共団体に
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より自動車公害の常時監視が行われている。監視結果は各法律に基づき環境省へ報告

され、集計結果が毎年公表されている。また、結果はホームページ等を通じて広く一

般国民へも公表されている。具体的取組は以下の通り。 

・ 騒音監視事務に関しては、平成 23 年度には全国 179 団体において、延長

37,533km の幹線道路に面する地域における 6,116 千戸の住居等が評価された。ま

た環境省では集計結果を報道発表するとともに、（独）国立環境研究所ホームペ

ージ「全国自動車交通騒音マップ（環境ＧＩＳ自動車交通騒音実態調査報告）」

にて広く結果の周知を図っている。 

・ 大気汚染の監視事務に関しては、平成 23 年度には全国の都道府県等において、

1,911 局（一般局 1,489 局、自排局 422 局）で測定が行われた。また環境省では集

計結果を報道発表するとともに、大気汚染状況報告書としてまとめ、また環境省

大気汚染物質広域監視システム（通称、そらまめ君）において広く結果の周知を

図っている。 

 

【交通流対策（高度道路交通システム（以下「ＩＴＳ」という。）を含む）】 

○ 交通流の分散・円滑化を図るため、環状道路、バイパス等の整備、道路交通情報通

信システム（ＶＩＣＳ）の情報提供エリアのさらなる拡大を図るとともに、スマート

ウェイの一環としてＩＴＳスポットサービスを推進し、道路交通情報の内容・精度の

改善・充実に努めたほか、信号機の高度化、公共車両優先システム（ＰＴＰＳ）の整

備、総合的な駐車対策等を実施している。また、環境ロードプライシング施策を試行

し、住宅地域の沿道環境の改善を図っている。さらに、物流施設等の適正配置による

大型車の都市内通過の抑制及び共同輸配送等の物流の合理化により交通量の抑制を図

っている。主な取組は以下のとおり。 

・ 平成 24 年度、ＩＴＳの推進として約 1,700 基の信号機の集中制御化を、交通安

全施設等の整備として約 1,600 基の信号機の高度化（プログラム多段系統化、半

感応化、右折感応化、多現示化）を特定交通安全施設等整備事業（国費補助事業）

として実施しており、引き続き計画的・効果的な整備を推進する。 

○ 交通量の抑制・低減を図るため、交通にかかわる多様な主体で構成される協議会に

よる都市・地域総合交通戦略の策定及びそれに基づく公共交通機関の利用促進等への

取組を支援するとともに、交通需要マネジメント施策の推進により、地域における自

動車交通需要の調整を図っている。 
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今後の課題 

 

○ 排出ガス、騒音などの自動車に起因する環境負荷の低減を図るためには、発生源で

ある自動車の単体規制の強化や環境性能に優れた自動車への転換のほか、エコドライ

ブの普及・定着のための機会の提供等によるエコドライブの推進、さらには地域の交

通の実情や地域住民の利便性にも配慮した公共交通システムの改革等交通の環境負荷

低減対策を一層推進することが重要である。また、これら取組は同時に地球温暖化防

止にも資する場合があるという視点にも留意すべきである。 

 

○ 自動車単体規制については、引き続き我が国の大気・騒音環境を考慮しつつ、より

走行実態や使用実態に即した有効な手法を用い、実環境における負荷を効果的に低減

していく必要がある。その際、国際基準への調和及び我が国の自動車関連産業の競争

力向上を勘案することが求められる。 

 

○ 地球温暖化防止のため自動車の燃費目標基準の策定が進んでいることから、排出ガ

ス規制の強化にあたっては、低燃費技術と排出ガス低減技術との両立に配慮しつつ、

技術開発動向を見定めることが重要である。 

 

○ 今後のまちづくりに当たり、自動車公害の未然防止の観点から、沿道の自動車公害

状況を情報提供するなどの誘導施策等により、交通施設とその沿道・沿線地域の土地

利用の調和を図っていく必要がある。 

 

○ プローブ情報等については、交通安全対策や環境対策への活用に向けた取組が進め

られているが、情報処理技術等の進展も踏まえつつ、今後も、より効果的に環境対策

に活用されるよう取組を進める必要がある。 

 

○ 更なるＮＯx・ＰＭ及びＣＯ2排出量低減に資するべく、自動車関連税制において、

環境に良いものは思い切って負担を軽減し、環境に良くないものには相応の負担を求

めるという「グッド減税・バッド課税」の考え方を徹底することが望まれる。 
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６．東日本大震災からの復旧・復興に際して環境の面から配慮すべき事項 

 

重点検討項目：持続可能な社会を目指す地域の復興に係る取組 

 

東日本大震災からの復旧・復興に際しては、各地域における多様な地域資源を活用し、

域内循環を進めるとともに、自然資源を保全しつつ持続可能な利用を確保しながら、産業

の潜在的な可能性を引き出すことで、低炭素社会、循環型社会、自然共生社会の構築にも

資するかたちで行うことが重要なことから、下記のａ）からｄ）の項目について、関係行

政機関の取組状況を確認した。 

 

ａ）被災地における低炭素社会の構築に係る取組 

ｂ）被災地における循環型社会の構築に係る取組 

ｃ）被災地における自然共生社会の構築に係る取組 

ｄ）被災地における安全の確保に係る取組 

 

（１）環境基本計画における施策の基本的方向 

 

各地域において、多様な地域資源を活用し、域内循環を進めるとともに、自然資源を

保全しつつ持続可能な利用を確保しながら、産業の潜在的な可能性を引き出すことで、

低炭素社会、循環型社会、自然共生社会の構築にも資するかたちで復興を進めることが

重要である。また、コンパクトなまちづくりや、効率的なエネルギーの利用を進めるラ

イフスタイルを構築していくなど、環境に関して持続可能な地域として復興していくこ

とが重要である。 

 

（２）現状と取組状況 

 

ａ）被災地における低炭素社会の構築に係る取組 

 

現状 

 

被災地における低炭素社会の構築に係る取組としては、地域特性に応じた再生可

能エネルギー導入拡大に向けた取組等が重要である。平成24年７月の固定価格買取制

度の開始以降、再生可能エネルギーの導入が進んでおり、岩手県、宮城県、福島県に

おいては平成24年４月から平成25年２月末までに約5.8万kWの再生可能エネルギー発

電設備が運転を開始した。 

また、災害公営住宅（復興住宅）の整備については、着工した割合は平成24年８

月末の約15％から平成25年３月末には約41％となっている。 

 

  



 

- 107 - 

 

取組状況 

 

【農山漁村再生可能エネルギー供給モデル早期確立事業】 

農山漁村再生可能エネルギー導入推進事業（ソフト事業）として、被災地域

（岩手県、宮城県、福島県）の農山漁村を対象に太陽光、風力、地熱、バイオマ

ス、小水力発電の事業を円滑に開始・運営するための地域協議会の開催や地域で

の合意形成のための取組等を公募し、平成 24 年度に２件を採用し支援した。 

また、農山漁村再生可能エネルギー導入事業（ハード事業）として、被災地域

（岩手県、宮城県、福島県）の太陽光、風力、地熱、バイオマス、小水力等の農

山漁村の資源を活用した再生可能エネルギー電気の発電事業のモデル的な取組に

必要な発電施設の整備を公募し、平成 24 年度に１件を採用した。 

 

【木質バイオマス利用施設等整備（森林整備加速化・林業再生基金）】 

木質バイオマスの供給・利用を促進するため、木質バイオマスによる熱供給の

取組については木質バイオマスボイラー等の施設整備に対する補助、木質バイオ

マス発電の取組については地域協議会への支援、発電施設整備に係る資金の融通

を行う。 

平成 24 年度の補正予算で措置された森林整備加速化・林業再生基金について、

同年度末までに都道府県に対し全額交付済みとした。また、各都道府県は平成 21

年度に設置した基金を活用し、平成 25 年度までの事業として実施する。 

今後は、年間 2,000 万 m3 発生している未利用間伐材等の木質バイオマスの利活

用を促進するため、木質バイオマスの安定的な供給体制の構築、利用の拡大が必

要である。 

 

【再生可能エネルギー発電設備等導入促進支援復興対策事業費補助金】 

特定被災地域に、風力、バイオマス、水力、地熱の再生可能エネルギー発電設

備と、それら発電設備に付帯する蓄電池や送電線を導入する事業に対して、補助

金を交付する。 

過去３回の公募において、福島県で 140 件、宮城県で 117 件、岩手県で 49 件の

事業を採択した。 

 

【浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業】 

福島沖約 20km の海域において、世界初となる浮体式洋上風力発電基地（総出力

１万 6,000kW）の技術の確立を行うとともに、実用化に向けて、安全性・信頼性・

経済性を明らかにすることを目的として実証事業を開始した。平成 25 年には２MW

の風車１基及び変電所、海底送電線を海域に設置した。この実証事業により、平

成 26 年度には浮体式洋上風力発電として世界最大級となる７MW の大型風車を設置

することを目指す。 
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【再生可能エネルギー等導入地方公共団体支援基金事業（グリーンニューディール

基金）】 

地域主導の再生可能エネルギー等を利用した自立・分散型エネルギーの供給シ

ステムの導入を、復興のまちづくりとともに加速的に推進し、災害時においても

地域ごとに住民の安全や都市機能を最低限保持できる「災害に強く環境負荷の小

さい地域づくり」を目指して各地方公共団体における地域資源を活用した再生可

能エネルギー等の導入への支援を行った。 

平成24年度は、184箇所の公共施設、８箇所の民間施設に太陽光発電設備等を導

入した。 

 

ｂ）被災地における循環型社会の構築に係る取組 

 

現状 

 

地震と津波により被害を受けた13道県245市町村においては、被災市町村の70%に

あたる167市町村で処理完了。災害廃棄物1,932万トンのうち、1,464万トン（76%）処

理完了。うち、82%にあたる1,200万トンの災害廃棄物、ほぼ100%の津波堆積物が再生

利用されている（平成25年６月末現在）。 

特に甚大な被害を受けた３県（岩手県、宮城県、福島県（避難区域を除く））の

沿岸市町村では、約1,600万トンの災害廃棄物が発生したと推計されており、平成25

年10月末までに約89%が処理・処分されている（図表Ⅲ－52、53）。 

 

図表Ⅲ－52．３県沿岸市町村（岩手県・宮城県・福島県（避難区域を除く））の処理

状況（平成25年10月末現在） 

 

 

  

量（万ｔ） 割合（％） 量（万ｔ） 割合（％）
岩手県 522 377 326 86 145 109 75 34
宮城県 1,805 1,087 1,020 94 718 619 86 42
福島県 337 171 102 59 166 65 39 28
合計 2,664 1,635 1,447 89 1,029 793 77 104

災害廃棄物等推計量（万ｔ）
災害廃棄物 津波堆積物

仮置場
設置数

推計量
（万ｔ）

処理 推計量
（万ｔ）

処理
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図表Ⅲ－53．岩手県・宮城県沿岸市町村の災害廃棄物の処理目標と実績 

 

 

取組状況 

 

【東日本大震災により発生した災害等廃棄物処理の実施】 

東日本大震災により発生した災害廃棄物を処理するため、市町村（一部事務組

合、広域連合を含む）が行う、大震災により生じた災害廃棄物の収集、運搬及び

処分に係る事業等に要する費用の補助（補助率は、自治体の標準税収に応じて、

50/100～80/100～90/100）等を行った。 

地震と津波により被害を受けた 13 道県 245 市町村においては、被災市町村の約

65%にあたる 160 市町村で処理完了。災害廃棄物 1,965 万トンのうち、1,198 万ト

ン（61%）処理完了。うち、82%にあたる 982 万トンの災害廃棄物、ほぼ 100%の津

波堆積物が再生利用されている（平成 25 年３月末現在）。 

災害廃棄物及び津波堆積物の処理は、平成 26 年３月末までに終えることを目標

としており、目標期間内での処理を確実なものとするための計画として策定した

処理工程表に沿って処理が進められている。岩手県、宮城県については、平成 26

年３月末までに処理可能な見込みであるが、福島県については進捗管理の強化を

図りつつ、着実な処理を推進する。 

 

【公共事業等における積極的な再生利用】 

災害廃棄物の建設資材としての活用にあたり、需要と供給のマッチングを推進

するため、公共工事発注部局、廃棄物部局の双方から情報提供するスキームを関

係省庁と連携して整備した。また、地元ニーズを踏まえ、海岸堤防（仙台湾南部

海岸）や防波堤（八戸港）等の国土交通省発注工事及び海岸防災林の林野庁発注

工事において、災害廃棄物等を活用した。 
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海岸堤防復旧事業については、平成 24 年度より、仙台市内の２工区（深沼北工

区、深沼南工区）と名取市内の１工区（閖上・北釜工区）において災害廃棄物の

活用を開始した。 

防波堤災害復旧事業としては、八戸市の津波堆積土砂約 2.1 万トン全量を、東

北地方整備局の災害復旧工事において、ケーソンの中詰材として活用した。 

海岸防災林事業については、平成 24 年度中に約 100 万トンの津波堆積物・コン

クリートくずの活用に向けた調整が整い、活用を開始しているところ。 

今後とも、被災自治体や関係省庁が連携しつつ、災害廃棄物の処理の促進に最

大限の協力を行っていく。 

 

【東北地域での循環型ビジネス拠点の創出】 

東北の地域性を活かし、環境効率の面からもビジネスモデルとしても最適な方

法で循環資源を収集、処理、利用するため、自治体を含む協議会等が行う循環拠

点を中心とした資源循環計画の策定を支援した。具体的な取組の実施状況は以下

の通り。 

 

○ 自治体、事業者等が連携して、使用済小型電子機器等からレアメタル等を回収

する社会実験を実施した。（青森県、岩手県、秋田県、山形県、福島県内の 33

地域） 

○ 容器包装プラスチックと製品プラスチックの一括回収に係る実証事業を実施

し、現在焼却・埋立てがなされている製品プラスチックの分別回収・リサイク

ルの課題整理等を行った。（秋田県能代市・大館市） 

○ びんリユース構築の実証や、消費者意識調査、市町村のびんリユースの取組状

況の実態調査等を行った。（宮城県・秋田県・福島県） 

○ 資源循環計画の策定や、生ごみ、し尿及び浄化槽汚泥を対象としたバイオガス

化やその他可燃ごみを対象とした資源化の実証実験への支援を実施した。   

平成 25 年度は地域循環圏形成モデル事業を全国規模で行い、各地域における取

組がビジネスとして成り立つための要件の整理等を行う予定である。（宮城県

南三陸町等） 

○ 特定被災地方公共団体に限定した当該施策については、平成 24 年度限りの施

策として実施した。平成 25 年度以降については、全国規模での地域循環圏形成

モデル事業（仮称）を行う予定である。 

 

ｃ）被災地における自然共生社会の構築に係る取組 

 

現状 

 

自然共生社会の構築に係る取組としては、被災地域の豊かな自然の復旧・復興に

資する取組が重要となる。 
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被災地域の安全とも係る海岸防災林の復旧工事については、平成25年５月末時点

で約39％着工され、約13％完了している。 

 

取組状況 

 

【海岸防災林の復旧・再生】 

海岸防災林は、潮害、飛砂・風害の防備等の災害防止機能や津波の被害軽減効

果を有しており、人々の暮らしを守る重要な役割を果たしていることから、東日

本大震災の津波により被災した青森県から千葉県にかけての海岸防災林約 140km

の復旧・再生に着手した。復旧に当たっては、積極的に安全が確認された災害廃

棄物由来の再生資材等を活用して地盤の復旧のための盛土など基盤造成をした上

で、地域の植生などの自然条件や地元のニーズも考慮しつつ樹木の植栽を実施し

た。 

平成 24 年度は、被災した海岸防災林約 140km のうち約 50km について復旧・再

生に着手した。平成 25 年度は、警戒区域やガレキ仮置き場等を除く残り全ての範

囲（約 100km）について着手することを目指す。 

今後、海岸防災林の復旧・再生は、防波堤の復旧等海岸防災林の造成に必要な

基盤造成については平成 23 年度から概ね５年間で完了し、基盤造成が完了した箇

所から順次植栽を実施する。全体の復旧は、平成 23 年度から概ね 10 年間で完了

することを目指す。 

 

【三陸復興国立公園再編成等推進事業及び三陸復興国立公園等復興事業】 

平成 24 年５月７日に策定した「三陸復興国立公園の創設を核としたグリーン復

興のビジョン」（グリーン復興ビジョン）に基づき、三陸復興国立公園の創設、

被災した公園利用施設の復旧及び東北太平洋岸自然歩道（みちのく潮風トレイ

ル）の整備等の「グリーン復興プロジェクト」を実施した。 

平成 24 年度は、グリーン復興ビジョンに基づき、陸中海岸国立公園の主要な利

用拠点における復旧整備、三陸復興国立公園の創設に係る調査、東北太平洋岸自

然歩道（みちのく潮風トレイル）整備のための調査等を実施した。この調査結果

に基づき、平成 25 年５月 24 日に三陸復興国立公園が創設された。東北太平洋岸

自然歩道（みちのく潮風トレイル）についても、平成 25 年 11 月 29 日に青森県八

戸市から岩手県久慈市間の路線を開通した。 

今後は、引き続き南三陸金華山国定公園の編入について検討を進めるととも

に、平成 27 年度中の長距離海岸トレイルの設定を目指して、地域との連携を図り

ながら路線決定等を進める必要がある。また、三陸復興国立公園へ新たに編入し

た地域の集団施設地区や東北太平洋岸自然歩道において、必要な施設の整備を推

進していく。 
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ｄ）被災地における安全の確保に係る取組 

 

取組状況 

 

【有害物質のモニタリング調査等】 

被災地周辺における有害物質等による環境汚染の状況を把握し、飛散及びばく

露防止対策の推進を図るとともに、国民への迅速な情報提供により不安を解消し、

復旧・復興を促進するため、モニタリング調査等を実施した。 

平成 23 年度以降も大気環境中のアスベスト濃度及び海洋環境の有害物質のモニ

タリング調査等を継続して実施しており、結果を随時公表している。 

なお、ＰＣＢについては、高濃度ＰＣＢを含む流出及び破損・漏洩機器の分布

及び推定ＰＣＢ量に関する情報を活用して調査を行った結果、震災前の全国調査

結果の範囲内であることを確認した。 
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今後の課題 

  

○ 東日本大震災からの復旧・復興に当たっては、低炭素、循環型、自然共生社会形成、

安全確保という観点に加えて、地域づくりや、このための担い手となる人づくりとい

う観点も重要であり、これらの観点を総合的に実現できるようさらに配慮の上で施策

を推進していく必要がある。 

 

○ 被災地において建設される住宅や建築物の断熱性を高めることは、省エネルギーや

温暖化対策に資することとなるので、復旧・復興を進めるに当たってはこのような観

点が必要である。また、東日本大震災の教訓をいかし、地震等の災害時に廃棄物処理

施設等の環境関連施設が機能するようにハード面及びソフト面の両面において、災害

に強い体制の整備を進めることが必要である。 

 

○ 東日本大震災からの復旧・復興に当たっては、環境にも配慮した上で、全ての被災

地域で安全・安心な生活を取戻し、活気あふれる社会を築くことができるように、関

係省庁が一丸となって、これまで以上に取組を進めていくことが重要である。 

  



 

- 114 - 

 

Ⅳ その他 

 

１．各府省等における環境配慮の方針に係る取組状況 

 

第四次環境基本計画第３部第１節において、「関係府省は環境基本計画を踏まえながら、

オフィス、会議、イベント等における物品・エネルギーの使用といった通常の経済主体と

しての活動分野と、各般の制度の立案等を含む環境に影響を与えうる政策分野の両面にお

いて、それぞれの定める環境配慮の方針に基づき、環境配慮を推進する。また、環境配慮

の取組を一層充実させるため、環境配慮の実施状況を点検し、その結果をそれぞれの活動

に反映していくための仕組みの強化等、環境管理システムに関する取組を積極的に推進す

る。」とされている。 

関係府省等の環境配慮の方針及び直近の自主点検結果は、以下の通りである。 

今後とも、各府省の環境配慮の方針の推進を図るため、ＰＤＣＡサイクルに基づく取組

を一層強化していくべきである。 

 

（１）各府省等の整備運用状況 

 

調査対象とした関係府省

等 

16 府省等 

（内閣府、公正取引委員会、警察庁、金融庁、消費者庁、

総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働

省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省及び防

衛省） 

「環境配慮の方針」の策

定状況 

「環境配慮の方針」策定済み関係府省等：15 府省等 

＜策定府省等の推移＞ 

平成 14 年度：３省等 

平成 15 年度：９府省等 

平成 16 年度：13 府省等 

平成 17 年度以降：15 府省等 

「環境配慮の方針」が対

象としている範囲 

「環境に関わる政策分野」を対象：12 府省等 

「通常の経済主体としての活動分野」を対象：15 府省等 

「環境配慮の方針」の自

主点検状況 

自主点検実施関係府省等：13 府省等 

平成 24 年度：１省 

平成 23 年度：８省等 

平成 22 年度：３府省等 

平成 21 年度以前：１省 
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（２）環境に関わる政策分野について 

 

環境に関わる政策分野については、12 府省等が環境配慮の方針の対象として実施して

いる。各府省等における点検対象及び取組状況（例）は以下の通りである。 

 

府省等 

(策定年月) 

環境配慮の方針上の 

点検対象項目 

自主点検結果に記載された 

取組状況（例） 

内閣府 

(H15.11) 

○環境施策の基盤となる研究・

統計等の整備 

○沖縄における環境共生型社

会の形成 

【平成 22 年度点検】 

・分野別推進戦略(平成 18 年３月 28 日総合科学技

術会議決定)において選定した６研究領域におけ

る研究開発の最新動向や関係府省の施策の効果

等についての調査・検討 

・環境共生型観光地形成支援事業の推進 

警察庁 

(H16.７) 

○環境犯罪の取締りの推進 

○交通管理による環境対策の

推進 

【平成 23 年度点検】 

・環境を破壊する悪質な行為を中心に取締りを推進 

・道路交通情報通信システム(VICS)の整備 

総務省 

(H15.３) 

○情報通信を利用した環境負

荷の削減等 

○情報通信の活用に伴う環境

負荷の抑制 

○消防防災分野における環境

問題への対応 

○環境負荷の削減に配慮した

地方行政の推進 

【平成 18 年度点検】 

・テレワーク（情報通信技術を活用した、場所と

時間にとらわれない柔軟な働き方）の普及を通

じて交通代替による環境負荷の軽減を推進 

・情報通信審議会における通信・放送関係団体の

自主行動計画のフォローアップの実施 

・消化器･防炎物品等のリサイクルの推進 

・自動車税のグリーン化 

法務省 

(H15.７) 

○被収容者への啓もう活動 【平成 23 年度点検】 

・矯正施設の収容者に対して環境意識の啓もうを

はかる 

外務省 

(H15.９) 

○地球環境問題に関する国際

的枠組みの下での取組と新

たな国際枠組みづくり 

○国際協力の実施等にあたっ

ての環境配慮 

【自主点検については、個々の案件に応じて適宜

実施・公表】 

・地球環境問題に関する各種国際会議における議

論への参加 

・ＪＩＣＡにおける、「新ＪＩＣＡ環境社会配慮

ガイドライン」に基づいた取組の実施 
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府省等 

(策定年月) 

環境配慮の方針上の 

点検対象項目 

自主点検結果に記載された 

取組状況（例） 

文部科学省 

(H15.９) 

○環境分野の研究開発の重点

的推進 

○原子力の利用に関する研究

開発の推進 

○新エネルギー､省エネルギー

に関する研究開発の推進 

○生物多様性の保全及び持続

可能な社会実現への取組の

推進 

○学校教育における環境教育

の推進 

○社会教育における環境教育

の推進 

【平成 23 年度点検】 

・衛星による地球観測及び海洋観測の推進 

・高速増殖炉サイクル技術に関する研究開発の実施 

・ＣＯ2排出削減を目的とした機材の有用性の実証 

・持続可能な発展に関する研修実施による人材育

成及び当該研修を通じての人的ネットワークの

構築 

・新学習指導要領において環境教育に関する内容

が充実されたことを踏まえ、その趣旨の実現及

び環境教育に関する優れた実践の促進や普及 

・地域における環境教育を含めた様々な課題に対

する学習活動の支援 

厚生労働省 

(H16.６) 

○地球温暖化問題に対する取組 

○物質循環の確保と循環型社

会の構築に向けた取組 

○都市における良好な大気環

境の確保に関する取組 

○環境保全上健全な水循環の

確保に向けた取組 

○化学物質の環境リスクの低

減に向けた取組 

○生物多様性の保全のための

取組 

【平成 24 年度点検】 

・水道施設の更新期にあわせた環境保全対策に係

る施設整備の推進 

・計画的かつ効率的な「食品リサイクルシステ

ム」の構築と推進に対する支援 

・医療施設､社会福祉施設等における吹付けアスベ

スト等の使用実態調査､アスベストの除去の推進 

・水道広域化、水道水源開発、未普及地域解消等

に係る技術的･財政的支援措置 

・既存化学物質の安全性点検の実施 

・遺伝子組換え生物等を使用した医薬品等の適正

な製造等の確保 

農林水産省 

(H15.12) 

○健全な水循環 

○健全な大気循環 

○健全な物質循環 

○健全な農林漁村環境の保全 

○試験研究・技術開発 

○環境教育・食育の推進 

【平成 23 年度点検】 

・森林・林業基本計画､森林整備保全事業計画及び

京都議定書目標達成計画に基づく､森林整備事業

及び水源地域等保安林整備事業(治山事業)を推進 

・京都議定書目標達成計画のための間伐の推進 

・「バイオマス活用推進基本計画」に基づくバイ

オマスの総合的な利用促進 

・グリーン・ツーリズムを通じた都市と農山漁村

の共生・対流の促進 

・地域内資源を循環利用する省資源型農業確立の

ための研究開発の推進 

・第２次食育推進基本計画に基づく食育の推進 
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府省等 

(策定年月) 

環境配慮の方針上の 

点検対象項目 

自主点検結果に記載された 

取組状況（例） 

経済産業省 

(H25.２) 

○温暖化対策 

○資源循環の推進 

○環境経営・競争力の強化 

○化学物質管理 

【平成 23 年度点検】 

・2020 年以降の将来枠組み構築等に向けた国際交

渉の推進、二国間クレジット制度の構築の推

進、国内クレジット制度の推進、二酸化炭素回

収・貯留技術の実用化に向けた技術開発の推進 

・国内省エネ対策の推進対策の推進、アジア諸国

を中心とした国際省エネ協力の推進 

・再生可能エネルギーの導入拡大等によるエネル

ギー源の多様化、石炭、天然ガス等の高度利用 

・火力発電の技術開発等の推進、電気事業におけ

る市場環境の整備 

・３Ｒ関連法制度等に基づく取組の推進 

・カーボンフットプリント制度の試行事業の実施 

・企業等における化学物質の適正管理の推進 

国土交通省 

(H20.７) 

○京都議定書の目標達成に向

けた取組（地球温暖化対策

の当面の取組） 

○温暖化に対応した社会の骨

格づくり（地球温暖化対策

の中長期的な取組） 

○負の遺産の一掃と健全な国

土に向けた取組 

○環境を優先した選択の支

援・促進 

○地球環境時代の技術開発・

国際貢献 

【平成 23 年度点検】 

・公共交通機関の利用促進 

・集約型都市構造の実現、地区・街区レベルでの

包括的な都市環境対策の推進 

・下水道の整備による水質改善 

・建設リサイクルの推進 

・海洋環境イニシアティブ 

環境省 

(H14.11) 

○地球温暖化対策の推進 

○地球環境の保全 

○大気・水・土壌環境等の保全 

○廃棄物・リサイクル対策の

推進 

○生物多様性の保全と自然と

の共生の推進 

○化学物質対策の推進 

○環境保健対策の推進 

○環境･経済･社会の統合的向上 

○環境政策の基盤整備 

（「環境省施策体系」に示した施策・事務事業に

ついて、政策評価の中で評価を実施） 
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○放射性物質による環境の汚

染への対処 

防衛省 

(H15.３) 

○環境施策の推進 

（大気環境の保全、水環境の保

全、物質循環に係る施策） 

○環境教育の推進 

【平成 23 年度点検】 

・自動車の効率的利用 

・環境保全講演会の実施 
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（３）通常の経済主体としての活動分野について 

 

通常の経済主体としての活動分野については、15 府省等が環境配慮の方針の対象とし

ている。 

 

○ すべての府省等において、「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑

制等のため実行すべき措置について定める計画」（政府の実行計画）（平成 19 年３月

30 日閣議決定）では、以下の取組を実施することとしている。 

 

・ 事務所の単位面積当たり電気使用量を、平成 13 年度比で、平成 22 年度から平成

24 年度までの期間に平均で概ね 90％以下にする 

・ 用紙の使用量を、平成 13 年度比で、平成 22 年度から平成 24 年度までの期間に平

均で増加させない 

・ 事務所の単位面積当たりの上水使用量を、平成 13 年度比で、平成 22 年度から平成

24 年度までの期間に平均で 90％以下にする 

 

○ 「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」（平成

12 年５月 31 日法律第 100 号）の適切な実施を推進するため、府省等ごとに毎年度、

「環境物品等の調達の推進を図るための方針」（調達方針）を策定・公表し、環境に配

慮した物品の調達を実施している。また、調達方針に基づいた調達実績についてもとり

まとめ・公表している。 
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２．国民及び地方公共団体に対するアンケート調査結果の概要 

 

環境省は、毎年、全国の20歳以上の成人約2,000人を対象にした「環境にやさしいライ

フスタイル実態調査」及び全ての地方公共団体を対象とした「環境基本計画に係る地方公

共団体アンケート調査」の２種類のアンケート調査を実施している（平成23年度は未実

施）。標本誤差等も踏まえつつ、これらの調査結果を分析したところ、以下に示すような

傾向が明らかになっている。 

環境問題の解決には、国民及び地方公共団体の果たすべき役割は大きく、今後はこれら

の傾向を踏まえた環境施策を講じていく必要がある。 

 

（１）環境にやさしいライフスタイル実態調査（国民アンケート）の概要 
 

① 近年の環境の状況についての実感 

近年の環境の状況について、地球レベルでの悪化を実感している人（「悪化して

いる」と「やや悪化している」の合計）の割合が高く、国レベル、地域レベルと身

近になるにつれて割合が低下していく傾向は平成22年度調査と比較して変化はない。 

また、改善を実感している人の割合（「よくなっている」と「ややよくなってい

る」の合計）は、地域、国及び地球の全てのレベルで平成22年度調査よりも減少し

た（図表Ⅳ－１）。 

 

図表Ⅳ－１．近年の環境の状況についての実感 
＜地域レベル＞ 

 

＜国レベル＞ 

 

＜地球レベル＞ 

 
出典）環境にやさしいライフスタイル実態調査（平成24年度調査、環境省）より作成 
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② 近年の環境悪化を実感する理由 

近年の環境の状況を「悪化している」及び「やや悪化している」と回答した人の

回答理由については、「地球温暖化が進んでいるから」が地域レベル及び地球レベル

で最も多く、国レベルでも僅差の３位となっている。 

また、国レベルでは、「事故由来放射性物質による環境汚染が発生したから」が

最も多くなっており、国という視点では、東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所

の事故による影響を意識している人が多いことが窺える（図表Ⅳ－２）。 

 

図表Ⅳ－２．近年の環境悪化を実感する理由（各レベル別上位３項目） 

 
※事故由来放射性物質とは、平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により当該原子力発電

所から放出された放射性物質のこと。 
出典）環境にやさしいライフスタイル実態調査（平成24年度調査、環境省） 

 

③ 環境保全で最も重要な役割を担う主体 

環境保全で最も重要な役割を担う主体は「国民」であると考えている割合は約半

数となっており、「国」（約25％）、「事業者」（約18％）を大きく上回っている。

この傾向は、平成22年度調査から大きな変化はなく、国民の環境保全に対する意識の

高さが窺える（図表Ⅳ－３）。 

 

図表Ⅳ－３．環境保全で最も重要な役割を担う主体 

 

出典）環境にやさしいライフスタイル実態調査（平成24年度調査、環境省）より作成 
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④ 環境保全行動の実施状況 

国民が取り組む環境保全行動の実施状況では、「ごみは地域のルールに従ってき

ちんと分別して出すようにする」、「日常生活において節電等の省エネに努める」、

「日常生活において節水に努める」及び「油や食べかすなどを排水口から流さない」

の実施率が概ね80%以上と、家庭内で日常的に対応可能な取組が高くなっている。 

第四次環境基本計画の重点分野ごとに実施率を整理すると、＜重点分野１：経

済・社会のグリーン化とグリーン・イノベーションの推進＞、＜重点分野３：持続可

能な社会を実現するための地域づくり・人づくり、基盤整備の推進＞、＜重点分野

５：生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する取組＞及び＜重点分野９：包括的

な化学物質対策の確立と推進のための取組＞の各分野に係る取組は50%未満となって

いる（図表Ⅳ－４）。 

 

図表Ⅳ－４．環境保全行動の実施状況 

 

 

出典）環境にやさしいライフスタイル実態調査（平成24年度調査、環境省）より作成 
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⑤ 環境行政への評価 

国が行っている環境行政に満足（「満足している」と「まあ満足している」の合

計）と回答している人は約６％、不満足（「全く満足していない」と「あまり満足し

ていない」の合計）と回答している人は約43％となっており、不満足が満足を大きく

上回る傾向は、平成22年度調査から大きな変化はない（図表Ⅳ－５）。 

また、地方公共団体についても、同様の傾向である（図表Ⅳ－６）。 

 

図表Ⅳ－５．国の環境行政への評価 

 

出典）環境にやさしいライフスタイル実態調査（平成24年度調査、環境省）より作成 

 

 

図表Ⅳ－６．地方公共団体の環境行政への評価 

 
出典）環境にやさしいライフスタイル実態調査（平成 24 年度調査、環境省）より作成 
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法律等による環境保全対策制度の強化

環境基本計画による今後の環境政策の理

念と道筋の提示（＊）

地球温暖化防止、循環型社会形成等に関

する計画の進行管理の徹底

温室効果ガス排出量等の数値目標の厳格

化

事業者が行う環境保全の取組に対する支援

国民・ＮＰＯが行う環境保全の取組に対す

る支援

環境保全活動における事業者、国民、ＮＰ

Ｏ等多様な主体による連携・協働の促進

環境税等のグリーン税制の導入

商品の省エネ度等の環境に関する情報提

供

環境教育や普及啓発の推進

環境技術の研究開発力強化に向けた取組

推進

公害被害者の救済に向けた取組推進

開発途上国に対する国際協力等の取組推

進

地球温暖化等に関する国際交渉における

リーダーシップの発揮

その他
平成24年度(n=1,110)

平成22年度(n=1,015)

⑥ 環境行政に対して今後求めること 

国、地方公共団体が行っている環境行政に対する満足度が低い中、環境行政に対

して今後求めることについては、国及び地方公共団体の双方において、「法律（条例）

等による環境保全対策制度の強化」を半数程度の人が挙げており、総合的な環境行政

の推進を求めていることが分かる。 

また、国については、ほぼ全ての項目について概ね３割以上の人が、今後求める

ことに挙げており、環境保全上いまだ多くの課題を抱えていることが窺える（図表Ⅳ

－７、８）。 

このような国民の環境に関する問題意識を踏まえ、環境行政を強化すべきである。 

 

 

図表Ⅳ-７.国の環境行政に対して今後求

めること 

図表Ⅳ-８.地方公共団体の環境行政に対

して今後求めること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）環境にやさしいライフスタイル実態調査（平成24年度調査、環境省）より作成 
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支援

環境保全活動における事業者、住民、ＮＰＯ
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（２）環境基本計画に係る地方公共団体アンケート調査（地方公共団体アン

ケート）の概要 

 

① 環境政策の実施状況 

地方公共団体が取り組む環境政策について実施率（「すべて実施している」と

「必要な施策は一部実施している」の合計）を見てみると、最も高い「地球温暖化対

策」は８割を超えている。図表Ⅳ－２で近年の環境悪化を実感する理由として全レベ

ルで高い値を示した「地球温暖化が進んでいるから」に対して、地方公共団体の取組

は進んでいるものの、国民への浸透は進んでいないということが考えられる。次いで、

「２Ｒを重視したライフスタイルの変革」、「環境教育・環境学習等の推進と各主体

をつなぐネットワークの構築・強化」の順に実施率が高くなっている（図表Ⅳ－９）。 

 

図表Ⅳ－９．環境施策の実施状況 
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（10） 外来種対策の強化
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利用促進・高度化

（12） 低炭素社会、自然共生社会づくりとの

統合的取組

（13） 2Rを重視したライフスタイルの変革

（14） 地域循環圏の形成

（15） 循環分野における環境産業の育成

（16） 安全・安心の観点からの取組の強化

（17） 流域での環境保全上健全な水循環の

構築に関する計画の策定

（18） 上記以外の水環境の保全に係る取組
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すべて実施している 必要な施策は一部実施している

必要な施策を何も実施していないが、検討中のものはある 必要な施策を何も実施しておらず、検討中のものもない

対策が必要な状況にない 無回答
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出典）第四次環境基本計画に係る地方公共団体アンケート（平成24年度調査、環境省） 
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（22） 騒音・振動対策

（23） 後住者に係る交通騒音問題の未然防止

（24） 悪臭対策

（25） ヒートアイランド対策

（26） 光害対策、感覚環境

（27） 化学物質の科学的なリスク評価の推進

（28） 化学物質のライフサイクル全体のリスクの削

減

（29） 化学物質に関する安全・安心の一層の推進

（30） 事業者の環境マネジメントの促進及び

取組状況についての情報開示

（31） 環境の視点からの経済的インセンティブの付

与

（32） グリーン・イノベーションの推進及び

技術開発における環境配慮等

（33） 官民における監視・観測等の効果的な実施

（34） 国際的取組に係る施策

（35） 国土の国民全体による管理の推進

（36） 多様な主体による参画の促進

（37） 持続可能な地域づくりのための地域資源の

活用と地域間の交流等の促進

（38） 環境教育・環境学習等の推進と各主体を

つなぐネットワークの構築・強化

（39） 環境情報の整備と提供・広報の充実

（40） 環境影響評価等

（41） 環境保健対策、公害紛争処理等及び

環境犯罪対策

すべて実施している 必要な施策は一部実施している

必要な施策を何も実施していないが、検討中のものはある 必要な施策を何も実施しておらず、検討中のものもない

対策が必要な状況にない 無回答
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② 他の主体との協働の実施状況 

地方公共団体と各主体との連携・協働の実施状況を見ると、『事業者』及び『住

民、住民団体』では、「２Ｒを重視したライフスタイルの変革」、『住民、住民団体』

及び『民間団体（環境ＮＰＯ等）』では、「里地里山の保全活用」及び「自然再生」

の分野で、連携・協働が進んでいる点が一致している（図表Ⅳ－10～12）。 
 

図表Ⅳ－10．事業者との連携・協働の実施状況 

 
出典）第四次環境基本計画に係る地方公共団体アンケート（平成24年度調査、環境省）より作成 

 

図表Ⅳ－11．住民、住民団体との連携・協働の実施状況 

 
出典）第四次環境基本計画に係る地方公共団体アンケート（平成24年度調査、環境省）より作成 

 

図表Ⅳ－12．民間団体（環境ＮＰＯ等）との連携・協働の実施状況 

 
出典）第四次環境基本計画に係る地方公共団体アンケート（平成24年度調査、環境省）より作成 
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参考（各調査対象の属性等） 

 

（１）環境省「環境にやさしいライフスタイル実態調査」 
インターネットを用い、全国の20歳以上の男女を対象に平成25年１月23日から１月

28日を調査期間としてアンケート調査を実施し、2,631人の回答を得た。 

回答者の属性は、男女別、年代別、地域別に、日本の人口比率とおおよそ一致する

ように設定をし、調査を実施した。 

 

回答者属性 ※（ ）内は％、小数点について四捨五入の関係から一致しない箇所がある 

 

① 性別 

 

 

② 年代別 

 

 

③ 職業別 

 

 

④ 地域別 

 
 

⑤ 都市規模別 
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（２）環境省「環境基本計画に係る地方公共団体アンケート調査」 

全ての地方公共団体（1,789団体：47都道府県、20政令指定都市、東京都23特別区

及び1,699市町村）を対象として、平成25年２月中旬から３月中旬にかけてＷＥＢ上

で回答をする方式及び調査票を郵送発送・郵送回収するアンケート形式により調査

を実施した｡期間内に1,194団体から回答が寄せられた。（有効回収率：66.7%） 

 

 発送数 有効回収数 有効回収率 回収構成割合 

都道府県 47 35 74.5％ 2.9% 

政令指定都市 20 15 75.0％ 1.3% 

特別区 23 22 95.7％ 1.8% 

市 769 602 78.3％ 50.4% 

町 746 430 57.6％ 36.0% 

村 184 90 48.9％ 7.5% 

合計 1,789 1,194 66.7％ 100.0% 
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３．環境情報戦略に基づく施策のフォローアップ調査の結果 

 

（１）環境情報戦略の策定経緯等 

 

平成18年４月、「第三次環境基本計画」が閣議決定され、環境情報戦略を策定するこ

ととされた。また、平成20年８月、ＩＴ戦略本部が「重点計画-2008」を決定し、

「2008年度までに、環境情報の長期的かつ総合的な基盤整備に関する基本方針となる

『環境情報戦略』を策定し、同戦略に基づく取組を開始する」こととされた。 

これらの動きを踏まえ、総合政策部会に環境情報専門委員会が設置され、環境情報戦

略策定に向けた検討が行われるとともに、総合政策部会での審議及び関係府省との調整

を経て、平成21年３月、環境基本計画推進関係府省会議環境情報戦略連絡会（以下、

「環境情報戦略連絡会」という。）において環境情報戦略が決定された。同戦略におい

ては、平成22年度から概ね隔年で、「環境省は、（中略）当面優先して取り組む施策に

係るものの進行管理に必要な調査を環境基本計画に基づく施策の分野ごとの点検の一環

として実施する」こととされている。また、平成24年４月に第四次環境基本計画が閣議

決定され、「情報立脚型の環境行政の実現のための情報整備と活用」、「利用者のニー

ズに応じた情報の提供」の２つの観点から、施策の進捗状況のフォローアップ調査を実

施することとされた。 

なお、本調査（以下「フォローアップ調査」という。）は、環境情報戦略策定後、平

成22年度の実施に引き続き、今回が２回目になる。 

 

（２）環境情報戦略の概要 

 

環境情報戦略は、基本的方針として、以下を定めている。 

 

○ 環境行政に必要な情報が目的に併せて適時に利用できるような「情報基盤」を構

築すること 

○ 各情報利用者の立場に立って情報提供を図るため、情報の体系的な整理や信頼性、

正確性の確保等を図った上で、利用者のニーズに応じて適時に利用できる情報の提

供を進めること 

 

また、上記の基本的方針に基づいて施策を進めるに当たり、「情報立脚型の環境行政

の実現のための情報整備と活用」及び「利用者のニーズに応じた情報の提供」の２つの

観点から、以下の当面優先して取り組む施策が定められている。 

 

【情報立脚型の環境行政の実現のための情報整備と活用】 

① 環境と経済社会活動に関する情報収集の強化 

② 国土の自然環境に関する情報収集の強化 

③ 情報アーカイブの構築 

④ 標準的フォーマットによる提供情報の信頼性、正確性の確保等 
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⑤ 環境省と関係府省及び地方公共団体等との連携協力 

⑥ 環境情報の質の向上に向けた取組 

⑦ 環境情報の収集、整理、提供に関する国際協力ネットワークの強化・構築 

⑧ ＩＴの活用 

 

【利用者のニーズに応じた情報の提供】 

① 環境と経済社会活動等に関する情報の提供強化 

② 我が国における環境政策情報に関するポータルサイトの構築等 

③ 海外に対する情報発信の強化 

④ ＩＴの活用による情報提供の展開 

⑤ 環境情報の信頼性、正確性の確保等 

⑥ 情報収集の計画段階における情報提供のあり方に関する検討 

⑦ 「見える化」等のための効果的な取組方法の検討実施 

⑧ 関係団体との連携協力 

 

（３）環境情報戦略に基づく施策の進捗状況について 

 

今回環境省が行ったフォローアップ調査では、上記（２）に挙げた当面優先して取り

組む施策について、前回のフォローアップ調査からの進捗状況を調査した。具体的には、

同施策における平成22年度及び平成23年度の取組について、実施した業務の概要、前回

フォローアップ時からの変化、成果、発信した情報のタイトル及び、発信した情報の媒

体等について調査を行った。 

調査の結果、多くの施策で進展が確認された。一方で、今後のさらなる取組が必要な

施策も明らかとなった。調査結果の概要については、以下の通りである。 

今後は、今回行ったフォローアップ調査の結果を関係省庁と共有し、連携を深めなが

ら、環境情報戦略に定める施策を引き続き着実に推進していくべきである。 

 

進展が認められた主な施策 

 

○ 我が国における環境政策情報に関するポータルサイトの構築等 

・ 我が国における環境政策情報に関するポータルサイトを構築し、平成23年度に

運用を開始した。 

・ なお、平成24年度にサイトの更新作業を行い、平成25年３月時点で375のリン

ク数となる見込み。 

○ 環境と経済社会活動に関する情報の収集・提供の強化 

・ 約12,000社の環境産業関連企業の景況感等を明らかにする「環境経済観測調査」

を実施するとともに、環境産業に係る市場・雇用規模を推定し公表した。また、

環境と経済に関する情報を体系的に提供する「環境経済情報ポータルサイト」

の運用を開始し、関連情報の提供を開始した。 

・ 環境保全の取組と経済動向間の相互影響などを明らかにする研究事業「環境経
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済の政策研究」を追加採択し、環境経済ポータルサイトにて全15課題の研究成

果を公表した。 

 

○ 生物多様性に係る情報整備及び情報提供 

・ 生物多様性の総合評価を取りまとめて公表した。 

・ 生物多様性の評価を空間情報として整備した「生物多様性評価地図」49枚のほ

か、地域毎の生物多様性の現状と配慮事項を取りまとめたカルテを作成した。 

○ 環境省図書館の所蔵資料の電子化 

・ 環境省図書館所蔵資料の電子化を実施した。 

・ 所蔵する書誌情報をデータベース化し、インターネット等からの情報検索を可

能にした。 

○ 地球観測情報の収集の強化 

・ 航空機による上空の温室効果ガス観測及び高精度海洋観測を新たに開始するな

ど、気象・気候分野における情報の整備・提供を強化した。 

○ 環境情報の信頼性・正確性等を確保する取組 

・ グリーン購入の信頼性の確保のため、「特定調達物品等の表示の信頼性確保に

関するガイドライン」を作成した。当該ガイドラインの手引き作成や説明会の

開催などにより周知活動も併せて行った。 

○ 温室効果ガス排出量の「見える化」に関する効果的な情報提供 

・ 家庭におけるＣＯ2排出量と省エネの取組の効果を「見える化」することを目

的に、「ＣＯ2みえ～るツール」を公開した。 

・ サプライチェーン全体での温室効果ガス排出量を把握・削減するため、排出量

算定ガイドライン等の整備を行った。 

 

今後のさらなる取組が必要な施策（環境情報専門委員会による指摘と対応の方向性） 
 

【標準的フォーマットによる提供情報の信頼性、正確性の確保等】 

（環境情報収集の際における標準的フォーマットによるメタデータ（作成者、デ

ータ収集方法更新頻度など）の整備） 

 

指摘 

「地理情報についてはメタデータの標準的フォーマットが存在することから、

環境情報の中でも地理情報に関連するものについては、標準的フォーマットを定

め、優先してメタデータを登録するという姿勢が必要。」 

 

対応の方向性 

環境情報は、地球温暖化、生物多様性、物質循環をはじめとして様々な環境分

野にわたるものであり、地理情報以外の情報を含むものも多いため、最終的には

これらを包含する標準的フォーマットとなるよう留意しつつ、当面、地理情報と

親和性の高い自然環境分野について、優先して標準的フォーマットの作成に取り
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組む。また、既存のクリアリングハウス（メタデータの集合したデータベース）

を包含または連携できるようにする。 

その際、クリアリングハウス構築のニーズ、運用費用、運用開始後必要となる

業務等についても併せて検討を行う。 

 

【環境省と関係府省及び地方公共団体等との連携協力】 

（本戦略の推進のため、関係府省、地方公共団体等との会議の設置） 

 

指摘 

「地方公共団体やＮＰＯなどの多様なステークホルダーからのニーズの吸い上

げが必要。」 

 

対応の方向性 

会議の開催に代えて、環境情報の受け手として、当面、以下の関係者（地方公

共団体、ＮＰＯ、研究者）から意見・要望を聴取した。 

ア 地方公共団体 

都道府県、政令指定都市の一部に対し、国の行う環境情報の発信等につい

ての意見・要望のアンケートを実施した。 

（意見・要望例） 

・ 断片的な情報の提供が多いため、利用者が分かりやすいように体系的な

情報集約及び情報提供が必要。（環境情報でも、他省庁のホームページに

掲載されている場合もあり。） 

・ 自治体では、環境情報だけでなく他の行政情報と連携した発信が必要で

あり、国レベルでも工夫してほしい。 

イ ＮＰＯ 

（ア）環境分野で活動しているＮＰＯに対し、環境情報の利用の実態や、公的機

関の環境情報の発信についての要望等のアンケートを実施した。 

（要望例） 

・ 過去のデータ蓄積が少ない。 

・ 一般人や子どもにも分かりやすく発信してほしい。 

（イ）東北・近畿・中国地方については、それぞれの地方環境パートナーシップ

オフィス（ＥＰＯ）主催で地域のＮＰＯ等と環境省担当官との意見交換を実

施した。 

（要望例） 

・ 利用者のニーズは様々なので、バイアスのかかっていない一次情報を提供

してもらえばよい。 

・ ＥＰＯからの環境情報の発信を強化していくべき。 

ウ 国民全体 

「環境にやさしいライフスタイル実態調査」において、環境省ホームペー

ジ上に構築した「環境政策に関するポータルサイト」についての充実すべき
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点を調査した。 

（結果の概要（複数回答）） 

・ 「利用者の理解を助けるため、分かりにくい情報は分かりやすく加工して

提供してほしい」・・・61.0％ 

・ 「国が整備するポータルサイトなので、信頼でき、正確なもののみ掲載す

るようにしてほしい」・・・48.8％ 

エ 研究者 

環境情報の発信のあり方等について、環境分野の研究者に対してアンケー

トを実施した。 

 


